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要旨 
 

 「この感染症の拡大は、世界の人々の命・生活・尊厳、すなわち人間の安全保障に対す

る危機であります。これを乗り越えるには、「誰一人取り残さない」との考え方を指導理

念として臨むことが、極めて重要です。」（第 75 回国連総会における菅総理大臣一般討論

演説、令和 2 年 9 月 26 日）  

 菅総理大臣がこの演説の中で「極めて重要」とまで述べた「人間の安全保障」とは、冷

戦後の 1990 年代に誕生した概念であり、グローバル化の時代に多様化・複雑化した脅威に

包括的に対応するために生み出された。この概念は 2012 年には国連総会の場で合意の下、

共通理解が形成された。それ以降、「人間の安全保障基金」の拠出額は増加せず､「人間

の安全保障」の実践についても、決議の実践から得られた教訓（lessons learned）、国連総

会決議の履行（implementation of the present resolution）についても議論は継続されておらず、

国連加盟国が「人間の安全保障」を積極的に議論し、現場での取組みの推進を後押しする

ような動きはみられず、そのモメンタムも維持されていない。 

 しかし、近年、気候変動による環境問題、紛争に端を発する難民問題、そして 2020 年初

めより新型コロナウイルス感染症により、人々は未曽有の危機に直面しており、世界は今

一度「人間の安全保障」の持つ意義について問い直されている。そのような状況下で、

2019年に「人間の安全保障」が提唱されてから 25年を迎え、国連においても、日本が主導

して「人間の安全保障 25 周年記念シンポジウム」を開催し、グテーレス国連事務総長も累

次にわたり、グローバルな課題や脅威に対処するために「人間の安全保障」を活かしてい

くべき旨その重要性に言及している。そして冒頭の通り 2019 年 9 月の国連総会において、

菅総理が、新型コロナウイルス感染症による未曾有の危機に対し、ユニバーサル・ヘル

ス・カバレッジ（UHC）における「人間の安全保障」の重要性を訴えた。 

 このように「人間の安全保障」がこれまでより一層必要とされる現在の国際情勢の中で、

本ワークショップに課されたミッションは、これらの原因を解明し、我々なりの解決策を

導き、日本政府（外務省）への提言としてまとめることを前提に、中身に入っていく。 

 そもそも「人間の安全保障」が持つ特徴は、2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）に

よると、人間を中心に据えた上で、包括的で、文脈に応じ、予防的対応を「保護」と「能

力強化」という 2 つの側面から行うこととしている。日本政府は 1990 年代の後半からこの

考え方に注目し始め、日本外交の柱として定め、「人間の安全保障基金」を設立するなど

して概念の普及・発展に大いに貢献した。同決議が採択に至ったのも、日本がリーダーシ

ップをとり、積極的な議論を通じて、「人間の安全保障」の共通理解の合意形成に尽力し

た成果である。我々は英語文献を含め積極的に文献調査をし、最大 14 時間の時差を乗り越
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えた海外の機関へのヒアリングに挑戦し、「人間の安全保障」が国際社会で存在感を失っ

た原因を明らかにし、克服するべき課題について、次の 4 つにまとめた。 

 

● 課題 1：各主体間の連携の欠如 

● 課題 2：経験・知見や取組事例を共有する機会の不足 

● 課題 3：「人間の安全保障基金」の資金不足 

● 課題 4：国連におけるモメンタムの欠如 

 

 これらの課題を踏まえ、長時間にわたる内外との議論の結果導かれた本ワークショップ

の政策提言の概要は以下の通りである。 

 

● 提言 1：各主体による連携強化の推進 

● 提言 2：多様な主体間での対話プロセスの展開 

● 提言 3：「人間の安全保障基金」への拠出金増額を目指す改善 

● 提言 4：国連における日本主導のモメンタムの形成 

 

 以上のように 4 つの課題に対して 4 つの提言をまとめた。各提言は全く個別の提言では

なく、4 つの提言が相互に作用することで、『国際社会で「人間の安全保障」を推進する』

と考えている。 
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第 1 部 はじめに 
 第 1部では、本ワークショップのテーマである「人間の安全保障（Human Security）：そ

の有用性及びその国際社会での推進について」を研究するに至った背景とその趣旨、さら

に本研究を進めるにあたって用いた手法について、3 つの章にわたって概説する。 

 

第 1 章 研究の背景  

 「人間の安全保障」は、国連開発計画（以下、UNDP という）の「人間開発報告書 1994」

で初めて提唱された概念である
1
。当初は「人間の安全保障」に対して批判的な意見もあっ

たが、現在では限定的ではあるものの、規範となる概念として国際社会で定着してきてい

る概念である
2
。 

 2000 年代になると、グローバル化が進展し、国際社会を取り巻く課題は多様になるとと

もに複雑化し「人間の安全保障」に基づく取組みが強化されてきた
3
。その中で、2012年に

は国連総会決議（A/RES/66/290）において、加盟国 193 ヶ国が「人間の安全保障」の共通

理解に合意した
4
。 

 日本では、1998 年の小渕恵三外務大臣（当時）によるシンガポールでの演説において初

めて「人間の安全保障」が提唱された
5
。以降、日本政府は「人間の安全保障」を日本外交

の柱に据え、政府開発援助（以下、ODA という）に取り組んできた
6
。 

 UNDP によって「人間の安全保障」が提唱されて約 25 年が経過し、さらに国連総会決議

が採択されてから 10 年を迎えようとしている今、改めて「人間の安全保障」に注目すべき

時期に差し掛かっている。 

 さらに、私たちは現在、新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19 という）という

人類の危機に直面している。COVID-19 は、2019 年に中国･武漢でウイルス性肺炎の集団感

染が発生し、その後急速に感染拡大し世界中にパンデミックを引き起こした。国や地域を

選ばず世界の各所において、経済が打撃を受けている。感染拡大を封じ込めるための各地

域の都市、施設の閉鎖と封鎖は、製造産業やサービス産業の両方に影響を及ぼした。また、

 
1  外務省「人間の安全保障－分野をめぐる国際潮流」 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/index.html （最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
2 長有紀枝『入門 人間の安全保障』（中公新書、2012 年）2-3 頁。 
3 緒方貞子「人びとを取り巻く脅威と人間の安全保障の発展」『国際問題』第 603 号（日本国際問題研究

所、2011 年）4 頁。 
4 UN Doc. A/RES/66/290 (Follow-up to paragraph 143 on human security of the 2005 World Summit Outcome 
2012.10.25). 
外務省『人間の安全保障に関する国連総会決議（仮訳）（A/RES/66/290）』（2012 年）。 
5 外務省「21 世紀への展望－日本と東アジア－」https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eo_0504.html 
（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
6 外務省『平成 27 年度版開発協力大綱』（2015 年）。 
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ウイルスに国境はなく、もちろん感染拡大する上でも国境関係なく拡大していく。そのた

め、自国一国のみでパンデミックから抜け出すことができる国はない。東京財団政策研究

所上席研究員である福島安紀子氏は、国家間が競争と対立に傾倒すれば、我々人間は確実

にこの戦争・パンデミックに負けるだろうと述べている
7
。このパンデミックは、まさに全

ての人々及びコミュニティの保護と能力強化を強化する「人間の安全保障」アプローチを

必要としている。そのために欠かすことができないアプローチとして、人々を中心の、包

括的で、文脈に応じた、予防的な対応が求められている。 

 

 

第 2 章 研究の趣旨 

 「人間の安全保障」を国際的に推進するモメンタムを失っているかとも思われる現在、

どのような課題や障壁に直面しているのか。また、1990年代から 2000年代初頭にかけての

概念普及の趨向と比して、国連総会決議採択後から現在にかけての日本政府による国際的

な推進における姿勢にはどういった変化が生じているのか。このような問題意識のもと、

本ワークショップでは「人間の安全保障」の国際的な推進に焦点を当てて研究を進めるこ

ととした。 

 そして、「人間の安全保障」の国際的推進の役目を担う主体また、その具体的な対応策

を調査、研究し、外務省に「人間の安全保障」を実践レベルで推進するための政策提言を

行うことを目的として研究を行った。 

 

 

第 3 章 研究の手法 

 本章においては、第 2 章で示した問題意識のもと、「人間の安全保障」が直面する課題

を明確にした上で政策提言するべく、主に文献調査とヒアリング調査を用いて研究を進め

ることとした。以下では簡潔にそれぞれについて具体内容を記したい。 

 

第 1 節 文献調査 
 文献調査は、ワークショップの研究にとって必須でありかつ提言の基礎を作る上でも軽

視出来ない要素であった。特に、国連総会決議と事務総長報告については原文を参照し、

決議に盛り込まれている内容を確認する作業を要した。この詳細については、本稿の第 2

 
7  Akiko Fukushima, “Covid-19 is a Human Security Crisis,” (2020). 
https://www.eastasiaforum.org/2020/04/16/covid-19-is-a-human-security-crisis/ (Accessed: 6th Jan 2021). 
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部第 2 章において取り上げたい。また、「人間の安全保障」がたどってきた歴史的経緯と

その変容については書籍、既出の論文を参考にしたところである。 

 

第 2 節 ヒアリング調査 
 まず、前期（4 月〜9 月）には、主に、「人間の安全保障」を研究している研究者や、世

界各地の現場で「人間の安全保障」の実践を行っている援助実施機関である、独立行政法

人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency: JICA）にヒアリングを実施し、

「人間安全保障」について基礎的な知識を獲得するとともに、この概念の全体像を俯瞰す

ることを狙いとした。 

 後期（9 月〜12 月）には、研究者や有識者に引き続きヒアリング調査を実施するととも

に、国連において実際に「人間の安全保障」の推進に携わってきた元国連大使など、「人

間の安全保障基金」などを通じて「人間の安全保障」のプロジェクトを実施している国際

機関の駐日代表などにも話を伺うことで、実際の国連における動きを詳細に調査すること

を目指した。そして、NGO や公益財団法人といった機関において、「人間の安全保障」ま

たはそれに近い理念を共有した活動を実施している主体にもアプローチし、より現場に近

い声を汲み取ることに注力した。 

 また、ワークショップ C では例年海外調査を実施しているが、2020 年度は COVID-19 の

ため実現できないこととなったため、代替の手法によって海外の関係機関と連絡を取りイ

ンタビューをすることで、研究の一助とした。 

 海外調査は叶わなかったものの、ヒアリング調査を受け入れてくれる駐日大使館を訪問

し、大使や外交官から聴取した。これらの大使館は本国とも連絡を取り、本国の情報を提

供しながらヒアリングに対応してくれた。ヒアリング調査については、時間的・予算的な

制約もあったため、唯一多国間の枠組みとして存在する「人間の安全保障ネットワーク」

に参加している国を中心に調査協力を依頼することとした。ヨーロッパからはノルウェー、

スウェーデン、スイス、スロベニアを、中南米からはチリ、パナマを、そしてアジアから

はタイにヒアリング調査の協力依頼をした。スウェーデンについては相手方の都合上調査

を実現することは叶わなかったが、「人間の安全保障」に関連する資料を提供していただ

いた。ノルウェー、スロベニア、パナマ、タイについては大使館を訪問し、インタビュー

を実施した。スイス（在日大使館）、チリ（駐日大使館、外務省）についてはオンライン

で同様の調査を実施した。 

 また、ニューヨークの国連本部で「国連の人間の安全保障信託基金」（以下、「人間の

安全保障基金」という）を所管している「人間の安全保障ユニット」にもヒアリング調査

を依頼し、国連の「人間の安全保障基金」の運営状況や抱えている問題について話を伺い、

提言を最終的に構築する上で貴重な意見を頂戴した。 
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 「人間の安全保障ユニット」とチリ駐日大使館・外務省については、COVID-19 の制約

によるオンラインという形式を逆手に取り、1 万キロ以上の距離、14 時間の時差を乗り越

え、ヒアリングを実施した。 

 さらに、2020年は国連の創設から 75周年であり、「人間の安全保障」に関連したシンポ

ジウムが日本国内でも開催されていた。それらについてもオンラインで積極的に出席、聴

講し、登壇するパネリストに質問をするなどして、ヒアリング調査と合わせて見聞を広め

てきた。その中で得られた情報や知見は、政策提言を作っていく上でヒントとなるものも

多く、シンポジウムという場も研究の進行に大変有益な機会であった。  
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第 2 部 「人間の安全保障」とは 
 第 2 部では、以下 2 章にわたって「人間の安全保障」について説明する。「人間の安全

保障」がどのような経緯で誕生し今に至るのか、国連におけるマイルストーンともなった

重要な総会決議文書や事務総長報告などをも参考にその歴史的経緯を辿ることとしたい。 

 

第 1 章 「人間の安全保障」の概要 
 

第 1 節 「人間の安全保障」の誕生経緯とその解釈 
 冷戦終結後、国家間戦争にとどまらず民族浄化やテロ、環境破壊、自然災害、感染症な

どの脅威が国境を超え人々に深刻な影響をもたらしている
8
。 

 国際社会において、「人間の安全保障」という概念を初めて取り上げたのは、UNDP の

「人間開発報告書 1994」である
9
。この報告書の中で UNDP は、伝統的な国家の安全保障

の枠内に入らない、自然災害や貧困などによって多くの人々が犠牲になっていることを強

調し、「いまこそ、国家の安全保障という狭義の概念から、『人間の安全保障』という包

括的な概念に移行すべきときである」とした
10
。同報告書では、「人間の安全保障」を飢

餓や疫病などの恒常的な脅威からの安全の確保と、日常の生活から断絶されることからの

保護の二点を含む包括的な概念であるとしている。また、21 世紀を目前に開発を進めるに

当たって、個人の生命と尊厳を重視することが重要であると指摘している。 

 この UNDPの報告書が提出された後、1994年にはルワンダにおける大虐殺、1995年には

ボスニア・ヘルツェゴビナのスレブレニッツアの大虐殺が起こる。民族紛争の中で、多数

の人々が虐殺され、国際社会はこうした犠牲をどう防ぎ、命を守るかという課題に立ち向

かうことになった。「人間の安全保障」というコンセプトに注目し、外交の柱に据えよう

とした国が日本とカナダである。 

 

 
8 外務省「人間の安全保障－分野をめぐる国際潮流」 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/index.html （最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
9 国連開発計画『人間開発報告書 1994』（国際協力出版会、1994 年）。 
10 同上、24 頁。 
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図 1：「人間の安全保障」の流れ 

出典：以下を参考に当ワークショップで作成 

東大作・峯陽一「人間の安全保障の理論的なフレームワークと平和構築」 

東大作編『人間の安全保障と平和構築』（日本評論社、2017 年）6頁。 

 

 カナダの自由党政権は、「人間の安全保障」というコンセプトに注目しつつ、ルワンダ

やスレブレニッツアのような虐殺をどう防ぐのか、そのとき国際社会は当該国家の反対を

乗り越えて軍事介入をしてもよいのか、という点に絞り検討を始めた
11
。その後、ガレ

ス・エバンズ元オーストラリア外務大臣を共同議長とする 12 人の専門家による「介入と国

家主権に関する国際委員会（International Commission on Intervention and State Sovereignty: 

ICISS）」が発足し、2001 年に出した報告書で「保護する責任」の概念を提示するに至っ

ている
12
。 

 他方で日本では、元国連高等難民弁務官緒方貞子氏が「人間の安全保障」を訴えていた

ことや、当時の小渕恵三総理大臣がこのコンセプトを日本の外交の指針に据えた 1 人であ

ったことなどを受けて、「人間の安全保障」を日本外交の 1 つの柱に据える動きが始まっ

た
13
。 

 
11 東大作、峯陽一「人間の安全保障の理論的なフレームワークと平和構築」東大作編著『人間の安全保障

と平和構築』（日本評論社、2017 年）7 頁。 
12 International Commission on Intervention and State Sovereignty (ICISS), The Responsibility to Protect: Report of 
the International Commission on Intervention and State Sovereignty (Ottawa: International Development Research 
Centre, 2001). 
13 東、峯「前掲（注 11）」7 頁。 
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 カナダは、虐殺や民族浄化など武力紛争による人々の犠牲を防ぐことを最優先課題とし、

「恐怖からの自由」を優先した「人間の安全保障」に力点を置いた
14
。他方で、日本のア

プローチは 1998 年の小渕総理の演説にあるように「人間の生存、生活、尊厳を脅かすあら

ゆる種類の脅威を包括的に捉え、これらに対する取組を強化するという考え方」である。

そのため、カナダの「人間の安全保障」の定義を狭義とし、日本の「人間の安全保障」の

定義を広義とすることもある
15
。 

 狭義の解釈では、「恐怖からの自由」を重視する。紛争下にいる人々の安全を確保する

ことを目指し、その手段として人道的介入を是とする。なお、人道的介入には武力行使を

含む点が特徴である。狭義の定義では、紛争のほか、大量虐殺や民族浄化、テロ、人権蹂

躙などを脅威とみなす
16
。 

 一方、広義の解釈は、「恐怖からの自由」だけでなく「欠乏からの自由」と「尊厳を持

って生きる自由」も重視し、脅威を幅広く捉える。したがって、紛争だけでなく、貧困、

自然災害、感染症、難民・国内避難民の発生、人身売買などを脅威として認識するのであ

る。こうした幅広い脅威に保護と能力強化を用いて対応するのが広義の「人間の安全保障」

概念であり、広義の定義は、狭義のそれをも多くを内包するが、脅威への対応の手段とし

て人道的介入を用いない点、武力行使をしない点で異なると言える
17
。 

 2000 年 9 月の国連ミレニアム・サミットにおいて、アナン国連事務総長（当時）は、「恐

怖からの自由、欠乏からの自由」との言葉を用いて報告を行い、人々を襲う地球規模の

様々な課題にいかに対処すべきかについて論じた
18
。同国連事務総長の報告を受けて、同

サミットで演説した森喜朗総理大臣（当時）は日本が「人間の安全保障」を外交の柱に据

えることを有識者から構成される「人間の安全保障委員会（Commission on Human 

Security）」の発足を宣言し、同委員会が創設されたのである
19
。  

 「人間の安全保障委員会」は「人間の安全保障」の考え方を深めるとともに、国際社会

にとって具体的な行動の指針となるような提言を出すことを目的としており
20
、会合や分

野別研究などを経て、2003 年 5 月にアナン国連事務総長（当時）に報告書を提出している

21
。同報告書では、安全保障の焦点を国家のみを対象とするものから人々を含むものへと

 
14 福島安紀子『人間の安全保障 グローバル化する多様な脅威と政策フレームワーク』（千倉書房、2010
年）127 頁。 
15 福島安紀子「いま新たに『人間の安全保障』を考える : 「人間の安全保障」は 21 世紀のグローバル・ガ

ヴァナンスの理念になるか」『慶応法学』第 8 号（2007 年）9 頁。 
16 同上、13 頁。 
17 福島「前掲（注 15）」9-11 頁。 
18 国連広報センター「コフィー・アナン国連事務総長「ミレニアム報告書」要旨」

https://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/1435/（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
19 外務省「国連ミレニアム・サミットにおける森総理演説」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/ems_0907.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
20 外務省「 [ODA] 重点政策・分野別政策 人間の安全保障委員会」 
 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/ah_iinkai.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
21 Commission on Human Security, “Human Security Now.” (2003). 
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拡大する必要があり、人々の安全を確保するためには包括的かつ統合された取組みが必要

であることが強調されている
22
。また、同報告書では「人間の安全保障」は「人間の生に

とってかけがえのない中枢部分を守り、すべての人の自由と可能性を実現すること」と定

義され、人々の生存・生活・尊厳を確保するため、人々の「保護（Protection）」と「能力

強化（Empowerment）」のための戦略の必要性が訴えられた。 

 

第 2 節 「人間の安全保障」に関する成果文書とその共通理解 
 「人間の安全保障」をめぐっては、広義か狭義かの解釈論争が展開されてきたが、以下

の国連文書にて、国連加盟国間の合意が形成されている。 

2005 年の世界サミット（2005 World Summit）の成果文書（A/RES/60/1）では、狭義の解釈

で論じられていた人道的介入などの点について明確に区別し、「人間の安全保障」につい

ては、以下のように合意した
23
。 

 

【成果文書（A/RES/60/1） パラグラフ 143】 

人間の安全保障 

143. 我々は、人々が、自由に、かつ尊厳を持って、貧困と絶望から解き放たれて生 

        きる権利を強調する。我々は、全ての個人、特に脆弱な人々が、全ての権利を 

        享受し、人間としての潜在力を十分に発展させるために、平等な機会を持ち、 

        恐怖からの自由と欠乏からの自由を得る権利を有していることを認識する。こ 

        のため、我々は、総会において人間の安全保障の概念について討議し、定義付 

        けを行うことにコミットする。  

 

 このパラグラフにおける記述から読み取れるのは、「3 つの自由」、すなわち「恐怖か

らの自由」、「欠乏からの自由」、「尊厳を持って生きる自由」が国連において認識され

たということである
24
。また「人間の安全保障」の概念について討議していくことにコミ

ットする旨文言が盛り込まれ、「人間の安全保障」を引き続き議論していくことも国連加

盟国の合意として担保された。 

 その後、上記のサミット合意文書の「総会において人間の安全保障の概念について討議

し、定義付けを行うことにコミットする」を受けて、国連加盟国が継続的に議論し、2010

年と 2012 年の 2 つの国連総会決議へとつながっていく。実際、国連加盟国間では 2006 年

以降人間の安全保障フレンズ会合などを得て、「人間の安全保障」の概念について、活発

 
22 Ibid., p.4. 
23 外務省『2005 年世界サミット成果文書（仮訳）』（2005 年）32 頁。 
24 なお、同成果文書において、「人間の安全保障」と対照に、「保護する責任」については別パラグラフ

（パラグラフ 138、139、140）で扱われている。 
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な議論がなされた。そして、2010 年 7 月に「人間の安全保障」に関する国連総会決議

（A/RES/64/291）が採択された。 

  

 同決議の内容は以下の通りである
25
。 

 

   2005 年世界サミット成果文書、とくに 143項を想起し、 

1．事務総長報告書に関するものを含み、加盟国によって提示された人間の安全保  

   障の考えに関する異なった見解についての、総会議長によって構成された、 

      2010 年 5 月 20 日および 21 日の最初の正式討議に留意し； 

2．また人間の安全保障の考えを定義づける継続した取組に留意し、総会において 

      討議を継続しまたその定義に関して合意に達する必要性を確認し；  

3．事務総長に対して、人間の安全保障の可能な定義を含む、その考えについて加 

      盟国の見解を調査し、また第 66 会期において総会に対して報告書を提出するこ 

      とを要請し；    

4．人間の安全保障の考えについての審議を継続することを決定する。  

 

 同決議においては、「人間の安全保障」の定義、概念などについて合意を得ることはで

きず、2005 年の世界サミット成果文書の合意と同様に、総会において「人間の安全保障」

の考えについて審議を継続することを決定したのに加えて、新しい要素として、国連事務

総長に対して国連総会に報告書を提出することについて合意を得た。 

 また 2012 年 4 月には国連事務総長報告（A/66/763）が発表され、同報告において、加盟

国の見解を基に共通理解を提示するとともに、人間の安全保障の適用により国連の取組に

付加価値をもたらす分野（気候変動、平和構築、ミレニアム開発目標（MDGs）、保健な

ど）を提示した。同年6月の国連総会の公式討論を経て、同年9月には「人間の安全保障」

に関する国連総会決議（A/RES/66/290）がコンセンサスで採択された。ここに初めて、

「人間の安全保障」の概念に関する共通理解について、国連加盟国間において合意が形成

された。 

 同決議で合意した共通理解は以下の通りである
26
。 

 

 人間の安全保障は、加盟国が人々の生存、生計及び尊厳に対する広範かつ分野横

断的な課題を特定し対処することを補助するアプローチであることに合意する。こ

れに基づき、人間の安全保障の概念に関する共通理解は、以下の通りである。 

 

 
25 国際連合広報センター『人間の安全保障－総会決議（A/RES/64/291）』（2010 年）。 
26 外務省『人間の安全保障に関する国連総会決議（仮訳）（A/RES/66/290）』（2012 年）。 
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（a）人々が自由と尊厳の内に生存し、貧困と絶望から免れて生きる権利。すべて 

          の人々、特に脆弱な人々は、すべての権利を享受し彼らの持つ人間としての 

          可能性を開花させる機会を平等に有し、恐怖からの自由と欠乏からの自由を 

          享受する権利を有すること。 

（b）人間の安全保障は、すべての人々及びコミュニティの保護と能力強化に資す 

          る、人間中心の、包括的で、文脈に応じた、予防的な対応を求めるものであ 

          ること。 

（c）人間の安全保障は、平和、開発及び人権の相互連関性を認識し、市民的、政 

          治的、経済的、社会的及び文化的権利を等しく考慮に入れるものであること。 

（d）人間の安全保障の概念は保護する責任及びその履行とは異なること。 

（e）人間の安全保障は武力による威嚇若しくは武力行使又は強制措置を求めるも 

          のではないこと。人間の安全保障は国家の安全保障を代替するものではない 

          こと。 

（f）人間の安全保障は国家のオーナーシップに基づくものであること。人間の安 

         全保障に関する政治的、経済的、社会的及び文化的な状況は、国家間及び国 

         内並びに時代によって大きく異なることから、人間の安全保障は地域の実情 

         に即した国家による対応を強化するものであること。 

（g）政府は市民の生存、生計及び尊厳を確保する一義的な役割及び責任を有する 

          こと。国際社会は政府の求めに応じ、現在及び将来の危機に対処する政府の 

          能力の強化に必要な支援を提供し補完する役割を担うこと。人間の安全保障 

          は、政府、国際機関及び地域機関並びに市民社会の更なる協調とパートナー 

          シップを求めるものであること。 

（h）人間の安全保障は、国家主権の尊重、領土保全及び本質上国家の国内管轄権 

          内にある事項への不干渉といった国連憲章の目的と理念を尊重して実践され 

          なければならないこと。人間の安全保障は国家に追加的な法的義務を課すも 

          のではないこと。 

 

 上記の共通理解には重要な要素が盛り込まれている。 

 サブパラグラフ（a）で、人間の安全保障が対象とする「恐怖からの自由」、「欠乏から

の自由」に加えて、「尊厳を持って生きる自由」についても言及し、（b）においては、

人間の安全保障の要である「保護」と「能力強化」、その特性である「人間中心」「包括

的」「文脈に応じた」「予防的な」という特性を挙げ、（c）においては、国連の 3 本柱、

「平和」、「開発」及び「人権」の全てに言及し、（d）で「人間の安全保障」は、これ

まで度々違いについて議論されていた「保護する責任及びその履行」とは異なることとし、
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明確に区別した。（e）では、国連憲章で禁止している「武力による威嚇」、「武力行使」、

「強制的措置」を求めるものではないことを明確にした。 

 そして（f）では、人間の安全保障は各国のオーナーシップに基づくものであり、その国

の意向に反して押しつけられるものではないことを明確にし、人間の安全保障が文脈に応

じて適用されるように、その国のコミュニティの実情を踏まえて、国が解決することを強

力に後押しするものであること、（g）は（f）のオーナーシップと同様に、各国政府が人

間の安全保障の確保のために第一義的な役割、責任を有し、国際社会が必要な支援を行う

としても、国際社会が一方的に支援することはできず、まずは当該政府の要請に基づかな

ければならないこと、そしてその支援は前述の各国政府が第一義的な役割を担うことを踏

まえ、あくまで補完する役割を担うにとどまることしている、さらに「人間の安全保障」

は政府、国際機関及び地域機関並びに市民社会の協調とパートナーシップを求めている。 

 （h）は、人間の安全保障の実践にあたっては、国連憲章の目的と理念を尊重すること、

すなわち、国家主権を尊重し、領土を保全し、内政不干渉の原則を守ることとしている。 

 また上記のパラグラフ 3 の共通理解に加えて、パラグラフ 4 において、開発、平和及び

人権の国連の 3 本柱であることを踏まえつつ、開発の重要性を踏まえて、人間の安全保障

を推進することは持続可能な開発と国際的に合意した開発目標の実現のために資すること、

また、パラグラフ 5、6 で「人間の安全保障基金」の貢献を加盟国が認識し、同基金の支援

をうけでプロジェクトを実施する場合、支援を受ける国の同意を得ることを前提としてい

る。 

 さらにパラグラフ 7 は、「人間の安全保障」に関する国連総会での議論を継続すること

を決定している。最後のパラグラフ 8 で、事務総長に関し、本決議の履行に関しフォロー

アップするために、報告書を作成して総会に提出すること、そして、その報告書の作成の

ために、本決議の履行状況、国際的、地域的、国内的な「人間の安全保障」の実践から得

られた教訓についての加盟国の見解を求めることとした。 

 長く続いている「人間の安全保障」をめぐる定義論争は決着がついてはいないが、「人間

の安全保障」の共通理解につき合意を得ることで、概念整理の段階から実践の段階に入っ

たと考えられる
27
。この点はパラグラフ 3（h）、パラグラフ 8 が実践について言及してい

ることからも示されている。 

 2012 年の同国連総会決議において、『「人間の安全保障」は、すべての人々及びコミュ

ニティの保護と能力強化に資する』とし、保護と能力強化が要となること、「能力強化」

とは、個人に加えて共同体や自治体の力を強めることである、人々に対する下からの「エ

ンパワメント」の要素があるとしている
28
。脅威に対応するにあたっては、個がその脅威

 
27 福島安紀子「国際共生の礎を築く「人間の安全保障」」黒澤満編『国際共生と広義の安全保障』（東信

堂、2017 年）110 頁。 
28 東、峯「前掲（注 11）」248 頁。 
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に対処する力を身に着ける必要がある。個々が持っている力を活かし、脅威に対処する強

化することは、その共同体、コミュニティの能力強化、エンパワメントにつながる。この

ように能力強化されたコミュニティは、脅威が降りかかっても、それに抵抗し、対処する

ことが可能となる。 

 上からの保護に対する、このような下からのエンパワメントについては、峯教授は、

「援助依存の長期化をできるだけ回避するとともに、援助者が被援助者の主体性を一義的

に尊重することが重要だという含意がある
29
。」と言い、他者からの支援に依存すること

が常態化することのないように、自助により問題を対処していく能力を強化していくこと

の重要性を述べている。 

 また、人々を取り巻く多様な脅威は複合的に絡み合っている。そのため、1 つの分野に

おける課題を解決するだけでは不十分であり、複数の分野における課題解決が必要である

ことを「人間の安全保障」は示している
30
。例えば、途上国では、保健衛生や医療システ

ムが未整備であることによって、感染症が蔓延しやすい。感染症が蔓延することで、労働

力が不足し、経済活動が打撃を受け、収入が得られず貧困に陥るという負の連鎖が発生す

る。感染症の他にも、貧困に陥る一因として、自然災害がある。自然災害によって途上国

において中心産業である農業は打撃を受け、人々の収入が減少する。また、国際市場では、

価格競争の激化によって産品をより安価に提供するため、途上国の人々は低賃金での労働

を余儀なくされることも一因である
31
。そして、こうした脅威に晒されやすいのが、難民

や子ども、女性、障害者などの弱い立場に置かれた人々であり、「人間の安全保障」はこ

うした複合的に絡み合った課題に対して、分野を超えた包括的なアプローチで対処するも

のである
32
。「人間の安全保障」のアプローチについては、第 4部 1章にて詳しく述べる。 

 

 

第 2 章 国際社会における「人間の安全保障」の歴史的経緯 
 

第 1 節 UNDP による「人間の安全保障」概念の提唱 
 「人間の安全保障」には 2つの成り立ちがあると言われている。1つ目は、ソ連崩壊によ

る東西対立の解消が先進国と途上国の対立に変わったことにより、国境の防衛を中心とし

た国家の安全保障の意義が相対的に低下したため、人に着目した安全保障の観点が求めら

 
29 峯陽一「東アジアにおける人間の安全保障 認識共同体を目指して」東大作編著『人間の安全保障と平

和構築』（日本評論社、2017 年）248 頁。 
30 長有紀枝『入門 人間の安全保障』（中公新書、2012 年）139 頁。 
31 同上、156-159 頁。 
32 UN Doc. A/64/701 (Follow-up to the outcome of the Millennium Summit, Human security, Report of the 
Secretary-General 2010.3.8).  
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れた、という流れである
33
。2つ目は、1990年代にユーゴスラビアなどの旧ソ連圏において

発生した人道危機や、ソマリアのような国家が国民を十分に保護できていない国家（破綻

国家）の登場、それに加えて麻薬、AIDS、テロリズム、環境破壊、核の拡散、そして貧困

などの一国の政府だけでは対応するのが困難な課題の登場に際して
34
、伝統的な国家安全

保障では解決が困難になり、これらの課題に対処するべく誕生したという流れである
35
。

このように国際情勢の変化とそれに伴う安全保障環境の変化が、世界がグローバル化する

1990 年代に顕著に見られた。これは相互依存が深化する国際社会で、世界のある場所で起

きた問題は国境で食い止めるのが難しくなったことを意味する
36
。こうした中、貧困の撲

滅など「持続可能な人間開発」を追求する UNDP によって、「人間開発報告書 1994」内で

「人間の安全保障」の概念が、21 世紀の社会に人間を取り巻く問題に対して大変革をもた

らす鍵になると考え、これを提唱するに至った
37
。 

 

第 2 節 「人間の安全保障委員会」による最終報告書 
 1990 年代後半には国連難民高等弁務官事務所（以下、UNHCR という）をはじめとした

国連機関や、日本やカナダをはじめとした一部の国家が「人間の安全保障」の重要性を唱

えた。中でも「欠乏からの自由」に軸を置く日本は、アジア通貨危機を契機に「人間の安

全保障」を柱に外交政策を進めるため、「人間の安全保障基金」を 1999 年に設立した。そ

の一方で、「恐怖からの自由」に軸を置くカナダは、1999 年に「対人地雷の使用、貯蔵、

生産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する対人地雷全面禁止条約（オタワ条約）」（以下、

対人地雷全面禁止条約とする）を発効し、それを契機に「人間の安全保障ネットワーク」

をノルウェー、オーストリアと設立した。カナダはその後、2000 年に政府を中心として

「介入と国家主権に関する国際委員会（ICISS）」を設置し、「人道的介入」について取り

上げた。そして、2001 年に同委員会は「恐怖からの自由」に焦点を絞った「保護する責任

（Responsibility to Protect: R2P）」を提唱した。他方、2000 年には国連ミレニアム・サミッ

トにおいて、「人間の安全保障」の考え方を深めるとともに、国際社会にとって具体的な

行動の指針となるような提言を出すことを目的とし、緒方氏とケンブリッジ大学トリニテ

ィ・カレッジの経済学者アマルティア・センを共同議長とする「人間の安全保障委員会」

の設置が提唱された
38
。この委員会が 2003 年に提出した最終報告書では、「人間の安全保

障」は「恐怖からの自由」「欠乏からの自由」を包括する概念であり、最も脆弱な人々に

 
33 国連広報センター「前掲（注 14）」9-10 頁。 
34 UNDP『人間開発報告書 1994』（国際協力出版会、1994 年）2 頁。 
35 栗栖薫子「現段階の「人間の安全保障」」『国際問題』第 603 号（日本国際問題研究所、2011 年）5
頁。 
36 UNDP「前掲（注 34）」22 頁。 
37 UNDP「前掲（注 34）」22 頁。 
38 外務省「 [ODA] 重点政策・分野別政策 人間の安全保障委員会」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/ah_iinkai.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 20 日）。 
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対し、「保護（Protection）」と「能力強化（Empowerment）」を用いて分野横断的に対応

するものであるとされた
39
。この結論はそれまでカナダが積極的に行っていた「人間の安

全保障」と「保護する責任」を紐づける議論に、一応の答えを与えた。 

 

第 3 節 国際社会における「人間の安全保障」の形成 
 2005 年、世界サミットに際して、2003 年に「人間の安全保障委員会」によってまとめら

れた上記の「人間の安全保障」の概念に、コフィー・アナン国連事務総長（当時）が「尊

厳を持って生きる自由」を盛り込んだ。2005 年の世界サミットの成果文書作成にあたって

は「欠乏からの自由」、「恐怖からの自由」、そして「尊厳を持って生きる自由」から構

成される「人間の安全保障」についてコンセンサスを得た。この決議を踏まえて、日本は

2006 年から「人間の安全保障フレンズ」会合をメキシコと共同で主催した。これは「人間

の安全保障」に関心を持つ国の拡大を目的とした国連における非公式フォーラムであり、

2009 年までに計 7 回の会合が開催された。この会合は、第 1 回の参加国が 24 か国だったの

に対し、最も多い回には 90 を超える国が参加した。それまで「人間の安全保障」に対して

懐疑的な見方をしていた諸国に対しても、この概念を理解してもらうことに寄与したと言

えるだろう。また、国連における加盟国を中心とした動きに加えて、1999 年に日本が設立

に携わった「人間の安全保障基金」を中心に、国連教育科学文化機関（以下、UNESCO と

いう）などの国連機関でその考え方に基づく活動が行われた
40
。 

 以上のような、国連における積極的な普及活動の結果、2010 年に潘基文国連事務総長

（当時）による「人間の安全保障」に関する初の報告が提出された
41
。同報告ではこれま

での議論の総括と、国連におけるも紛争や気候、経済や保健などの分野で「人間の安全保

障」アプローチがどのように適用しうるかについて書かれている。また、今日の越境的な

問題に触れ、どのような対応が行われているのかについて言及した後、主流化のための議

論や「人間の安全保障基金」への資金援助を要請している。これをもとに、同年の国連総

会では「人間の安全保障」についての公式討議が行われた。一方で、討議の中では一部の

国家が「保護する責任」や内政不干渉をめぐって慎重な態度を見せた。結果としてこの年

の「人間の安全保障」に関する国連総会決議（A/RES/64/291）では「同概念につき議論を

継続」するという内容にとどまった
42
。 

 その後、「人間の安全保障」の内容を含む決議を改めて採択するため、日本はヨルダン

と共同で主導して決議案のとりまとめ役となり、引き続き懐疑派諸国の説得にあたった。

その間、国連では非公式のパネルディスカッションや討論会、セッションなどが開催され、

 
39 Commission on Human Security, supra note 21, p. 142. 
40 福島「前掲（注 14）」74-77 頁。 
41 UN Doc. supra note 32. 
42 外務省『2005 年世界サミット成果文書、人間の安全保障に関する 143 項のフォローアップ

（A/RES/64/291）』（2010 年）。 
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2012 年 4 月には「人間の安全保障」の概念の共通理解案を含む 2 つ目の事務総長報告

（A/66/763）が提出された。この事務総長報告では加盟国が表明した見解に基づき、より

具体的な「人間の安全保障」の共通理解の案が提示された
43
。そして 2012 年 9 月に、国連

総会で 193 か国の賛成を得て、「人間の安全保障」の概念について示された決議

（A/RES/66/290）が採択された
44
。「人間の安全保障」が世界サミットの成果文書で言及

される前後から 7 年に渡る国連での議論の中で、「保護する責任論」を基にした武力行使

や国家主権、内政不干渉原則など、一部の国家から挙げられた懸念をいかに解消するかが

主な争点だった
45
。2012 年に採択された国連総会決議（A/RES/66/290）では、「人間の安

全保障」は「保護する責任論」とは異なること、武力による威嚇又は行使を認めないこと、

そして「人間の安全保障」が国家のオーナーシップに基づくものであり、政府が国民の第

一義的な保護者であることが明記された。他にも国連総会での議論の継続や「人間の安全

保障基金」への自発的な拠出の検討をするよう要請した
46
。さらに、翌年の 2013 年には、

同総会決議で示された要請をもとに、各国が実践の経験から得た知見を事務総長に報告し

た。それを取りまとめたものが 3 つ目の事務総長報告（A/68/685）として提出された
47
。加

えて、同本報告では「人間の安全保障」の国連システムにおける主流化の推進やポスト

2015 年開発アジェンダの包括的枠組みとして検討すること、「人間の安全保障基金」への

財政的支援、そして事務総長に対する 2 年ごとの進捗状況の報告を要請した。 

 以上のような経緯を辿り、「人間の安全保障」は国連の全加盟国に一度は受け入れられ

たと言える。 

   

  

 
43 国連広報センター「人間の安全保障と国連」

https://www.unic.or.jp/activities/human_security/human_security_un/（最終閲覧日：2021 年 1 月 20 日）。 
44 UN Doc. supra note 4. 
45 栗栖「前掲（注 35）」10-11 頁。 
46 UN Doc. supra note 4. 
47 UN Doc. A/68/685 (Follow-up to General Assembly resolution 66/290 on human security 2013.12.23). 
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第 3 部 各主体による「人間の安全保障」の取組み 
 

第 1 章 国連において「人間の安全保障」に取り組む各主体 
 

第 1 節 「人間の安全保障基金」 
 

第 1 項 「人間の安全保障基金」の設立経緯・目的48 
 1998年 12月、小渕総理（当時）がハノイで行った政策演説において、「人間の安全保障

基金」の設立が発表された
49
。同基金は翌年 3月に国連に設置され、日本は設立に際して約

5億円を拠出した
50
。 

 「人間の安全保障基金」の目的は、現在の国際社会が直面する貧困・環境破壊・紛争・

地雷・難民問題・麻薬・HIV/AIDSを含む感染症など、多様な脅威に取り組む国際機関の活

動の中に「人間の安全保障」の考え方を反映させ、実際に人間の生存・生活・尊厳を確保

していくことである。より具体的には、「人間一人一人に焦点を当て、上記のような脅威

から人々を保護するとともに、脅威に対処できるよう人々の能力強化を図るプロジェクト

を支援すること」である
51
。これまで、100 か国以上で 260 以上のプロジェクトが実施され

た。外務省のホームページには、1999年から 2019年までに実施してきた「人間の安全保障

基金」による支援案件が掲載されている
52
。 

 「人間の安全保障基金」の拠出金額の現状を見ると、年々減少していることが分かる。

1999 年以降、同基金には日本、タイ、スロベニア、ギリシャ、メキシコ、マルタが拠出を

行ってきた
53
。日本は 1999 年の設立時に約 5億円を拠出し、2001 年にはこれまでで最大で

ある約 77億円の拠出を行った。2018年までの日本の累計拠出は約 469億円であり、ドナー

の中でその拠出率は 99％以上を占めている。これまでに日本以外の諸国も拠出を行ってき

 
48 第 1 項については、以下を参照した。 
外務省国際社会協力局多国間協力課『「人間の安全保障基金」パンフレット』(2007 年）5 頁 
49 外務省「アジアの明るい未来の創造に向けて」https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1216.html
（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
50 外務省国際社会協力局多国間協力課「前掲（注 48）」5 頁。 
51 同上。 
52 外務省「ODA（政府開発援助）「人間の安全保障基金」による支援案件」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/ah_list.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
53 外務省「（ODA）国連機関への拠出金・出資金等一覧表 − 国連人間の安全保障ユニット」。 
これは平成 27 年の資料をもとにしており、拠出国については、毎年度の同表に掲載されている。 
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たが、いずれも各年の 1％に満たない金額となっている。以下の表 1 は、1998 年から 2016

年までに日本政府が拠出した金額を示したものである
54 55 56。 

 

表 1：日本政府による「人間の安全保障基金」への拠出実績 

年度 拠出額 

1998 年 約 5億円（約 463万ドル） 

1999 年 
約 66億円（約 5,505万ドル） 

コソボ復興難民帰還及び東ティモール復興支援のための拠出 

2000 年 約 40億円（約 3,828万ドル） 

2001 年 約 77億円（約 7,216万ドル） 

2002 年 約 40億円（約 3,279万ドル） 

2003 年 約 30億円（約 2,459万ドル） 

2004 年 約 30億円（約 2,727万ドル） 

2005 年 約 27億円（約 2,495万ドル） 

2006 年 約 20億円（約 1,802万ドル） 

2007 年 約 19億円（約 1,655万ドル） 

2008 年 約 18億円（約 1,614万ドル） 

2009 年 約 17億円（約 1,614万ドル） 

2010 年 約 12億円（約 1,317万ドル） 

2011 年 約 9億円（約 1,032万ドル） 

2012 年 約 8億円（約 1,001万ドル） 

2013 年 約 8億円（約 1,013万ドル） 

 
54 外務省「（ODA）実績「人間の安全保障」実績」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/statistic.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
55 United Nations Digital Library System, “Financial Statements and Schedule of Individual Trust Funds 2017,” 
(2017). https://digitallibrary.un.org/record/1644706?ln=en (Accessed: 17th Jan 2021). 
56 United Nations Alliance of Civilizations (UNAOC), “Financial Statements and Schedule of Individual Trust Funds 
2018,” (2018).  https://www.unaoc.org/resource/financial-statements-and-schedule-of-individual-trust-funds-2018/ 
(Accessed: 17th Jan 2021).  
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2014 年 約 8億円（約 857万ドル） 

2015 年 約 8億円（約 774万ドル） 

2016 年 約 8億円（約 710万ドル） 

2017 年 約 7億円（約 709万ドル） 

2018 年 約 7億円（約 677万ドル） 

 

第 2 項「人間の安全保障基金」におけるプロジェクト 
 2018年 8月 13日に「人間の安全保障基金」の支援が決定された、「モロッコにおける児

童・若者層の難民及び移民に対する保護とエンパワメント」のプロジェクトを紹介する
57
。

同プロジェクトは約 200 米ドルの資金提供によって実施される。モロッコは地中海を渡航

する難民・移民の経由地となっており、特に難民・移民の中でも保護者を伴わない子供達

は、生命・生活・尊厳の維持という観点で困難に直面している。これらの子供達は、主に

マリ、ナイジェリア、ギニア、コートジボワール、カメルーン及びコンゴ民主共和国出身

であり、言語の問題により教育を受けることができないほか、人身取引や差別の対象とな

る危険に晒されている状況にある。本プロジェクトでは、これら子供達に対する支援を念

頭に置き、3 か年の事業により、①受け入れコミュニティにおける啓発活動（メディアや

学校を通じた広報や各種啓発イベントの実施、移民分野の主要な現地機関を対象とした能

力強化プログラムなど）、②保護を必要とする子供達の特定のための制度構築（保護に関

する関係省庁及びNGOへの技術的助言、コミュニティレベルでの子供達の保護システム強

化など）、③主要な政府及び NGO と連携した社会保護サービスの提供（シェルターの提

供、教育支援、職業訓練など）を行う。プロジェクトの実施にあたり、難民の受け入れ、

子ども達に対する支援や移住に対する支援を行うことから、それぞれの分野における国際

機関である UNHCR、国連児童基金（以下、UNICEF という）及び国際移住機関（IOM）が

連携して共同で取り組むことになっている。そうすることにより、プロジェクトを通して、

モロッコにおける難民・移民の子供達に対する「人間の安全保障」が推進されることが期

待される。 

 このように「人間の安全保障基金」は、これまで様々な地域でプロジェクトへの資金提

供してきた。 

 
57 外務省「ODA（政府開発援助）モロッコにおける児童・若年層の難民及び移民に対する保護とエンパワ

メント」https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunyabetsu/bunya/page22_000992.html（最終閲覧日：2021 年

1 月 16 日）。 
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第 3 項 「人間の安全保障基金」のガイドライン 
 「人間の安全保障基金」が支援するプロジェクトは、ガイドラインに沿って、審査され

ている。ガイドラインは、これまで 9 回改訂され、2016 年に発行されたものが現行版とな

る
58
。以下、ガイドラインに記されている内容を一部抜粋して説明する。 

 「人間の安全保障基金」が支援するプロジェクトは、以下の 2 種類に対して資金提供を

行うことになっている。 

 

A）ガイドラインの第 IV.1項及び、第 IV.3項に規定された主要な資金調達基準を満 

    たすことで、「人間の安全保障」アプローチの主流化と運用上の影響力の向上 

       を図るプログラム 。 

B）「人間の安全保障」アプローチとその利用について、ガイドラインの第 IV.2項 

       及び第 IV.3項に規定されている主要な資金調達基準を満たすことにより、世界 

       的な認知度を高めるプログラム。 

 

 A）で書かれているガイドライン第 IV.1項及び、第 IV.3項に規定された主要な資金調達

基準とは、以下のことを指している
59
。 

 

 第 IV.1. 「人間の安全保障」アプローチの主流化と運用上の効果を高めるための

プログラムについて。 

 申請する組織は、『人間の安全保障ハンドブック』に記載されているツールを活

用し、以下の基準を満たすことが求められる。 

 

a）国連の活動、特に地域・国レベルで、「人間の安全保障」アプローチの統合と 

      主流化を推進すること。  

b）地元、国内、国際的な利害関係者とのパートナーシップを構築し、プログラム 

      活動の範囲を拡大し、現行のプログラムを超えて「人間の安全保障」アプロー 

      チの支援と複製（類似案件などの形成）を拡大することを推進すること。 

c）他の資金源を通じて、他の国や地域でも再現可能な触媒的な性質を持つこと。 

d）生存、生計、尊厳が脅かされている脆弱な人々やコミュニティに、具体的かつ 

      持続可能な便益を提供すること。 

e）「人間の安全保障」のアプローチのうち、人々を中心とした、包括的、文脈に 

      応じた、予防的な側面を考慮した、多分野にまたがる統合的な対応を推進する 

 
58  UNTFHS, “United Nations Trust Fund for Human Security Guidelines 9th Revision,” (2016), p. 3. (Accessed: 
16th Jan 2021). 
59 Ibid., p. 4-6. (Accessed: 16th Jan 2021).  
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      こと。 

f）「人間の安全保障」のアプローチの前述の 4原則に基づき、トップダウンでの 

      保護とボトムアップでのエンパワメントの両方を包括的に含む「保護とエンパ 

      ワメント」の枠組みを実施すること。  

g）市民社会団体やNGOなどの現地主体との連携を促進し、その実施を促すこと。 

h）プログラムの実施効果を高めるために、申請機関の比較優位性に基づく省庁間 

      協力を推進すること。 

i）現在軽視されている人間の非安全・非安心の分野に焦点を当て、既存のプログ 

     ラムや活動との重複を避けること。 

j）特に地域、国家、地域レベルでの「人間の安全保障」アプローチの推進のため 

     に特別に指定された要素を含むこと。 

k）プログラムの設計と実施において、障害者のニーズに特別な注意を払うこと。 

 

 第 IV.3「人間の安全保障基金」は、以下を対象としないこととする。 

  

a）「人間の安全保障」アプローチを主流化する具体的な計画が示されておらず、 

      プログラムの期間を超えてアプローチを適用していない単独のプログラム。 

b）「人間の安全保障」アプローチを適用していない既存のイニシアティブのため 

      の資金のギャップを埋めるための資金の要請。 

c）単独での調査・データ収集のための資金の要請 。 

d）コミュニティレベルでの自立性を確保できない緊急支援のための資金を要請す 

      ること。 

e）予算のかなりの部分が、公式/国連職員の旅費や会議サービスに充てられている 

      場合。 

f）予算のかなりの部分が、機関の経常経費や人件費をカバーしている場合。 

g）大規模なインフラ計画の費用を賄うための資金の要請。（対象となる人々が建 

      設作業を行い、建設作業にかかる費用が予算総額の 30％を超えない場合には、 

      小規模なインフラの建設にも資金を提供することができる。） 

h）大規模なマイクロクレジット及び/または助成金制度の資金調達。 

i）申請する国連機関が実質的に関与することなく、国連以外の機関が実施するプ 

     ログラムの場合。  

j）個人及び国連以外の組織が提出するもの。  

k）「人間の安全保障ユニット」が直接関与することなく計画された普及 

      プログラム。 
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 このように、ガイドライン上では詳細にプロジェクトの資金調達などの基準や規定が明

記されている。「人間の安全保障基金」が資金提供を行う、A）のものは、上記のガイド

ライン第 IV.1 及び、第 IV.3 を満たしたものでなければならない。また、プロジェクトが

「人間の安全保障」の世界的認知度を高めるために、ガイドラインの第 IV.2項及び第 IV.3

項を満たす必要があると、B）では明記されている。ガイドラインの第 IV.2 項については

以下の通りである
60
。 

 

 第 IV.2. 「人間の安全保障」のアプローチとその利用方法について、あらゆるレ

ベルで意識を高めるためのプログラム について。 

 「人間の安全保障」のアプローチとその利用方法について、あらゆるレベル（国

内、地域、国際）での認識を広げるためのプログラムを開発するにあたり、申請す

る組織は、以下の基準を満たすことが求められる。 

 

A）「人間の安全保障」アプローチの適用を促進し、容易にするために、以下の基 

       準を満たすことが求められる。  

ⅰ  ）非政府系国際フォーラムにおけるアウトリーチの強化 。  

ⅱ ）地域機関との協力の強化。 

ⅲ）市民社会・非政府アクターとの連携の強化。 

B） 政府、政府間機関、国連システム、地域機関、市民社会、非政府アクターを 

    含む国際社会が、「人間の安全保障」アプローチを通じた特定の課題に対処す 

       るための具体的かつ行動指向のイニシアティブの策定に貢献すること。 

        「人間の安全保障」アプローチの世界的な認知度の向上とその利用を目的と 

       したプログラムは、「人間の安全保障ユニット」の直接の関与を得て計画され 

       なければならない。このようなプログラムは、人間の安全保障政策、プログラ 

       ム、活動を策定・実施し、脆弱な人々やコミュニティの生存、生計、尊厳に具 

       体的な利益をもたらすためのパートナー機関の能力を強化するものでなければ 

       ならない。 

 

 第 IV.2 項ではこのように記されており、「人間の安全保障基金」の目的である多様な脅

威に取り組む国際機関の活動の中に「人間の安全保障」の考え方を反映させるために、基

準が設けられている。 

 

 
60 Ibid., p. 5. (Accessed: 16th Jan 2021). 
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第 4 項 「人間の安全保障基金」の特性 
 「人間の安全保障基金」には大きく 3 つの特性がある。 

 1 つ目は、複数のドナーからの拠出によって運営される「マルチドナー信託基金」とい

う特性である。しかし、現状で述べた通り日本政府のみがドナーであり、その特性が活か

されていない。かつては、タイやスロベニアなどから拠出があったが、近年はそのような

動向は見られない。 

 2 つ目は、「人間の安全保障基金」からのシードマネーによる独自の「プール型ファン

ド」である。実施されるプロジェクトに対して「人間の安全保障基金」は原資として、シ

ードマネーという形でプロジェクトの実施機関に資金提供を行っている。プロジェクトの

実施機関のうち、プロポーザル（実施機関による提案書）の提出時に、決まっているリー

ドエージェンシー（国連機関）として主導して、各国政府や国際機関、民間セクターなど

へ共同出資を呼び掛けて必要な資金を確保し、プロジェクトが遂行されるような仕組みに

なっている。リードエージェンシーはプロジェクトの分野によって異なる。これは、「人

間の安全保障基金」の資金だけでなく、様々なドナーを呼び込んだ共同出資を用いて行う

ため、「人間の安全保障」のプロジェクトを広く知ってもらうことにもつながる。現在、

「人間の安全保障基金」が 1ドルをシードマネーとして資金提供した場合、約 1.6ドル以上

の共同出資が得られているということが高須幸雄人間の安全保障担当事務総長顧問へのヒ

アリングからわかった
61
。このような少ない資源で効果的にプロジェクトが実施されるよ

うな独自の「プール型ファンド」が取り入れられている。 

 3 つ目の特性は、2 つ以上の国際機関が連携してプロポーザルを作成し、プロジェクトを

行う「ジョイント・プログラム」である。以下の図 2 は「ジョイント・プログラム」に関

してその仕組みを示したものである。例えば、教育分野なら UNICEF、医療・保健分野な

ら世界保健機関（以下、WHO という）、開発援助分野なら UNDP といったように各国際

機関が連携してプロジェクトを実施する。感染症のプロジェクトであるならば、医療・保

健分野の国際機関である WHO がリードエージェンシーとなり、プロポーザルの段階から

WHOが中心となり連携してプロジェクトが進められる。同基金の申請には「ジョイント・

プログラム」として連携することが条件として求められているため、「人間の安全保障」

のアプローチを各分野における国際機関のノウハウやスキルを活かすことが可能となる。

そのため、課題に対して分野横断的かつ包括的に対処することもできる。 

 
61 高須幸雄元国連大使へのヒアリング（実施日：2020 年 10 月 13 日）。 



 

23 

 

 

 

図 2：「ジョイント・プログラム」の仕組み 

出典：「人間の安全保障基金」ガイドラインをもとに当ワークショップで作成 

  

 このように「人間の安全保障基金」は、少ないリソースでも効果的に運営できるような

仕組みを持ち、また、「人間の安全保障」に基づき保護から能力強化までシームレスなプ

ロジェクトが実施できるような魅力的な基金であると考える。 

 また、「人間の安全保障基金」の資金は、前項の同基金のガイドラインで説明した通り、

大きく 2 つの使途に配分されている。1 つはウィンドウ（Window）Ⅰと呼ばれ、「人間の安

全保障基金」のプロジェクトの実施に使われる資金枠である。2 つ目はウィンドウⅡと呼ば

れ、アドボカシーや政策形成の支援活動に用いられる資金枠である。 

 

第 5 項 「人間の安全保障ユニット」 
 

（1）「人間の安全保障ユニット」について 

「人間の安全保障基金」は、国連の「人間の安全保障ユニット」によって管理されている。

「人間の安全保障ユニット」の目的は大きく分けて 2つあり、1つ目は、国連に対して「人

間の安全保障」のアプローチを取り入れ、「人間の安全保障」のアプローチを国連システ

ムの中に統合し、国際機関の多数の複雑な課題への対処を強化していくことである。2 つ

目は、「人間の安全保障基金」の管理、アドボカシー活動及びアウトリーチ活動を組み合

わせることで、「人間の安全保障」のアプローチが具体的な成果を生むための中心的な役
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割を果たしている
62
。「人間の安全保障ユニット」へのヒアリングによると、「人間の安

全保障ユニット」は現在、6 人の職員で構成されており、内訳としては「人間の安全保障

基金」の管理者、広報担当者、会計責任者などが配置されている
63
。 

 

（2）ヒアリングで得られた知見  

 本ワークショップは、2020年 12月にオンラインで「人間の安全保障ユニット」に対して

ヒアリングを行った。「人間の安全保障ユニット」は 2015 年の頃から、シードマネーの提

供によってプロジェクトを実施する独自のプール型ファンドを始めた。「人間の安全保障

基金」による資金提供を通して活動を行うウィンドウⅠとは異なり、アドボカシー型のプロ

グラムであるウィンドウⅡも始めている。 

 「人間の安全保障基金」によって実施された支援案件を見ても分かる通り、拠出額の減

少に伴い、年々実施プロジェクト数も減少してきている。しかし、毎年プロジェクトの募

集を行うと、100 件以上ものプロジェクトが申請されている実態がある。つまり、「人間

の安全保障基金」によって実施されるプロジェクトには需要があると言える。 

 2030 アジェンダに謳われている「持続可能な開発目標（以下、SDGs という）」では、

資金調達の問題も同様にして挙げられている。しかしながら国連は民間セクターを巻き込

んだ資金調達に焦点をあてて課題解決に取り組んでいる。 

 「人間の安全保障基金」を通して支援する地域を選ぶためには、ドナーが、はじめから

支援したい地域に対して資金を提供する意を表することが求められる。 

 「人間の安全保障ユニット」によって実施されるプロジェクトは小規模なものもあるが、

複数の国際機関によって「人間の安全保障」のアプローチを活かしてコミュニティをエン

パワメントすることでリスクに対するレジリエンスを身に付けることが可能になるなど、

プロジェクトが普及すれば、その地域にもたらされる影響は非常に大きい。 

 現在「人間の安全保障ユニット」は積極的に情報発信をしようと試みている。実際 SNS

でも宣伝を行っており、COVID-19 に関しては動画を作成し、発信もしている。 

 

第 6 項 「人間の安全保障諮問委員会」 
 「人間の安全保障諮問委員会」は、国連事務総長が承認した最大 10 人までのメンバーで

構成され、「人間の安全保障ユニット」の活動に助言を行う独立した諮問グループである

64
。「人間の安全保障諮問委員会」は「人間の安全保障ユニット」に対して、具体的に

「人間の安全保障基金」のガイドラインの改訂に関する助言及び、実施されたプロジェク

 
62 The Human Security Unit, “Human Security Unit.” https://www.un.org/humansecurity/human-security-unit/.  
(Accessed: 20th Dec 2020). 
63 人間の安全保障ユニットへのヒアリング（実施日：2020 年 12 月 11 日）。 
64 The Human Security Unit, “Advisory Board on Human Security.” https://www.un.org/humansecurity/advisory-
board-on-hs/  (Accessed: 20th Dec 2020). 
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トの成果に関する評価を行っている。同諮問委員会の助言は、「人間の安全保障基金」の

運営のあり方に非常に大きな影響力を持っている。2015 年には、仙台防災枠組が採択され、

そのことを踏まえ翌年の「人間の安全保障基金」の募集対象プロジェクトは「人間の安全

保障諮問委員会」の助言に基づいて災害リスク軽減プロジェクトに焦点を当てたものとな

った。 

 同諮問委員会は、「人間の安全保障」に関係する幅広い分野に精通する専門家、実務家

から構成され、現在の 8 名である。「人間の安全保障」に長期間に携わっているノルウェ

ー元外相のクヌート・ボレベック氏が議長を務め、アヒム・シュタイナー国連開発計画

（UNDP）総裁、ヘンリエッタ・フォア国連児童基金（UNICEF）事務局長、ラテンアメリ

カにおいて低所得の女性たちにテクノロジー分野におけるキャリアを提供する社会起業家

のマリアナ・コスタ・チェカ氏、国連の SDGs ユニット担当課長、アフリカンリーダーシ

ップセンターの代表、そして日本からは、2010 年より国連の「人間の安全保障」における

事務総長特別顧問の高須幸雄氏、そして政策研究大学院大学学長の田中明彦氏がメンバー

として選ばれている
65
。 

 

第 2 節 多国間における枠組－「人間の安全保障ネットワーク」 
 「人間の安全保障ネットワーク」とは世界のあらゆる地域の志を同じくする国々が閣僚

会合を開催するなどして、「人間の安全保障」に関する問題について対話を続けているグ

ループである
66
。 

 「人間の安全保障ネットワーク」は、対人地雷の国際的な禁止を目指して、オーストリ

ア、ノルウェー、カナダの 3カ国が協力して 1999 年に設立された
67
。「人間の安全保障ネ

ットワーク」は「人間の安全保障」という概念を国内外の政策の特徴として、特に国連の

中において、学術界や市民社会と協力して普及させることを使命としている
68
。「人間の

安全保障ネットワーク」の加盟国について、現時点では、12 のメンバー国と 1 つのオブザ

ーバー国から構成されている。設立の際に中心となったオーストリア、ノルウェーとカナ

ダ、そして他には、チリ、コスタリカ、ギリシャ、アイルランド、ヨルダン、マリ、パナ

マ、スロベニア、スイス、タイ、またオブザーバーとして南アフリカが参加している。し

かし、カナダは 2011 年に脱退した。 

 
65 The Human Security Unit, “What’s New: 11 SEPTEMBER 2020: THE INAUGURAL MEETING OF THE NEW 
ADVISORY BOARD ON HUMAN SECURITY,” https://www.un.org/humansecurity/whats-new/  (Accessed: 20th 
Dec 2020). 
66 Environment & Development Resource Centre, “Human Security Network: Description,” 
https://actionguide.info/m/inits/26/#description  (Accessed: 20th Dec 2020). 
67 Austria Embassy Washington, “The Human Security Network,” https://www.austria.org/the-human-security-
network  (Accessed: 20th Dec 2020). 
68 Austria Embassy Washington, “The Human Security Network,” https://www.austria.org/the-human-security-
network  (Accessed: 20th Dec 2020). 
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 カナダが「人間の安全保障」を主張するうえで、「人間の安全保障」の 3 つの要素のう

ちの「恐怖からの自由」が優先されるべきであると強調した
69
。一方で、日本は、「人間

の安全保障ネットワーク」にはメンバーとして加盟していない。日本は「欠乏からの自由」

を重視し、「人間の安全保障基金」などを通じて、世界に対して支援を行っている。日本

による「人間の安全保障」の実践や、日本が主導していた「人間の安全保障フレンズ」は、

「人間の安全保障ネットワーク」と競合するものではない。むしろ、両グループは情報や

優れた実践を共有することで、補完的で支援的な役割を果たしている
70
。 

 「人間の安全保障ネットワーク」は活動の一環として、「人間の安全保障ネットワーク」

閣僚会議を開催していた。各国は、自国の関心のあるテーマに力を入れて取り込んでいる。

例えば、タイは HIV/AIDS、スロベニアは紛争下の児童保護、ギリシャは気候変動といっ

た具体的テーマを議論の対象として取り上げた
71
。一方で、「人間の安全保障ネットワー

ク」の加盟国であるタイへのヒアリングから、活動は「人間の安全保障ネットワーク」の

議長国のリーダーシップにもよるという意見を伺った
72
。実際 2018 年のパナマが議長を務

めて以来、新たに議長を務める国が出ておらず、現在、「人間の安全保障ネットワーク」

の活動が休止中であることが判明した。 

 「人間の安全保障ネットワーク」の活動の成果としては、例えば、対人地雷全面禁止条

約（オタワ条約）の採択による対人地雷の禁止実現、国際刑事裁判所ローマ規程採択のほ

か、子どもと武力紛争に関する国連安全保障理事会決議や女性と平和・安全保障に関する

国連安全保障理事会決議などの採択が挙げられる
73
。2005 年には大きな成果として、一般

市民の保護において、「保護する責任」が採択された。 

 このほか、小火器・軽火器の管理、国家を超えた組織犯罪との闘い、人間開発と「人間

の安全保障」、人権教育、HIV/AIDSとの闘い、国際人道法と人権法の実施ギャップへの対

応、紛争予防などの問題の解決に努力している
74
。 

 

 

 

 

 
69 栗栖「前掲（注 35）」6 頁。 
70 MOFA, “What the Friends of Human Security aim to achieve -Measure progress by change in the lives of people,” 
https://www.mofa.go.jp/policy/human_secu/state0705.html (Accessed: 5th Jan 2021). 
71 福島「前掲（注 14）」96 頁。 
72 在東京タイ王国大使館へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 25 日）。 
73 Center of international policy studies, “The Human Security Network, Fifteen Years On,” https://www.cips-
cepi.ca/2013/05/21/the-human-security-network-fifteen-years-on/（Accessed: 13th Dec 2020). 
74 Environment & Development Resource Centre, “Human Security Network Description,” 
https://actionguide.info/m/inits/26/#description（Accessed: 13th Dec 2020). 
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第 3 節 国際機関 
 

第 1 項 国連開発計画（UNDP） 
 

（1）UNDP の取組み  

 UNDP は「国連システムにおける技術協力活動の中核的資金供与機関」である
75
。

「UNDP 戦略計画 2018-2021」を策定しており
76
、「あらゆる形態と次元の貧困を根絶する

こと」、「持続可能な開発に向け、構造的改革を加速すること」、「災害や紛争などの危

機やショックへの対応力を強化構築すること」を開発の柱としている
77 78。そして、これ

らの達成のために「貧困の根絶」、「国家の仕組みの整備」、「災害や紛争などへの危機

対応能力強化」、「環境保全」、「安価なクリーン・エネルギーの普及」、「女性のエン

パワメントとジェンダーの普及」という 6 つの「シグネチャー・ソリューション」を提示

している
79 80。同戦略計画では、「人間の安全保障」が明記されており、災害や緊急事態

への回復力を構築するためには「人間の安全保障」の強化に向けた努力が必要であると述

べられている
81
。 

 前述の通り、UNDP の「人間開発報告書 1994」において国際社会で初めて「人間の安全

保障」を取り上げている
82
。現在流行中のCOVID-19に対しても、「人間の安全保障」の視

点を用いて対応している。UNDP は「備え（Prepare）、対応（Respond）、回復

（Recover）」の 3 つを同時に行うことによって、COVID-19 への国家による対応を支援し

ている。「備え（Prepare）」として、各国が必要としている医薬品の調達、デジタル技術

の利用、保健ワーカーの報酬の確保など、保健システムを強化するための支援を行ってい

る。「対応（Respond）」としては、ウイルスの拡散を抑え脆弱な人々を保護するため、

分野横断的に活動することで、政府全体と社会全体の対処を支援する。「回復（Recover）」

としては、各国が COVID-19 の社会的・経済的影響を評価し、特に貧困層や疎外されたグ

ループのための緊急復興対策の実施を支援している。 

 
75 外務省「国連開発計画（UNDP）」（2017 年）https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000281386.pdf（最終閲

覧日：2021 年 1 月 4 日）。 
76 UNDP, “UNDP Strategic Plan 2018-2021,” (2017). 
77 Ibid., p. 2. 
78 UNDP駐日代表事務所「UNDP の活動」https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/our-focus.html（最終

閲覧日：2021 年 1 月 4 日）。 
79 UNDP, supra note 76, para 36-41. 
80 UNDP「前掲（注 34）」。 
81 UNDP, supra note 76, para 38. 
82 外務省「人間の安全保障 分野をめぐる国際潮流」（2016 年 2 月 8 日） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/index.html （最終閲覧日：2020 年 12 月 18 日）。 



 

28 

 

 また、UNDP は「人間の安全保障基金」を活用したプロジェクトの最大の実施機関であ

り、日本政府と緊密に連携している
83
。以下、UNDPが「人間の安全保障基金」から資金提

供を受けて実施したプロジェクトとして、チャドにおけるプロジェクトとコソボにおける

プロジェクトを紹介する。 

 チャドの隣国スーダン（ダルフール）では石油を巡る紛争により人道危機が発生してい

た。チャドとダルフールとの国境は自然国境であり、アフリカに多くみられる直線の国境

ではない。そのため、人の往来が激しく難民が多く流入していた。中央アフリカやスーダ

ンでは、国境に沿って 17 の難民キャンプが存在し、約 40 万人の難民が発生した。難民が

流入したコミュニティでは、難民の受入れによる負担が大きく、コミュニティの崩壊が起

きていた。この時の課題として、チャドの警察や行政を運営する能力や資金がない中で、

脅威に晒される女性の難民をどうやって保護するかが挙げられた。そこで、UNDP をはじ

め、国連人口基金(以下、UNFPA という)、UNICEF、UNHCR などの国連機関が協力しジョ

イント・プログラムを計画し、「人間の安全保障基金」に申請し「人間の安全保障基金」

から承認を得た。同基金から約 3 億円の資金提供を受け、日用品の調達、職業訓練、法的

サポート、緊急事態における物資の備蓄などの支援を実施した
84
。 

 コソボでは、1999 年にコソボ紛争が発生した。コソボ住民の 95%はアルバニア人（イス

ラム系）であるにも関わらず、実効支配をしようとしていたのはセルビア人（キリスト系）

であったため、両者は対立した。コソボを独立させることはアルバニア人に国を渡すこと

になるため、セルビア人によるアルバニア人への迫害が発生し、民族浄化などが行われた。 

こうした状況から北大西洋条約機構（以下、NATO という）軍が投入され、コソボは安

保理決議 1244 に従って統治されることとなった
85
。その後、2008 年にコソボは独立したが、

独立国として機能していくことが厳しい状態であった。特に領土の一体性を確保する能力

は決して高くはなかったため、統治が及ばない地帯が生まれた。そうした統治の空白が生

まれた地域では、人々の尊厳を確保し恐怖や欠乏を取り除く能力を持つ行政機関が存在し

なかった。そこで「人間の安全保障」を提供することが必要となり、「人間の安全保障基

金」を活用し、現地の行政機関に代わり、UNDP、UNICEF、UNFPA、WHO、国連人権高

等弁務官事務所（OHCHR）などの国連諸機関が協力し、分野横断的なアプローチを採用

し
86
、職業訓練、経済開発計画、企業活動のための資金調達、保育園の設置、民族和解の

ための協議・対話の場の設置などを行った。特に、経済開発計画は、地元住民に計画を考

 
83 UNDP駐日代表事務所「人間の安全保障基金を通じての国際協力①－近藤哲生 UNDP駐日代表が語る」

（2014 年 2 月 20 日）https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/presscenter/articles/2014/02/20/-.html （最

終閲覧日：2020 年 12 月 18 日）。 
84 UNDP へのヒアリング（実施日：2020 年 7 月 7 日）。 
85 UN Doc. S/RES/1244 (Adopted by the Security Council at its 4011th meeting, on 10 June 1999). 
86 UN Trust Fund for Human Security, “Multi-sectoral initiative for community stabilization and improved human 
security in Mitrovicë/Kosovska Mitrovica North and South and Zvečan/Zveça.” 
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えてもらうことで、自分たちに何が必要かを考える機会を設けて
87
、コミュニティの保護

とエンパワメントに取り組んだ。 

 こうしたプロジェクトは、実際に現場で人々の生活の実態を把握し、どうすれば住民が

平和に繁栄を享受できるのかを話し合い、そのために必要なものを国際社会がどのように

提供するかを議論して計画・実行された。そして、こうしたプロセスを踏んだものが「人

間の安全保障」のプロジェクトである
88
。  

  

（2）ヒアリングから得られた知見 

 本ワークショップは、以下の通り 2020年 7月に UNDP駐日代表の近藤哲生氏へヒアリン

グを行った。 

 『「人間の安全保障」はある行動や政策の名称ではなく、人々の生活や命、尊厳、社会

的自己実現などがどれくらい達成できているか、できていないならば何が欠けているかを

突き止め、現場の実情に即した回答を提供するものであると考えている
89
。そして、こう

した一連のプロセスは、UNDP のコアビジネスであり、毎日行われている活動そのもので

あるという。UNDP のプロジェクトは、前述のチャドやコソボの事例のように、途上国の

ニーズによって構成されている。また、現地でのプロジェクトに携わる人のほとんどが現

地の人である。被援助者の本音を知り、地域の実情を的確に把握して対応できる点が

UNDP における「人間の安全保障」の強みである』という。また『途上国は政府の能力の

低さを指摘されることを嫌がる。そのため、ガバナンスに瑕疵があるため「人間の安全保

障」が達成されないということを、具体的な事例やデータに基づいて示すなど、伝え方に

工夫が必要である。また、その国の現地スタッフと連携することも重要である
90』と述べ

ていた。 

また、「人間の安全保障」の観点からプロジェクトの成果を評価すると、実践が定着し、

強靭なコミュニティを形成することができたなど、持続可能性（支援終了後も国家が自主

的に活動を継続すること）が重要となるとの説明があった
91
。 

 さらに、「人間の安全保障基金」を用いた「人間の安全保障」の取組みの強化について

は、『「人間の安全保障基金」から資金を確保する際には、国連機関が 2 つ以上連携する

という条件が付されている。「人間の安全保障」のプロジェクトが始まったことで、

UNDP 独自の成果を上げることよりも「人間の安全保障」達成のために各機関と協力して

成果を上げることで、UNDP 内での評価が高くなった』という。そして、その理由は、

『UNDP の行動指針に「人間の安全保障」の達成のために各機関と協力することが UNDP

 
87 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
88 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
89 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
90 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
91 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
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の至上命題であると記述されているからである。しかし、北欧諸国では、活動内容は同一

でも「人間の安全保障」が社会開発など別の言葉に置き換えられるため、語彙の面では苦

戦しているのが現状である
92』と述べている。 

 国連内の連携に関しては、国連は個人の能力や責任を重視する組織であるため、それぞ

れの国際機関が専門性を活かして仕事をする中で、放っておくと縦割りになってしまうこ

とが課題であった。国連の活動を調整し一体化させるために「国連常駐調整官（レジデン

ト・コーディネーター）」を設置し、各機関が協力して共通の目的のためにプロジェクト

を実施していくことが“Delivering as One”の一環として行われた
93
。 

 「人間の安全保障」が現場で実際どのように適用されているのかを検討するために、共

通の課題を持つ国の間でフォーラムを開催することで、世界に向けて「人間の安全保障」

のアプローチの有用性や成果を共有していくことが効果的ではないかという意見も頂いた

94
。 

 COVID-19が流行する中、日本は保健分野で注目されている。日本でのCOVID-19による

死者が少ない要因として、高水準の公衆衛生、高い教育レベル、などが挙げられる。『健

康な暮らしは「人間の安全保障」の基礎であるため、「人間の安全保障」を国際社会で推

進する際、日本は開発や保健医療分野で有益なものを国際社会へ提供することができるの

ではないかと期待している
95
。』とも同代表は述べていた。 

 

第 2 項 国連児童基金（UNICEF） 
 

（1）UNICEF の取組み 

 UNICEF は、あらゆる場所ですべての子どもの権利を保護するため、約 190 の国と地域

で活動を行う国際機関である
96
。 

 UNICEF は、当初、「人間の安全保障」を取り上げていなかったが、2000 年代からは

UNICEF 関係者による国連内外でのスピーチにおいて登場するようになった
97
。2000 年、

当時事務局長であったキャロル・ベラミー氏は、『国際的には、「人間の安全保障」、人

権、一般市民の福祉を、国際的な平和と安全保障のアジェンダに据えようという動きが加

速している』と述べており
98
、2003 年のスピーチでは、『貧困と無知が「人間の安全保障」

 
92 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
93 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
94 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
95 UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
96 UNICEF, “About UNICEF,” (2018). https://www.unicef.org/about-unicef  (Accessed: 18th Jan 2021). 
97 福島「前掲（注 14）」80-81 頁。 
98 UNICEF, “International Conference on War-Affected Chidren,” (2003). 
https://www.unicef.org/media/media_11847.html (Accessed: 7th Jan 2021). 
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を脅かす』と発言している
99
。同氏は、2004 年のスピーチでも『「人間の安全保障」が単

に戦争とテロがない状態を意味するわけではないことを思い出さなければならない。「人

間の安全保障」は子供がマラリアやはしかで亡くなることがなく、きれいな水と適切な衛

生設備を利用でき、家の近くに無料で教育を受けられる小学校があり、生活の質を向上さ

せる基盤があるということである。子どもたちに投資し、すべての子どもたちに適した世

界、つまり、すべての子どもたちが平和で、健康で、尊厳を持って大人になるまで成長で

きる場所をつくることを意味する』と発言している
100

。 

 現在では、「UNICEF 戦略計画（2018-2021）101
」では、『「人間の安全保障」の欠如は、

すべての子どもたちの権利の実現を損なう主要な要因の 1 つであり、この問題に取り組む』

ことが明記されている
102

。同計画では、すべての子どもたち、特に、最も恵まれない子ど

もたちの権利実現に貢献することを目指し、子ども達の権利実現のため、生存と発育、教

育、暴力・搾取からの保護、安全と衛生環境、機会の平等の 5 つの目標分野を設定してい

る
103

。 

 UNICEF の活動の特色は、権利ベースの活動であること、途上国のオーナーシップを確

保すること、最も脆弱な人々・コミュニティを支援すること、人道と開発の連携を取るこ

と、マルチセクターで対応することの 5 つである。こうした特徴から、UNICEF の活動は

「人間の安全保障」と親和性が高いとの説明があった
104

。 

 UNICEF には多くの政府が拠出する中、日本の拠出額は第 8 位で、中東北アフリカ、南

アジアなどに対して行われているものが多い。近年では、中東の湾岸諸国が UNICEF への

拠出を増加させている。その理由としては、経済発展により湾岸諸国がODAを開始してお

り、その一環として UNICEFへの拠出額を増額していることが挙げられる
105

。 

 また、UNICEF は日本政府と協力を図るために、外務省と政策協議を行っている。また、

援助現場では、現地の日本大使館と協力してプレスリリースを行い、また現地の日本大使

による現場視察、ODA で供与する物資には「日本」のラベルを付けるといった取組みによ

って、日本政府からの支援に対して UNICEF としてのビジビリティを確保している。日本

政府の他にも、JICAや NGO、企業ともタイアップしてプロジェクトを行っている
106

。 

 
99 UNICEF, “To the Arco Forum at Harvard’s Institute of Politics, John F. Kennedy School of Government,” (2003). 
https://www.unicef.org/media/media_9326.html (Accessed: 7th Jan 2021). 
100 UNICEF, “To the Arco Forum at Harvard’s Institute of Politics, John F. Kennedy School of Government,” (2003). 
https://www.unicef.org/media/media_9326.html (Accessed: 7th Jan 2021). 
101 UNICEF, supra note 76. 
102 UNICEF, supra note 76, p. 7, para 19. 
103 UNICEF, supra note 76, p. 8, para 22. 
104 UNICEF へのヒアリング（実施日：2020 年 10 月 20 日）。 
105 同上。 
106 同上。 
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 UNICEF も「人間の安全保障基金」を用いてプロジェクトを実施している。例えば、

2016年 10月、レバノンを対象に「脆弱な難民やホストコミュニティの居住環境の改善と経

済的エンパワメントによる人間の安全保障の推進」をするプロジェクトが同基金で承認さ

れ、実施されている。このプロジェクトは、国連人間居住計画（UN-HABITAT）、

UNICEF、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関（UN Women）が共

同で実施したものである。レバノン（トリポリ）では、パレスチナ難民とイラク難民、シ

リア難民の大量流入により、貧困率の上昇、経済機会の損失、基礎インフラの欠乏、感染

症などの拡大といった経済社会的影響を受けていた。特に、若者は過激派組織への加入が

懸念され、女性は暴力などの危険に晒されていた。こうした若者や女性に対して、行政機

関や現地NGOによる保護メカニズムの強化、職業訓練を行う。さらに、インフラの修繕や

公共サービスを提供し、職業訓練を受けた若者や女性が担うことで、雇用機会を創出する。

こうした保護と能力強化を行うことで、難民を受入れるコミュニティで高まる緊張を緩和

し、適切な居住環境を確保することを目指した。このプロジェクトによって、約 1 万人の

住居環境が改善されるとともに、難民を受入れるコミュニティにおける「人間の安全保障」

の推進が期待される
107

。 

  

（2）ヒアリングから得られた知見 

 2020 年 10 月、本ワークショップは、UNICEF東京事務所副代表を務める根本巳欧氏に以

下の通りヒアリングを行った。 

 UNICEFによる活動は「人間の安全保障」の概念と親和性が高い。UNICEFの概念が「人

間の安全保障」と親和性が高いからこそ、支援現場では、「人間の安全保障」という言葉

は使われなくとも、支援の結果として具現化されているという
108

。 

 UNICEF と日本政府のパートナーシップに関しては、政策協議を頻繁に行っているため、

活動の方向性は一致していると思われる。直近の政策協議では、現場での成功例や失敗例

について率直な議論が行われた。説明責任という観点からだけでなく、世界の潮流にも注

目し、どのような支援が求められているのかなども議論したほか、JICA や外務省との優良

事例の共有も行ったという
109

。今後「人間の安全保障」を推進する上では、「人間の安全

保障」に対して懐疑的である政府や、「人間の安全保障」に関心のなかった UNICEF の加

盟国政府へどのように呼びかけ、巻き込むかという点が重要ではないかという。実際に国

 
107 外務省「脆弱な難民やホストコミュニティの居住環境の改善と経済的エンパワメントによる人間の安

全保障の推進」https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunyabetsu/bunya/page22_000578.html（最終閲覧日：

2021 年 1 月 17 日）。 
108 UNICEF「前掲ヒアリング（注 104）」。 
109 UNICEF「前掲ヒアリング（注 104）」。 
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連の場においては、「人間の安全保障」に関心を持つ国々に対して UNICEF が具体例を紹

介している
110

。 

 資金調達に関しては、UNICEF は民間からの資金調達に関心の目を向けていたという。

UNICEF では、政府以外のアクターも巻き込むことを重要視しており、従来にはない新た

な資金調達方法を行い、世界銀行や地域的な開発銀行からの資金を活用している。さらに、

UNICEF の活動を政府に認識してもらい、成果を出すことが重要であるが、政府の理解が

なければさらなる支援に繋げることはできないという。UNICEF が資金調達において成功

している要因には、親善大使の活動が挙げられるが、他の機関も同様の取組みをしている

ため、より差別化していくことが必要である
111

。 

 

第 3 項 国連難民高等弁務官事務所（UNHCR） 
 

（1）UNHCR の取組み 

 UNHCR は、難民の保護と支援に取り組む国連機関である
112

。UNHCR では、1997 年と

1998 年の年次報告書において「人間の安全保障」を取り上げている。報告書では、避難民

は自由と安全保障が損なわれたために発生していること、経済、社会などの非軍事的な分

野も安全を脅かす脅威であることを述べている
113

。UNHCRの報告書には、UNDPが重視す

る開発の視点は盛り込んではおらず、人権問題に比重を置いた内容になっている
114

。 

 UNHCR が「人間の安全保障基金」を用いて実施したプロジェクトとしては、2019 年の

「和平合意後のコロンビアにおける人間の安全保障ビジネス・パートナーシップを通じた

恒久的解決の改善と平和構築」が挙げられる。このプロジェクトは、UNHCR と UNDP が

協働で実施した。コロンビアでは、2016 年に政府とゲリラ組織との間で和平合意が成立し

たものの、他武装勢力による支配が拡大したことで暴力や強制移動が発生している。これ

により、政府や地方組織の能力、経済に影響を及ぼしているほか、情勢悪化が続くベネズ

エラからの移民流入への対応が課題となっている。このプロジェクトでは、コロンビアの

中でも特に深刻な影響が出ている 5 都市で、コミュニティと地方都市の能力強化、民間セ

クターとの対話・関与の強化、経済の活性化を図るものである。具体的な支援としては、

マルチステークホルダーによるフォーラムの開催、ビジネス機会を特定するための分析、

生産者と買い手のマッチング、民間投資への誘致・強化などが実施される。このプロジェ

 
110 UNICEF「前掲ヒアリング（注 104）」。 
111 UNICEF「前掲ヒアリング（注 104）」。 
112 UNHCR「UNHCR とは？」https://www.unhcr.org/jp/history-of-unhcr（最終閲覧日：2021 年 1 月 7 日）。 
113 UNHCR, “The State of The World’s Refugees 1997: A Humanitarian Agenda,” (1997). 
https://www.unhcr.org/publications/sowr/4a4c72719/state-worlds-refugees-1997-humanitarian-
agenda.html#:~:text=The%20State%20of%20The%20World%E2%80%99s%20Refugees%201997%3A%20A,and%
20children%20were%20forced%20to%20abandon%20their%20homes (Accessed: 7th Jan 2021). 
114  福島「前掲（注 14）」80 頁。 
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クトにより、コロンビアの脆弱な人々の「人間の安全保障」が推進されることが期待され

る
115

。 

 

（2）ヒアリングから得られた知見 

 2020 年 10 月 27 日、本ワークショップは UNHCR駐日代表を務めた瀧澤三郎氏に以下の

通りヒアリングを行った。 

 瀧澤氏によると、現在、UNHCR で「人間の安全保障」が取り上げられることはほぼな

いという。その原因としては、緒方氏が退任し「人間の安全保障」を主導する人がいなく

なったこと、「人間の安全保障基金」のプロジェクト自体は小規模で、大きな財源になら

ず、使うインセンティブがないことが挙げられる。「人間の安全保障」の考え方自体に問

題はないものの、「人間の安全保障基金」を使ったプロジェクトを他の機関と共同で実施

する場合の資金は、手間暇の観点からあえて申請するインセンティブは発生しにくい。そ

のため、UNHCR における「人間の安全保障」の存在感は低下している
116

。 

 また、国連各組織の間の調整は従来から問題となっているが、それぞれの機関が専門性

をもって活動しているため、機関同士の調整・連携は難しいという。UNDP、UNHCR、

UNICEF は 90 年代以降に急成長した機関である。各国政府からの拠出金以外にも多額の寄

付金によって運営されており、3 機関の中で寄付金をめぐる競争があるため、現場で連携

することが難しいのが実態である。また、UNHCR は難民を対象に緊急人道支援に取り組

む機関であるため、事前にプロジェクトを計画することができない。一方、UNDP は、長

期的な社会経済開発を視点に置く機関である。このように、機関によって支援対象や活動

のタイムスパン、活動内容などが異なっている点からも、国連内での連携を促進するため

の“Delivering as One”での取組みも進展しづらいと考えられる。 

 活動資金に関しては、『難民や国内避難民が増加している一方で、支援は不足している

のが実態である。難民支援は長期にわたるため、援助疲れが発生している。また、各国の

任意拠出金は不景気により減少している。特に日本の拠出は減少しており、かつては

UNHCR の収入の 7～8%を占めていたが、現在は 5%にとどまっている。資金不足への対応

策としては、民間からの資金調達が挙げられる。2005 年頃にグテーレス国連高等難民弁務

官（当時）が民間からの寄付で年間約 20億円を目指し始めた。困難であると言われていた

が、実際現在では年間約 500 億円が民間から集まっており、UNCHR への全体収入のうち

10％を占めている。民間による寄付金の大半が個人からの寄付金である。国連 UNHCR 協

会では、2019年の民間からの寄付額が 40億円となっており、このうちのほとんどが個人か

 
115 外務省「和平合意後のコロンビアにおける人間の安全保障ビジネス・パートナーシップを通じた恒久

的解決の改善と平和構築」 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunyabetsu/bunya/page23_001224.html
（最終閲覧日：2021 年 1 月 7 日）。 
116 UNHCR へのヒアリング（実施日：2020 年 10 月 27 日）。 
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らの拠出である。他国でも同様に寄付金全体のうち 1 割は民間からの拠出であり、今後も

この傾向は続くと見られる。他方、外務省からの拠出額は徐々に減少しており、減少した

分を民間が埋め合わせている状況だ』という
117

。 

 一方で「人間の安全保障」のコンセプトは UNHCR の活動そのものであり、特に、保護

は UNHCR の活動の核心であると同時に、能力強化も教育や職業訓練などの実践の中で取

り組んでいる。 

 

第 4 節 小括 
 ここでは、各主体の取組みとして、「人間の安全保障基金」、「人間の安全保障ユニッ

ト」、「人間の安全保障諮問委員会」、UNDP、UNICEF、UNHCR を取り上げその活動内

容を説明してきた。「人間の安全保障基金」は「人間の安全保障」の言葉が入っている唯

一の国際機関であり、そのアプローチを取り入れたプロジェクトに資金提供を行っており、

これまで様々な地域で支援を実施してきた実績がある。今後もその支援の拡大が期待され

るが、拠出金の総額に着目すると、減少の一途を辿っている状況にある。国際機関である

UNDP、UNICEF、UNHCR は報告書や戦略計画、スピーチなどで「人間の安全保障」につ

いて言及しており、「人間の安全保障」の重要性を認識している。また、いずれも「人間

の安全保障基金」を活用し、人間・コミュニティを中心においた保護とエンパワメントに

よるアプローチを取り入れ、プロジェクトを実施してきた。多国間における枠組みとして

は「人間の安全保障ネットワーク」というグループが存在しており、「人間の安全保障」

について議論されてきた。現在は事実上活動休止状態であるが、これまで「保護する責任」

の採択など成果を上げてきていることが確認できた。この章を通じて、「人間の安全保障」

に関して、各主体の活動への理解を深めることができたと考える。 

  

 

第 2 章 日本政府の取組み 

 日本はいち早く「人間の安全保障」という概念に注目し、政策に取り入れようと行動し

てきた国家であると言われる
118

。本章では日本が「人間の安全保障」の普及に向けてどの

ように取り組んできたのかについて、歴史を遡りつつ説明する。また、巻末資料には年表

を記載してあるので、それも参照されたい。 

 

 
117 同上。 
118 室谷龍太郎「「人間の安全保障」の実践への取組とその課題」『国際問題』第 616 号（日本国際問題研

究所、2012 年）16 頁。 http://www2.jiia.or.jp/kokusaimondai_archive/2010/2012-11_002.pdf?noprint （最終閲覧

日：2020 年 12 月 21 日）。 
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第 1 節  取組みの原点となる 2 つの演説 
 

第 1 項 シンガポール演説119 
 1994年に UNDPによる「人間開発報告書 1994」において、国際社会が取り組むべき方向

として「人間の安全保障」が初めて提起され、「人間の安全保障」の構成要素として「恐

怖からの自由」と「欠乏からの自由」が謳われたことは既に述べた通りである。 

 従来からの国家を中心に据えた安全保障から個人へと焦点を移した「人間の安全保障」

は、当時、登場から即座に国連の文書などに取り入られるなどの普及はしなかったものの

120
、その後 1997 年の夏に発生したアジア通貨危機を受けて、小渕総理は、アジア地域の中

でも特に脆弱な人々についての支援を念頭に置き、「人間の安全保障」を日本外交政策と

して打ち出すこととなった。 

 UNDP の報告書を受けて、1995 年 3 月にデンマークのコペンハーゲンで開催された社会

開発サミットでは、村山富市総理大臣（当時）が演説のなかで、「人間の安全保障」と親

和性のある内容を述べている。具体的には、日本が人間優先の社会開発を重点分野に据え、

個人がその能力を十分に発揮できるような「人にやさしい社会」を作り上げていくことを

目標として掲げていた
121

。 

 その後、橋本龍太郎氏が、1997 年 6 月に開催された国連環境開発特別総会で、環境問題

の文脈で「人類の安全保障」という観点を強調したい旨を述べた
122

。 

 小渕外務大臣は、1997 年にはカナダ主導で採択に向けて動きが進んでいた対人地雷全面

禁止条約（オタワ条約）に調印し
123

、さらに 1998 年 5 月、東南アジアを訪問した際に「社

会的弱者への思いやり」が経済危機を脱する一助となることを表明した
124

。この小渕総理

の演説は、「シンガポール演説」と呼ばれ、日本で初めて「人間の安全保障」概念を提唱

した場でもあったとされる
125

。 

 
119 外務省「小渕総理大臣演説 アジアの明日を創る知的対話」（1998 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1202.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 19 日）。 
120 福島安紀子「人間の安全保障」神余隆博ほか編『安全保障論』（信山社、2015 年）271 頁。 
121 政策研究大学院大学・東京大学東洋文化研究所「社会開発サミットにおける村山富市内閣総理大臣演

説」（1995 年）https://worldjpn.grips.ac.jp/documents/texts/exdpm/19950311.S1J.html （最終閲覧日：2021 年 1
月 19 日）。 
122 外務省「橋本総理大臣演説「国連環境開発特別総会における橋本総理大臣演説」」（1997 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/09/eha_0623.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 19 日）。 
123 この調印の背景には、防衛当局や米軍の懸念を押し切ってまで進めたという背景があると、複数の文

献によって指摘されている。 
124 宮城大蔵『現代日本外交史』（中央公論新社、2016 年）110 頁。 
125 しかし、この場において直接的に「人間の安全保障」という言葉は用いられていない。この演説が行

われた段階では“Human Security”は「人間の安全」として訳されていたのである。当時、東海大学の教授

でもあった武見敬三外務政務次官は、極めて初期から「人間の安全保障」に注目を寄せていた人物であ

る。1998 年 5 月のシンガポール演説には武見氏も参加していたが、その際に行った講演の中でも、「人間

の安全保障」という言葉は使われておらず、“Human Security”という英語のまま用いられていたのであ
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 その演説での内容と提言は①21 世紀を「平和の世紀」とするための貢献を果たすこと、

②21 世紀を「発展の世紀」とするための貢献を果たすこと、そして③相互理解の促進を

目指し、そのために「アジアの明日を創る知的対話」を開催する、というものであった
126

。 

 「シンガポール演説」で表明された考え方に沿って、「人間の安全保障」の視点のもと

で、社会的弱者（貧困層・高齢者・障害者・女性・子供）の健康や雇用を守るための ODA

協力を拡充することが約束され、外交の指針として「人間の安全保障」が位置付けられる

に至った
127

。 

 小渕政権は 1998 年の 7 月 30 日に橋本政権の後継として誕生したが、前年に起こったア

ジア通貨危機の影響は根強く残っており、未だ鎮静化に至ってはいなかった。この金融危

機を克服するという要素も含みつつ、同年 12月 2日には、JCIEとシンガポールの東南アジ

ア研究センターが共催し、東京で民間人と政府関係者が意見交換行う「アジアの明日を作

る知的対話」が開催され、小渕総理が「人間の安全保障」に関する本格的な演説を行った

128
。 

 

第 2 項 ハノイ演説 
 その後、経済的な影響力の大きかった日中韓を招待した ASEAN+3 首脳会合が、12 月に

ベトナムのハノイにおいて開催された。12月 16日にこの会合で行われた小渕総理による政

策演説は「アジアの明るい未来の創造に向けて」と題し、『「人間の安全保障」とは、人

間の生存、生活、尊厳を脅かすあらゆる種類の脅威を包括的にとらえ、これらに対する取

組みを強化するという考え』であるとの主旨を述べ
129

、21 世紀を『人間中心の世紀』にす

るために「人間の安全保障」が不可欠であることを確認し、そのためには、①「アジアの

再生」、②「人間の安全保障の実現」、③「知的対話の促進」、の 3 つの柱を据えて努力

すると述べた
130

。これを受け、最終的には、社会的セーフティネットを守る取組みをアジ

ア諸国で実施することとし
131

、我が国は総額で 440 億ドルのコミットメントを果たしたの

である。またこの演説において、国連に「人間の安全保障」を実現するための基金を設置

 
る。このような武見氏の存在もあって、小渕氏が用いた言葉もそれに応じる形になったのではないかと見

られている。 
柳原透「「人間の安全保障」に見る日本の援助の特色−外務省・JICA 文書のレビューより」『日本の開発

協力の歴史 バックグラウンドペーパー』第 6 号（JICA 緒方研究所、2019 年）8 頁。 
126 知的対話とは、一般に、政府関係者が個人という位置付け・資格で参加し、忌憚のない意見交換を有

識者と行う場所のことである。 
福島「前掲（注 120）」280 頁。 
127 ここでは従来の国家安全保障・協調的安全保障と共存するものとされたが、2006 年度版外交青書では

従来の国家安全保障を補完するものであるとしている。 
128 1999 年度版外交青書にも記述されている。 
129 外務省「前掲（注 119）」。 
130 宮城「前掲（注 124）」110 頁。 
131 外務省「我が国のアジア支援」（2000 年）https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/asiakeizai/a_k/zu_3_2.html 
（最終閲覧日：2020 年 12 月 4 日）。 
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するべく、5 億円の拠出を約束した
132

。この背景には、日本が「知的リーダーシップ」を

発揮し、外交的政策を展開していくべきかについて検討を重ねていた「ブレーン・グルー

プ（ブレーン・トラスト）」の貢献も非常に大きいものであったとされる
133

。 

 

第 2 節 「人間の安全保障基金」と「人間の安全保障委員会」設立への貢献  
 既に述べた通り、1999 年 3 月に日本からの 5億円の拠出により、国連に「人間の安全保

障基金」が設立された。「人間の安全保障」のアプローチが「人間の安全保障基金」の活

動指針に、より反映されるようになり、実際にガイドラインが整備されるなど、日本政府

が有していた価値観・意向がより体現されるような仕組みになっていったのである
134

。 

 同年 9 月には、「21 世紀における国連の役割」をテーマに、紛争、貧困、環境、国連強

化などについて議論すべく、国連ミレニアム・サミットが開催された
135

。このサミットに

おいて、日本は森喜朗総理が「人間の安全保障」を本格的に外交の柱として据えることを

発表し、概念の普及と実践を促進する一環として、「人間の安全保障委員会」を設立する

ことを提案した
136

。 

 コフィー・アナン国連事務総長（当時）も、「人間の安全保障」という言葉自体は用い

ていないものの、地球規模の諸問題に対処する必要性を訴えた。その後、日本の主導のも

とで、有識者などによって「人間の安全保障委員会」設置が提案され、2001 年の発足に至

る
137

。「人間の安全保障委員会」の共同議長に緒方氏とセン氏を選出し、概念の整理から

実践の段階へと進めるべく、幾度に渡って議論が重ねられた
138

。以下、の表 2 中で示した

12名が当時の構成メンバーであった
139

。 

 

 

 
132 翌年 1999 年 3 月には、実際に日本から当該額の拠出が行われたことで、「人間の安全保障基金」の設

立に至った。 
133 栗栖「前掲（注 35）」7 頁。 
また、中心になっていたメンバーは、山本正（財団法人日本国際交流センター長）、五百旗頭眞（神戸大

学教授）、そして後に小渕が総理となった政権で外務大臣に選ばれることとなる武見敬三（参議院議員）

などであった。 
134 福島「前掲（注 14）」95 頁。 
135 首相官邸「国連ミレニアム・サミット（2000 年 9 月 6 日～8 日）出席フォトアルバム（ニューヨー

ク）」https://www.kantei.go.jp/jp//morisouri/mori_photo/2000/09/906kokuren/kokuren0.html （最終閲覧日：

2020 年 12 月 4 日）。 
136 福島「前掲（注 14）」90 頁。 
137 発足までには、計 5回の会合を経た。 
138 当初はアジア地域の保健分野を対象にして委員会の設置が進んでいたが、緒方氏はそれ以外の人間の

安全保障を脅かす他分野も含めることを条件に共同議長を引き受けている。 
139 以下から引用した。 
外務省「第 I部 I-19 人間の安全保障委員会」『政府開発援助（ODA）白書 2002 年版～「戦略」と

「改革」を求めて～』（2003 年）。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/02_hakusho/ODA2002/html/kakomi/kk01019.htm （最終

閲覧日：2021 年 1 月 22 日）。 
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表 2：「人間の安全保障委員会」の構成メンバー 

共同議長 

緒方貞子 前国連難民高等弁務官（日本） 

アマルティア・セン 英国ケンブリッジ大学トリニティ・カレッジ学長 

（インド） 

委員 

ラクダール・ブラヒミ アフガニスタン問題担当国連事務総長特別代表  

（アルジェリア） 

ブラニスラフ・ゲレメック 歴史学者、前ポーランド外相（ポーランド） 

リンカン・チェン ハーバード大学ケネディスクール、グローバル・エクイ

ティ・イニシアティブ所長（米国） 

フレネ・ジンワラ 南アフリカ共和国下院議長（南アフリカ） 

ソニア・ピカード 米州人権機構議長（コスタリカ） 

スリン・ピスワン 下院議員前タイ外相（タイ） 

ドナ・シャレーラ マイアミ大学学長、前米保健・社会福祉省長官（米国） 

ピーター・サザランド 元 GATT/WTO 事務局長ゴールドマン・サックス・インタ

ーナショナル社長・取締役（アイルランド） 

アルベール・テヴォエジレ 前ベナン計画大臣（ベナン） 

カール・タム 駐独スウェーデン大使（スウェーデン） 

 

 2003 年 5 月には共同議長が、アナン国連事務総長（当時）に、「安全保障の今日的課題

（Human Security Now）」と題した最終報告書を提出した。 

 同報告書の中で「人間の安全保障」は、「人間の生にとってかけがえのない中枢部分を

守り、全ての人の自由と可能性を実現すること」と定義づけられている。さらに、人間の

潜在可能性に注目し、以下の 4 点で国家の安全保障を補完するものであると位置付けられ

ている。 

 

①国家よりも個人や社会に焦点を当てていること 

②環境汚染・テロ・感染症を脅威として認識していること 

③国際機関・地域機構・NGO・市民社会も安全保障の担い手に含めていること 

④これらの実現のために人々や社会の能力を強化すること 

 

 同報告書では、国家安全保障という従前からの理論的枠組みから、個人にまで安全保障

の視点を発展させるべきことを謳っている。これまでの開発支援がトップダウン（上から

の保護）的思想に重点を置いていたものの、「保護」が終わってからも個人やコミュニテ

ィが自身の能力を開花させ豊かに生活ができるように「能力強化」をも目指すべきである
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という主張は、まさに「人間の安全保障」が強調するボトムアップの側面に共鳴する部分

である。 

 日本は「欠乏からの自由」を重視し、開発支援を中心に「人間の安全保障」を実践して

いたが、上記の定義からも見て取れるように、この報告書においては「欠乏からの自由」

とあわせて「恐怖からの自由」も包含した広範な脅威を対象にした概念として「人間の安

全保障」が扱われるに至った
140

。 

 

第 3 節 実践の拡大への貢献 
 日本政府は 2003 年に 1992 年政府開発援助大綱（以下、ODA 大綱という）を改訂し、

2005 年には ODA の中期政策を策定し、外交政策という位置付けと合わせて、「人間の安

全保障」を開発援助政策の中で位置づけた。 改定されたODA大綱では、「個々の人間の

尊厳を守ることは国際社会の安定と発展にとっても益々重要な課題となっている」とした

上で、基本方針では『「人間の安全保障」の視点』と題された部分で以下のように述べら

れている
141

。 

 

 紛争・災害や感染症など、人間に対する直接的な脅威に対処するためには、グロ

ーバルな視点や地域・国レベルの視点とともに、個々の人間に着目した「人間の安

全保障」の視点で考えることが重要である。このため、我が国は、人づくりを通じ

た地域社会の能力強化に向けた ODA を実施する。また、紛争時より復興・開発に

至るあらゆる段階において、尊厳ある人生を可能ならしめるよう、個人の保護と能

力強化のための協力を行う。 

 

 また ODA 中期政策においては、「人間の安全保障」の視点について、（1）「人間の安

全保障」の考え方と（2）「人間の安全保障」の実現に向けた援助のアプローチが以下の

ように明示された
142

。 

 

 

 

 
140 栗栖「前掲（注 35）」8 頁。 
141 外務省「第Ⅱ部 第 3章 1 政府開発援助大綱（2003 年 8 月閣議決定）」『政府開発援助（ODA）白書 

2004 年版』（2004 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp203010000.htm 
（最終閲覧日：2021 年 1 月 19 日）。 
142 外務省「第Ⅱ部 第 3章 2 政府開発援助に関する中期政策（新）」『政府開発援助（ODA）白書 2005
年版』（2005 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/05_hakusho/ODA2005/html/honbun/hp203020000.htm 
（最終閲覧日：2021 年 1 月 19 日）。 
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（1）「人間の安全保障」の考え方 

 

（イ）近年、グローバル化の深化により、国際社会はこれまでにない緊密な相互依

存関係を持つようになった。しかし、同時に、テロや環境破壊、HIV/AIDS などの

感染症、国際組織犯罪といった国境を越えた脅威、突然の経済危機や内戦などによ

る人道上の危機が増大している。これらに対応していくにはグローバルな視点や地

域・国レベルの視点とともに、個々の人間に着目した「人間の安全保障」の視点を

導入する必要がある。 

 

（ロ）「人間の安全保障」は、一人ひとりの人間を中心に据えて、脅威にさらされ

得る、あるいは現に脅威の下にある個人及び地域社会の保護と能力強化を通じ、各

人が尊厳ある生命を全うできるような社会づくりを目指す考え方である。具体的に

は、紛争、テロ、犯罪、人権侵害、難民の発生、感染症の蔓延、環境破壊、経済危

機、災害といった「恐怖」や、貧困、飢餓、教育・保健医療サービスの欠如などの

「欠乏」といった脅威から個人を保護し、また、脅威に対処するために人々が自ら

のために選択・行動する能力を強化することである。 

 

（ハ）我が国としては、人々や地域社会、国が直面する脆弱性を軽減するため、

「人間の安全保障」の視点を踏まえながら、「貧困削減」、「持続的成長」、「地

球的規模の問題への取組」、「平和の構築」という 4 つの重点課題への取組を行う

こととする。 

 

（2）「人間の安全保障」の実現に向けた援助のアプローチ 

  「人間の安全保障」は開発援助全体にわたって踏まえるべき視点であり、以下 

        のようなアプローチが重要である。 

 

（イ）人々を中心に据え、人々に確実に届く援助 

 支援の対象となっている地域の住民のニーズを的確に把握し、ODA の政策立案、

案件形成、案件実施、モニタリング・評価に至る過程でできる限り住民を含む関係

者との対話を行うことにより、人々に確実に届く援助を目指す。そのために様々な

援助関係者や他の援助国、NGO などと連携と調整を図る。 

 

 

 

 



 

42 

 

（ロ）地域社会を強化する援助 

 政府が十分に機能していない場合には、政府の行政能力の向上を図るとともに、

政府に対する支援だけでは、援助が人々に直接届かないおそれがあることから、地

域社会に対する支援や住民参加型の支援を組み合わせる。また、地域社会の絆を強

め、ガバナンス改善を通じて地域社会の機能を強化することにより、「欠乏」や

「恐怖」から地域社会の人々を保護する能力を高める。 

 

（ハ）人々の能力強化を重視する援助 

 人々を援助の対象としてのみならず、自らの社会の「開発の担い手」ととらえ、

自立に向けての能力強化を重視する。具体的には、人々を保護し、保健、教育など

必要な社会サービスを提供するだけでなく、職業訓練などを通じて生計能力の向上

を図り、さらに、人々の能力の発揮に資する制度、政策を整備して、人々の「自立」

を支援する。 

 

（ニ）脅威にさらされている人々への裨益を重視する援助 

 「人間の安全保障」の視点を踏まえた援助では、貧困を始めとする「欠乏からの

自由」と紛争のような「恐怖からの自由」の双方を視野に入れ、人々が直面してい

る脅威に対して、可能な限り包括的に対処していく必要がある。 

 また、その際、生命、生活及び尊厳が危機にさらされている人々、あるいはその

可能性の高い人々がどこに分布し、何を必要としているのかを把握した上で重点的

に援助を実施する。 

 

（ホ）文化の多様性を尊重する援助 

 人々が文化的背景のために差別されることなく、文化の多様性が尊重される社会

の形成を支援する。また、文化の名の下に個人の人権や尊厳が脅かされないように

配慮する。 

 

（へ）様々な専門的知識を活用した分野横断的な援助 

 貧困や紛争が発生する国々では、人々が直面する問題の構造は極めて複雑である。

これらの問題に対処するためには、問題の原因や構造を分析し、必要に応じて様々

な分野の専門的知見を活用して、分野横断的な支援を実施する。 
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 国際的に「人間の安全保障」を推進していくためには、「知的リーダーシップ」の発揮

という側面だけでなく、概念をより目に見える形で体現させる必要もある。この点、日本

政府は開発支援を通じ、以下 3 つの類型に代表されるような仕組みを通じて「人間の安全

保障」の実践に力を注いできた。 

 第 1 には、1999 年に日本のリーダーシップによって国連に設置された「人間の安全保障

基金」への拠出を通じた支援である。第 2 の形態は、「草の根・人間の安全保障無償資金

協力」（以下、「草の根無償」という。）（第 3部 4章 2節で詳述する）である。開発途

上国で支援を実施する自治体や NGO といった組織が行う比較的小規模な事業（1000 万円

以下を原則としている）であって、直接人々の生活に根差すような分野を対象に支援を行

なっている
143

。第 3に挙げられるのは、開発援助の実施機関である JICAを通じた支援であ

る。日本政府が掲げるODA大綱に沿って、外務省が国や地域ごとに策定する支援の方針に

基づき、プロジェクトなどを通じて開発支援を実施する
144

。 

 日本政府は、このようにして開発協力という枠組みで「人間の安全保障」の実践の拡大

に貢献してきた。 

 

図 3：日本の開発協力の形態 

出典：JICA「信頼で世界をつなぐ 新 JICA 発足 10 年 mundi」 

『mundi』第 61号（2018 年）34頁。 

 
143 外務省「第 3章 分野別に見た外交 第 3節 人間の安全保障の推進に向けた地球規模の諸課題への取

組」『外交青書 2006』（2006 年）183 頁。 
144 JICA「信頼で世界をつなぐ 新 JICA 発足 10 年 mundi」『mundi』（2018 年）34-35 頁

https://www.jica.go.jp/publication/mundi/1810/index.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
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第 4 節 国連総会成果文書採択に向けた日本の働きかけ 
 国連においてその後「人間の安全保障」が議論の俎上に乗ったのは、2005 年 9 月に行わ

れた国連総会における世界サミットの場であった。同会合の成果文書（A/RES/60/1）に、

国連総会文書としては初めて「人間の安全保障」という文言が登場したことは注目に値す

る。

 このように国連において「人間の安全保障」についての記述を盛り込むまでには、競合

する「保護する責任」の概念とうまく調整しつつ合意を形成しようと試みた日本政府の多

大な苦労があったのである
145

。 

 日本の「人間の安全保障」に対する考えは「欠乏からの自由」より出発しているところ

が大きく、開発援助を軸に推進してきた。他方で、「恐怖からの自由」に焦点を当ててい

たのは、1999 年に発足していたカナダやノルウェーなどが中心となったいわゆる「人間の

安全保障ネットワーク」加盟諸国であり、日本もこの点を軽視しているということではな

いが
146

、「保護する責任」論のもとで人道的介入をも是とするような姿勢はとってはいな

かった。 

 当時の外務省のなかでもこの論点については立場が分かれていたようであるが、最終的

には「人間の安全保障」のもとでは、国家の主権を超えた範囲にまで武力を行使するなど

して介入することは奨励していないという理解に収斂し、「保護する責任」とは別の概念

であるとの認識を明確にしたのである
147

。日本は「人間の安全保障ネットワーク」にも加

盟せず、オブザーバーとして、同ネットワークとの相互理解の促進に努めている。 

 「人間の安全保障」と「保護する責任」の両者については、実際に介入されるのではな

いかという危惧を抱く発展途上国にとっては、人権と安全保障が結びつけられることで、

自国への不当な干渉を正当化する概念になりえるのではないかという強い警戒が働いてお

り、当時の代表的な反対国としては、キューバ、ブラジル、エジプトなどが挙げられるほ

か、賛成にも反対にも転じることがある国としてはインドや中国などがあった
148

。（その

後、姿勢を変化させている国家もあるが、詳細については第 6 節で詳述する。）日本政府

はこのような憂慮に対応するべく、文言の修正を重ねたほか、2 つの概念が容易に混同さ

れないよう、連続のパラグラフで記述することを避けるように働きかけるなど、地道な努

力を積み重ねていった。 

 
145 この経緯については、以下の文献に詳細に記載されている。 
栗栖薫子「日本による人間の安全保障概念の普及」大矢根聡・菅英輝・松井康浩編『グローバル・ガバナ

ンス学 I』（法律文化社、2018 年）。 
146 豊島名穂子「人間の安全保障政策にみる日本の姿勢」『創価大学大学院紀要』第 31 号（創価大学大学

院、2009 年）83 頁。 
147 栗栖「前掲（注 145）」247 頁。 
148 神余隆博「日本の人間の安全保障政策とその外交的実践」『国際公共政策研究』第 13 巻 1 号（大阪大

学、2008 年）45 頁。 
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 この際に大きな貢献を果たしたのが、メキシコ・フレンズ・グループと呼ばれる非公式

のネットワークであった
149

。このグループは国連改革を志向する中小国を主として各地

域・発展レベルの国々から構成されており（メキシコ、ドイツ、アルジェリア、オースト

ラリア、カナダ、チリ、コロンビア、スペイン、日本、ケニア、ニュージーランド、オラ

ンダ、パキスタン、シンガポール、スウェーデンの 15カ国）、日本がこのアドホックなグ

ループに参加することで、国連総会での支持を確保しようとしたのである。多数の意見が

優先するという数の社会である国連においては、常日頃から何らかのネットワークに属し

ている国の方が多数国間の意思決定では有利になることが多い
150

。日本にとってはそのよ

うな強固な枠組みやネットワークへの参加に積極的でないが故に、「人間の安全保障」の

普及に限らず、安定した支持を獲得しにくいのである。この点、当時はメキシコ・フレン

ズ・グループの協力もあり、世界サミット成果文書に「人間の安全保障」のパラグラフが

設けられることとなった。 

 以上のように、メキシコ・フレンズ・グループは、後述する「人間の安全保障フレンズ」

会合の前身として、概念普及や国連での推進に際し、加盟国の支持を取り付けることに大

きく寄与したのであった。 

 

第 5 節 「人間の安全保障フレンズ」会合による国連総会決議採択に向けた

動き 
 2005 年の合意を受けて、日本は「人間の安全保障」のさらなる普及・推進を図るべく、

高須国連大使（当時）が「人間の安全保障フレンズ」の会合でさらなる定義づけを進めて

いきたいという意思を表明していた。これは「ネットワーキング戦略」とも称され、日本

が多数の国家を巻き込む多国間外交を積極的に展開しつつ概念普及に尽力してきたことが

見て取れる
151

。 

 「人間の安全保障フレンズ」会合は、「人間の安全保障」の関心国の拡大を目的として、

国連における諸活動での理念の主流化に向けた協力を構築するべく、形成されてきた非公

式なフォーラムである。「人間の安全保障」に対して関心を持つ国や国際機関と「人間の

安全保障」について議論することを主要な目的にしている。先に述べた 2005 年の世界サミ

ットで提出された成果文書を実践に取り入れていく段階において、日本が提唱する「人間

の安全保障」の概念に理解を示す国連機関や各国政府を巻き込んだ形で「人間の安全保障

フレンズ」を立ち上げる構想が進んでいた。実際に「人間の安全保障」フレンズ会合初回

 
149 栗栖「前掲（注 35）」9 頁。 
150 栗栖「前掲（注 145）」247 頁。 
151 栗栖「前掲（注 145）」249 頁。 
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の 2006 年の 10 月に先立っては、同年 2 月に日本はメキシコをパートナーに、メキシコシ

ティにおいて共同でワークショップを開催している
152

。 

 参加国には「人間の安全保障ネットワーク」の加盟国も見られるなど、全ての国や機関

に開かれたオープンエンドな形式である
153

。 

 日本が「人間の安全保障フレンズ」を形成する前に既に存在していたのはカナダ主導の

「人間の安全保障ネットワーク」である。しかし、日本は過去にこのように志を同じくす

る他の国家と協力して関係を構築するということはあまり実施してこなかった。そこで

「人間の安全保障基金」によって実践され、日本が提唱する「人間の安全保障」概念を、

「人間の安全保障フレンズ」を通して普及・推進を試みた。他方で、カナダの推進してい

た「保護する責任」については、世界サミットの成果文書（A/RES/60/1）パラグラフ 138

から 142 で言及がなされている。 

 

【成果文書（A/RES/60/1） パラグラフ 138】154 

138. 各々の国家は、大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化及び人道に対する犯罪からそ 

  の国の人々を保護する責任を負う。この責任は、適切かつ必要な手段を通じ、 

  扇動を含むこのような犯罪を予防することを伴う。我々は、この責任を受け 

        入れ、それに則って行動する。国際社会は、適切な場合に、国家がその責任 

  を果たすことを奨励し助けるべきであり、国連が早期警戒能力を確立するこ 

  とを支援すべきである。 

 

 このように、当該成果文書において「保護する責任」については明確な定義とともに表

記され、その概念の精緻化がなされたにも関わらず、あくまで「人間の安全保障」はその

定義についてさらに検討を加えていく旨を表明した限定的な表記であったのである
155

。 

 

第 6 節 「人間の安全保障ネットワーク」とカナダ型「人間の安全保障」 
 1999 年にカナダとノルウェーの行政間で行われた会議に端を発する「人間の安全保障ネ

ットワーク」と日本の主導した「人間の安全保障フレンズ」の両グループは、以下の表の

通り、相互理解の促進と協力関係の進展の取組みも行われていた
156

。「人間の安全保障ネ

ットワーク」加盟国からも「人間の安全保障フレンズ」が行う会合に参加していたことは

 
152 神余「前掲（注 148）」43 頁。 
153 それぞれの会合における議題やその成果については、公開されている議長国サマリーをもとにまとめ

たものを巻末に別途記載したので、そちらを参照されたい。 
154 外務省「前掲（注 23）」31 頁。 
155 豊島「前掲（注 146）」82 頁。 
156 開催日や場所などは、以下の文献を参考にまとめた。 
Benedek Wolfgang, “Understanding Human Rights: Manual on Human Rights Education,” (2006). 
http://hdl.handle.net/20.500.12389/19644 (Accessed: 22nd Jan 2021). 
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それを裏付ける。日本も「人間の安全保障ネットワーク」にオブザーバーとして密接に関

わってきた。 

 

表 3：日本による「人間の安全保障ネットワーク」へのオブザーバー参加 

2003 年 

「人間の安全保障ネットワーク」第5回閣僚会合
157

（オーストリア・グラ

ーツ） 

日本はゲストスピーカーとして参加。緒方貞子人間の安全保障委員会共

同議長が出席し、委員会報告書を紹介した。 

2004 年 

「人間の安全保障ネットワーク」第 6 回閣僚会合（マリ・バマコ） 

日本は初めて正式なオブザーバーとして参加。佐藤啓太郎アフリカ紛

争・難民問題担当大使が出席158
。 

2005 年 

「人間の安全保障ネットワーク」第 7 回閣僚会合（カナダ・オタワ） 

日本はオブザーバーとして参加。町村外務大臣の代理として
159

、駒野欽

一人間の安全保障担当大使が出席160
。 

2006 年 
「人間の安全保障ネットワーク」第 8 回閣僚会合（タイ・バンコク） 

日本はオブザーバーとして参加。高須幸雄大使（当時）が出席161
。 

2007 年 

「人間の安全保障ネットワーク」第 9回閣僚会合（スロベニア・リュブリ

ャナ） 

日本はオブザーバーとして参加。高須幸雄大使（当時）が出席し、プレ

ゼンテーションのなかで「人間の安全保障フレンズ」と競合するのでは

なく互いに補完し合っていく意思を表明162 

 
157 外務省によれば、この閣僚会合は「人間の安全保障ネットワーク」間の最高レベルの年次会合にあた

るものとされる。 
158 MOFA, “Statement by H.E. Ambassador Keitaro Sato, Special Adviser to the Minister for Foreign Affairs of 
Japan, on the Occasion of the Sixth Ministerial Meeting of the Human Security Network, held in Bamako 27- 28 May 
2004,” (2004), https://www.mofa.go.jp/policy/human_secu/state0405.html (Accessed: 22nd Jan 2021). 
159 2004 年の第 6回閣僚会議を経て、カナダが「人間の安全保障ネットワーク」議長国となったが、その

際、カナダのペティグルー外務大臣から、次回の閣僚会議に町村信孝外務大臣を日本からの代表としてオ

ブザーバー参加の招待があった。 
160 MOFA, “Statement by H.E. Mr. Kinichi Komano, Ambassador Extraordinary and Plenipotentiary of Japan in 
Charge of Human Security, on the occasion of the Seventh Ministerial Meeting of the Human Security Network,” 
(2005), https://www.mofa.go.jp/policy/human_secu/state0505.html (Accessed: 22nd Jan 2021). 
161 MOFA, “Towards Forming Friends of Human Security" by H.E. Yukio Takasu, Ambassador of Japan in charge of 
Human Security, on the occasion of 8th Ministerial Meeting of the Human Security Network, Bangkok,” (2006), 
https://www.mofa.go.jp/policy/human_secu/state0606.html (Accessed: 22nd Jan 2021). 
162 MOFA, “What the Friends of Human Security aim to achieve - Measure progress by change in the lives of people" 
by H.E. Mr. Yukio Takasu, Ambassador of Japan in charge of Human Security, on the occasion of 9th Ministerial 
Meeting of the Human Security Network,” (2007). https://www.mofa.go.jp/policy/human_secu/state0705.html 
(Accessed: 22nd Jan 2021). 
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 また、閣僚会議に参加することに加えて、カナダ政府の関係者とは別途「人間の安全保

障」と「保護する責任」について意見を交わしたり、関連行事についても参加したりする

など、日本の「人間の安全保障」に対する姿勢や、その理念について理解を促進させる取

組みがなされていた
163

。 

 2007 年以降の日本の参加は途絶えてしまったが、議長国が交代していくなかでも数年に

渡り招待を受けていたことから、相互交流が一定程度はあったと言える。 

 また、「人間の安全保障ネットワーク」をめぐっては以下のような声が上がっている。 

例えば、議長国がテーマを設定できるが故に「人間の安全保障」という枠組みへのリンク

が消失しつつあるのではないかという点である
164

。この点は、各国駐日大使館へのヒアリ

ングからも確認できたように、議長国を務める国家が自国の関心に沿うテーマを掲げて会

合やシンポジウムを開催できるという仕組みになっている。例えば、タイであれば防災や

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（以下、UHC とする）、スロベニアであれば地雷除去

や人権が該当する。このように議論が進んできたことによって、ある意味、「人間の安全

保障」そのものへ注目が集まりにくくなってしまったのではないかということが考えられ

る。 

 また、「人間の安全保障ネットワーク」参加国の間には、「人間の安全保障フレンズ」

と合体してもよいのではないかという意見も存在していた
165

。この点についても、各国駐

日大使館へのヒアリングで興味深い回答が得られている。スロベニアやチリから聞かれた

のは、『日本はなぜ「人間の安全保障ネットワーク」に加盟しなかったのか』という声で

ある
166

。また、近年は同ネットワークの活動が停滞していることもあり、これを再度活性

化させるために日本に参加してもらうことも歓迎であるという
167

。 

 実際に日本型の「人間の安全保障」とカナダ型の「人間の安全保障」はその実体が、ほ

ぼ同質のものになっているのではないかとも評され、人道的介入という要素を除けば 9 割

の部分で双方が合意できる内容であるとの指摘もある
168

。日本も「保護する責任」につい

て完全にそれを否定しているわけではない。つまり、国家には個人を「保護する責任」が

あるが、それが果たされない時は不干渉原則に優越することで、国際社会がこれに代わり

集団的行動として「保護する責任」を負うという解釈を日本も一定条件下で容認すること

 
163 外務省「駒野・人間の安全保障担当大使の人間の安全保障ネットワーク閣僚会議参加について」

（2005 年）https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0516b.html  （最終閲覧日：2021 年 1 月 19
日）。 
164 福島「前掲（注 14）」96 頁。 
165 福島「前掲（注 14）」96 頁。 
166 駐日スロヴェニア共和国大使館へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 24 日）。 
167 駐日チリ大使館、チリ外務省へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 26 日）。 
168 神余「前掲（注 148）」41 頁。 
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があるという考えも存在している
169

。これは人道的介入と異なる点であり、最後の手段と

して武力の行使も許されるとする国連憲章第 7章にその根拠を求める。 

 先述の通り、カナダは既に「人間の安全保障ネットワーク」を脱退しており、既に他の

加盟国がカナダに対して再度加盟するように働きかけたものの、失敗に終わってしまった

という経緯もある
170

。 

 

第 7 節 「人間の安全保障」に関連するシンポジウムの開催 
 「人間の安全保障」に関する取組みで、日本がこれまで精力的に取り組んできたものと

しては、「人間の安全保障」に関するシンポジウムが挙げられる。1999 年より日本の外務

省と国連大学の共催によって始まったこのシンポジウムは、2010 年までほぼ毎年行われた。

会場は「人間の安全保障」概念の提唱 25 周年を記念して、ニューヨークの国連本部で行わ

れた 2019 年の回を除いて全て日本で行われている。テーマとしては、開発や人道支援、

「人間の安全保障」の概念自体の在り方や、脅威に対する「人間の安全保障」の在り方に

ついてなどが掲げられ、議論が重ねられた
171

。参加者は、主に政府関係者や国際機関関係

者、日本内外の有識者と幅広く、日本の国連加盟 50 周年記念に行われたシンポジウムでは

現在国連事務総長を務めているアントニオ・グテ―レス氏が国連高等難民弁務官として参

加している
172

。政府からも、小泉純一郎総理大臣（当時）や麻生太郎外務大臣（当時）が

開会にあたって挨拶するなど、その重要性が窺い知ることができる。 

 具体的にどのように「人間の安全保障」シンポジウムが進行していたのか、2006 年の国

連加盟 50 周年を記念した回を例に大まかに見ていく。 

 この回のシンポジウムは、麻生元外相が「人間の安全保障」の必要性について述べ、国

際社会全体で取り組むことを呼び掛けて始まった。その後「紛争後の平和構築における人

間の安全保障」をテーマに、第 1セッションでは当時 JICA の理事長を務めていた緒方貞子

氏や上記で述べたグテ―レス国連高等難民弁務官（当時）、そしてデルビシュ国連開発計

画総裁・国連開発グループ議長（当時）が、紛争からの復興における現状とその難しさ、

そして「人間の安全保障」のアプローチがいかに役立つかについて話している。第 2 セッ

ションでは、東浦洋日本赤十字社事業局国際部長（当時）、中満泉一橋大学教授（当時）、

平林国彦ユニセフ東京事務所副代表（当時）、そして長有紀枝ジャパン・プラット・フォ

 
169 神余「前掲（注 148）」41 頁。 
170 駐日スロヴェニア共和国大使館「前掲ヒアリング（注 166）」。 
171 外務省「「人間の安全保障」をテーマにした会議・シンポジウム」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/symposium.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
172 外務省「国際連合加盟 50周年記念 人間の安全保障国際シンポジウム「紛争後の平和構築における人

間の安全保障～人道支援から開発への移行～」（概要）」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/smp_061206g.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
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ーム共同代表理事（当時）によって「より実務的観点から「人間の安全保障」についての

発表と意見交換」が行われたのである
173

。 

 初回のシンポジウムでは、イベントの目的は「人間の安全保障」の考え方を 21 世紀の日

本外交の政策理念として各国の理解を得た上で深めるとともに、これに基づいて開発の各

分野において新たな政策的アプローチを見出すべきことが、武見敬三外務政務次官より述

べられている
174

。しかし、その後国際社会では「人間の安全保障」概念の確定が中心とな

り、「人間の安全保障」のアプローチを具体的な問題に適用するのかに関しては、今日ま

で続く課題の 1 つと言える。 

  

第 8 節 最近の取組み 
 日本政府の取組みとして忘れてはならない重要なものとして、国連総会など加盟国が多

く集まるような場において、総理大臣や外務大臣、国連大使などが積極的に「人間の安全

保障」の重要性を発信する活動が挙げられる。以下ではこれまでのステートメントで「人

間の安全保障」がどの程度言及されてきたのかを概観した上で、最近のステートメントを

取り上げながら、いかに「人間の安全保障」に再度、日本そして国際社会が注目し関心を

寄せているのかを明らかにしたい。 

 日本を代表する人々が国連をはじめとする公の場で「人間の安全保障」についてその重

要性を訴えかけることは、多数の国家に耳を傾けてもらい、価値観を共有する仲間を増や

していくという面でも有効な手段である。例えば、国連において日本政府が行うステート

メントは総理大臣や外務大臣の他にも、国際連合日本政府代表部（以下、国連日本政府代

表部という）、在ジュネーブ国際機関日本政府代表部、軍縮会議日本政府代表部、在ウィ

ーン国際機関日本政府代表部、ユネスコ日本政府代表部などによっても行われる。以下で

は、「人間の安全保障」を、ステートメントを通じて、どのように対外的に日本の政策を

アピールしてきたのかを確認していくこととする。 

 

第 1 項 国連日本政府代表部によるステートメント 
 国連日本政府代表部とは、日本政府が国連という場に常駐させている政府代表部のこと

である。その名の通り日本を代表して国際機関などにおいて外交活動を行う、在外公館と

いう位置付けである。国連日本政府代表部では以下の 8 つを国連における任務・目的とし

て掲げている
175

。 

 

 
173 同上。 
174 外務省「開発に関する国際シンポジウム」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/kaihatsu.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 17 日）。 
175 国際連合日本政府代表部「代表部案内 目的」https://www.un.emb-japan.go.jp/jp/aboutus/purpose.htm （最

終閲覧日：2021 年 1 月 4 日）。 
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 ①国連を通じた国際の平和と安定の維持への貢献 

 ②紛争の平和的な解決及び現実的な軍縮・不拡散の実現 

 ③国連開発アジェンダの推進及び環境問題への取組 

 ④人権、人道及び女性、社会問題への対応強化 

 ⑤安保理改革を含む国連改革の早期実現 

 ⑥人間の安全保障の推進 

 ⑦国連の財政規律の強化及びマネジメント改革 

 ⑧国連事務局及び他の国連機関で働く邦人職員の増強 

 

 上記からわかるように、任務の中に「人間の安全保障」の推進が示されている
176

。 

 

第 2 項 総理大臣・外務大臣の演説 
 総理大臣や外務大臣が国連などにおいて対外的に「人間の安全保障」を発信することは、

日本政府の「人間の安全保障」推進の姿勢を対外的に示すことに大きく資すると考えられ

る。他方で、概して「人間の安全保障」がいかに有益なアプローチであるのかという具体

性に踏み込めていない。 

 また、「人間の安全保障」の言及のされ方についてはあまり統一性が見られず、英語で、

“concept”や“principle”が主に使われている一方で、“perspective”、“viewpoint”、“idea”、

“notion”、“mindset”、“perspective”、“philosophy”、“Human security as a guiding principle”など

多様な言葉が用いられていることがわかった
177

。 

 

第 9 節 小括 
 「人間の安全保障」への取組みに、日本政府は初期から力を入れて取り組んできた。そ

れは、例えば、「人間の安全保障基金」や「人間の安全保障委員会」に代表されるように、

公式な位置付けの機関や組織の立ち上げ、「人間の安全保障フレンズ」会合の開催や「人

間の安全保障ネットワーク」へのオブザーバー参加という取組みから窺える。「人間の安

全保障フレンズ」と「人間の安全保障ネットワーク」は共に連携をしつつ発展してきたこ

とも注目に値する点である。 

 このように、初期からイニシアティブを取った日本は、考えを同じくする国々とも協力

しながら「人間の安全保障」の概念やアプローチの普及・推進に努めてきた。さらに最近

 
176 歴代大使の表と国連総会決議が採択された 2012 年以降のステートメントの内容は別途、巻末資料を参

考にされたい。 
177 国連日本政府代表部と同様、国連総会決議が採択された 2012 年以降のステートメントの内容について

は巻末資料を参照されたい。 
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では、喫緊の課題となっている COVID-19 への対応を含め、個別具体的課題と関連付けら

れて、改めて「人間の安全保障」の重要性が提起されるようになっている。 

 

 

第 3 章 日本の「人間の安全保障」への取組みの分析・考察 

 本章では、第 2 章で取り上げた日本政府による「人間の安全保障」への取組みからさら

にもう一歩踏み込み、日本が外交・開発政策として掲げてきたその背景にさらに迫ること

としたい。 

 

第 1 節 外交政策における「人間の安全保障」の位置づけ 
 本節では、開発援助における「人間の安全保障」の展開について確認する。「人間の安

全保障」は、日本の開発援助政策の基本的方針であるODA大綱において、基本的な考え方

として取り入れられてきた。 

 ODA の起源は 1954 年 10 月のコロンボ・プランへの加盟である。コロンボ・プランは、

アジア太平洋諸国の経済回復を目的として 1950年に設立された国際機関である。1955年に

は外務省にアジア経済協力室が設置され、コロンボ・プランのもとで様々な支援を実施が

開始された。当初の対外援助の内容は専門家の派遣や研修生の受け入れなどの技術協力で

あったが、資金協力として円借款をインドに供与するなど、日本のODAは次第に拡大して

いった
178

。 

 日本における ODA政策は、図 4 のような 5段階の構成になっていた
179

。ODA に関する

基本的な理念や原則を定めているのがODA大綱である。大綱の下に位置するのは中期の方

針となる「中期政策」であり、3〜5 年を目処に、被援助国の開発ニーズなど様々な国際的

な変化に応じて見直される。さらに、相手国の課題や情勢を踏まえて作成される方針は、

「国別援助方針」と呼ばれ、5 年を目安に改訂が行われることとなっていた。これに付属

する「事業展開計画」は、全てのODA実施対象国について策定され、援助案件が項目（重

点分野・開発課題・協力プログラム）ごとに分類されて取りまとめられていた。さらに、

個別具体的な課題に効果的に対応するべく「分野別開発政策」も定めることで、援助方針

を明確に示すこととされていた。また、新たに生じた課題に対応するためには「国際協力

重点方針」の中で重点課題が提示されることとなっていた。 

 

 
178 添谷芳秀『入門講義 戦後日本外交史』（慶應義塾大学出版社、2019 年）56 頁。 
179 外務省『政府開発援助（ODA）白書 2011 年版』56 頁。 
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図 4：ODA政策の枠組み 

出典：外務省『政府開発援助（ODA）白書 2011 年版』56頁。 

 

 ODA 大綱は 1992 年 6 月に閣議決定され、その後 2003 年 8 月に改定された。2003 年に改

定されたODA大綱には開発援助の目的との関係において、「地球的規模の問題は、国際社

会全体の持続可能な開発を実現する上で重要な課題である」こと、これらの問題が「国境

を超えてここの人間にとっても大きな脅威」であることや、「個々の人間の尊厳を守るこ

とは国際社会の安定と発展にとっても益々重要な課題となっている」との記述が盛り込ま

れている。そして、ODA の目的を達成するために掲げられている 5 つの基本方針の中に

『「人間の安全保障」の視点』が掲げられている。『「人間の安全保障」の視点』の項目

に記載されているのは、次の内容である
180

。 

 

「人間の安全保障」の視点 

紛争・災害や感染症など、人間に対する直接的な脅威に対処するためには、グロ

ーバルな視点や地域・国レベルの視点とともに、個々の人間に着目した「人間の

安全保障」の視点で考えることが重要である。このため、我が国は、人づくりを

通じた地域社会の能力強化に向けた ODA を実施する。また、紛争時より復興・

開発に至るあらゆる段階において、尊厳ある人生を可能ならしめるよう、個人の

保護と能力強化のための協力を行う。 

 
180 以下より引用した。 
外務省「政府開発援助大綱の改定について」（2003 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp203010000.htm 

（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
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 2003年の ODA大綱改定を受けて、2005年 2月には大幅に改訂された ODA中期政策が策

定されたが、この中でも「人間の安全保障」の考え方とその実現に向けた援助のアプロー

チが明確にされている。中期政策では、「人間の安全保障」を次のように説明している
181

。 

 

（ロ）「人間の安全保障」は、一人ひとりの人間を中心に据えて、脅威にさらされ

得る、あるいは現に脅威の下にある個人及び地域社会の保護と能力強化を通じ、各

人が尊厳ある生命を全うできるような社会づくりを目指す考え方である。具体的に

は、紛争、テロ、犯罪、人権侵害、難民の発生、感染症の蔓延、環境破壊、経済危

機、災害といった「恐怖」や、貧困、飢餓、教育・保健医療サービスの欠如などの

「欠乏」といった脅威から個人を保護し、また、脅威に対処するために人々が自ら

のために選択・行動する能力を強化することである。 

 

 この説明は「人間の安全保障委員会」の報告書における説明とも重なるところが多く、

同報告書を踏まえた定義と解釈することができる。この 2005 年 ODA 中期政策では、「人

間の安全保障」は開発援助全般に関わる視点として位置づけられているが、個人に対する

具体的な脅威として「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」の両方が含まれることも明

確に示されている。このような様々な脅威から人々を保護するという、「人間の安全保障」

の理念を開発援助全体にわたって反映させるべきものであるという考え方が中期政策によ

っても確認されたのである。ODA 大綱では特に、貧困削減、持続的成長、地球規模の問題

への取組、平和の構築の 4 つを重点課題として掲げている。 

 ODA 大綱についてはその後、前回の改定から概ね 10 年が経過した時点で、その間に生

じた様々な変化に対応するために、再度の見直しが進められた。2015 年 2 月には「開発協

力大綱」が閣議決定され、より広い概念である「開発協力」に名称も変更されるなど、基

本方針が一新された
182

。   

 現在の開発協力大綱は図 5 のような 3段階の構造になっており、従前の ODA 大綱と同様

に理念や原則が「開発協力大綱」で定められる。ODA 大綱の下に位置するのは中期の方針

となる「中期政策」であり、3〜5 年を目処に、被援助国の開発ニーズなど様々な国際的な

 
181 外務省「第Ⅱ部 第 3章 2 政府開発援助に関する中期政策（新）」『政府開発援助（ODA）白書 2005 年

版』（2005 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/05_hakusho/ODA2005/html/honbun/hp203020000.htm 
（最終閲覧日：2021 年 1 月 21 日）。  
182 ①多様な開発課題に対応すること、②オールジャパンでの協力を促進すること、③「援助」という形

ではなく、途上国と対等なパートナーシップを築くことで協力関係を強化する、という理念を盛り込んだ

表現であるとされる。 
OECD 日本政府代表部『「開発協力大綱」の閣議決定』（OECD 日本政府代表部、2015 年）

https://www.google.com/url?q=https://www.oecd.emb-japan.go.jp/news/ODA.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 22
日）。 
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変化に応じて見直される。この段階における政策は、国別及び個別分野・課題別のニーズ

を踏まえた「国別開発協力方針」と「分野別開発政策」として定められている。さらに、

これらの方針の下で行われる個別事業の実施状況は「事業展開計画」取りまとめられ、年

に 1 回更新されている。 

 しかし、「開発協力大綱」においても「人間の安全保障」は引き続き「開発協力の根本

にある指導理念」として位置づけられている。「人間の安全保障」の推進は基本方針の 1

つとされ、次のように記載されている
183

。 

 

 

図 5：開発協力政策の枠組み 

出典：外務省「開発協力政策の枠組み」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/seisaku/wakugumi.html  

 

（イ） 人間の安全保障の推進 

個人の保護と能力強化により、恐怖と欠乏からの自由、そして、一人ひとりが幸福

と尊厳を持って生存する権利を追求する「人間の安全保障」の考え方は、我が国の

開発協力の根本にある指導理念である。この観点から、我が国の開発協力において

は、人間一人ひとり、特に脆弱な立場に置かれやすい子ども、女性、障害者、高齢

者、難民・国内避難民、少数民族・先住民族などに焦点を当て、その保護と能力強

化を通じて、「人間の安全保障」の実現に向けた協力を行うとともに、相手国にお

いてもこうした我が国の理念が理解され、浸透するように努め、国際社会における

主流化を一層促進する。また、同じく人間中心のアプローチの観点から、女性の権

利を含む基本的人権の促進に積極的に貢献する。 

 
183 外務省「前掲（注 6）」4 頁。 
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 このように、大綱で「人間の安全保障」が基本方針の 1 つとして位置づけられたことは、

これまでODAが行き届かなかった領域に支援の手を拡大することに繋がったと指摘されて

いる
184

。 

 

第 2 節 「人間の安全保障」の普及を担うアクターの影響力 
 

第 1 項 市民社会ネットワークとの連携 
 日本政府による「人間の安全保障」に関する取組みのなかで注目されるのが、市民社会

ネットワークの役割である。小渕政権の下で「人間の安全保障」に外交政策上の位置づけ

が与えられるようになる過程においても、日本国際交流センター（以下、JCIE）が役割を

果たしている。JCIE は 1998 年 5 月に「21 世紀の外交課題研究会」を主催し、「人間の安

全保障」を外交政策として展開していくことを議論していた
185

。また、同年 12 月に東京で

行われた「アジアの明日を創る知的対話」も、JCIE とシンガポールの東南アジア研究セン

ターとの共催の下で実施されている。JCIE は山本正氏によって、1970 年に設立された「民

間外交のパイオニア」とも言われる民間の公益法人である
186

。人的交流や政策研究、セク

ター横断的な国際政策対話の実施、研究グループの組織などを通じて、保健分野をはじめ

とした地球規模課題へアプローチし、様々な分野で日本の国際的役割を果たすことに大き

な貢献をしていることがこの団体の強みである
187

。JCIE が実施する知的対話などには、政

治家や関連省庁・国連機関の担当者だけでなく、NGO や NPO などの市民社会ネットワー

ク、研究者やその他有識者などの個人など、幅広い参加者が加わっている。 

 「人間の安全保障」の普及には、市民社会の役割が極めて重要である。国家安全保障と

は異なって「人間の安全保障」への脅威から人々を守る主体は国家やその軍事部門に限定

されないのであり、個人やNGOなどをはじめとした市民社会のアクターや様々な国際機関

などを含めたあらゆる主体がその役割を担うからである
188

。さらに、市民社会のアクター

には、脅威に晒されている個人やコミュニティの立場から意見を述べ、そのような人々を

保護する重要性を代弁することで、少数の声が多数に埋もれることのないようにするとい

う役割も期待できる
189

。 

 

 
184 福島「前掲（注 14）」97 頁。 
185 福島「前掲（注 14）」88 頁。 
186 日本国際交流センター「JCIE とは」http://www.jcie.or.jp/japan/aboutus/ （最終閲覧日：2021 年 1 月 3
日）。 
187 Yasushi Katsuma, “A Whole-of-Society Approach to Global Health Policy in Japan: “Global Health and Human 
Security Program” of the Japan Center for International Exchange (JCIE),” Journal of Asia-Pacific Studies (Waseda 
University), No. 27, (2016), p. 120. 
188 長「前掲（注 2）」260 頁。 
189 長「前掲（注 2）」260 頁。 
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第 2 項 「人間の安全保障」と SDGs の達成に向けた取組みとの関係 
 「人間の安全保障」の考え方は、SDGsの達成に向けた最近の動きと比較される場合があ

る。外務省へのヒアリングでは、「人間の安全保障」アプローチの推進は、SDGsが理念と

する「誰一人取り残さない社会」を実現する上でも有効なものであるとの説明があった
190

。

日本政府としては SDGs の達成に向けて「人間の安全保障」に基づく取組みをさらに強化

していくとの立場であるが、SDGsに関する様々な取組みが大きな流れとなっている現在に

おいて、両者の関係は「人間の安全保障」の推進にとって重要な問題であるといえる。 

 SDGsについては、2015年に国連総会決議（A/RES/70/1）が採択されたのち、日本政府は

まず国内における取組みのための基盤整備に取り掛かった。2016 年 5 月には「持続可能な

開発目標（SDGs）推進本部（以下、SDGs推進本部）」が設置された。SDGs推進本部は、

SDGsに係る各種施策の実施について関係行政機関の間で相互に緊密な連携を図り、総合的

かつ効果的に SDGs を推進していくことを目的としている。同本部は、全ての国務大臣を

構成員とし、内閣総理大臣を本部長、内閣官房長官と外務大臣を副本部長としている。ま

た、SDGs 推進本部の下には、マルチステークホルダーによって構成される「SDGs 推進円

卓会議」が設置された。円卓会議には各分野で SDGs に取り組む組織やネットワークの代

表者が参加し、分野や地域といった枠組みを超えて議論を重ねている。 

 「SDGs推進円卓会議」の会合は現在までに 10回実施されているが、2020年 7月 30日に

オンラインで開催された最新の第 10 回会合では、小野啓一外務省地球規模課題審議官が以

下のように「人間の安全保障」について言及している
191

。 

 

 「今般の感染症拡大の局面で、マスクの着用やテレワークといった行動の変化が

生まれると共に、SDGs の考え方である「誰ひとり取り残さない」社会の重要性、

そして弱い立場にある一人一人に焦点を当てる人間の安全保障の考えについて問題

意識が芽生えている。このような動きを社会変革の契機と捉えて新しい取組を進め

ていくことが重要であり、後戻りさせてはならない」 

 

 「SDGs が達成されたアフターコロナの社会を目指すことが政府としての取組み

の方向性になるというご意見は非常に賛同するところであるし、人間の安全保障を

提唱してきた日本が国際場裏において発信し、主導する必要がある」 

 

 このように、SDGs の達成には「人間の安全保障」が欠かせない視点であり、SDGs に関

する国際的な動きは日本が「人間の安全保障」概念の発信をさらに主導していく上で有利

な文脈となることに期待ができる。しかし、長有紀枝教授へのヒアリングでは、国内にお

 
190 外務省へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 10 日）。 
191 首相官邸「持続可能な開発目標（SDGs）推進円卓会議 （第 10回会合 議事要旨）」（2020 年）。 
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いて、SDGsと比較すると「人間の安全保障」については参画するアクターが限定されてい

る傾向にあり、特に外務省や総理がODAなどの国際協力の文脈で触れることが多いのでは

ないかとの意見が得られた
192

。また、同氏は、例えば、国内における教育格差の問題や、

福島の原発事故で発生した避難民の問題などに「人間の安全保障」という言葉が使用され

たことはないということを指摘している。 

 なお、その推進体制を比較すると、SDGsについては内閣に推進本部が設置され、関係省

庁が緊密な連携を図り、総合的かつ効果的に推進する体制が構築されている一方で、「人

間の安全保障」については外交の柱として大きく打ち出されているにも関わらず、同様の

体制はないことが分かる。「人間の安全保障」の推進体制の強化を図るべきか否かは別途

検討を必要とする課題であるとしても、「人間の安全保障」が SDGs を達成するための有

効なアプローチである点を踏まえれば、SDGsの取組みを通じて「人間の安全保障」を主導

し、推進していく必要がある。 

 

第 3 項 国内における「人間の安全保障」の普及・推進 
 「人間の安全保障」はODA政策の一環として実施されている側面に鑑みれば、外交政策

として展開していくにあたっては、国内的な理解も得られていることが望ましい。  

 国連において「人間の安全保障基金」の創設を主導するなど、日本が「人間の安全保障」

を外交政策において特に重視し推進していることは、対外的には一定の認知を獲得してい

る。その一方で、日本国内においても「誰一人取り残さない」という信念のもと、重大か

つ深刻な課題に対処してきたとは思われるが、国内的に「人間の安全保障」という言葉を

用いつつ、この概念やアプローチの視点を適用していこうという取組みには乏しいのでは

ないかとの批判が海外の文献を中心に存在する
193

。 

 SDGs の達成を 2030 年までに実現しようと各国が奮闘する中で、日本のような先進国で

あっても未だ取り残されている人々が存在する。これに対して、「人間の安全保障」とい

う概念に立ち返り、このような状況が日本の国内政策の在り方に何を示唆するのかについ

て、日本国内で起きた震災を例にとって考えてみたい。 

 2011 年に発生した東日本大震災は、国内に甚大な被害をもたらし、多くの人々が生命、

生活、尊厳を奪われるという凄惨な事態を引き起こした。被災者支援や復興の取組みでは、

「誰一人取り残さない」という視点は当然ながら重視され、言葉として「人間の安全保障」

と明示されなくとも震災を契機に国内においても「人間の安全保障」へ再度注目が集まり

始めていたという動きがある。 

 
192 長有紀枝教授へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 17 日）。 
193  Shireen Daft, “The Relationship between Human Security Discourse and International Law,” London: Routledge, 
(2018), p. 29. 
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 例えば、東北大学で 2015 年 3 月 17 日に実施された『第 3 回国連防災世界会議パブリッ

ク・フォーラム「防災と人間の安全保障」』では、防災分野において「人間の安全保障」

の視点がいかに効果的なものとして活かすことができるかが議論され、被災地において最

も脆弱な環境に置かれた人々の視点に立って支援を差し伸べていくべきことが再確認され

た
194

。フォーラム自体は国連の「人間の安全保障ユニット」と外務省によって共催された

が、参加主体は、防災分野で国内外の現場の最前線で活躍する国連諸機関、各国政府、

NGO のリーダーなど広範な領域から招待された
195

。 

 本ワークショップの研究は主に、国際場裏における「人間の安全保障」の推進に主眼を

置いているため、国内的な政策に「人間の安全保障」をどのように反映していくべきかな

どといった議論は想定していないが、ここでは国内においても活発に実施されている取組

みとして、NPO 法人「人間の安全保障フォーラム」による「人間の安全保障指数」作成へ

の取組みに触れておきたい。 

 「人間の安全保障フォーラム」では、国内においても未だ脆弱な立場に置かれ、取り残

されている人がいることを問題視し、それをより可視化することで問題解決の糸口としよ

うという狙いから、「人間の安全保障学会」とも協力し、「日本の人間の安全保障」指標

プロジェクトチームを結成した
196

。メンバーは専門家や研究者そして現地で実践活動に従

事する NPO、その他財団の代表者など 41名で構成される
197

。 

 この指標プロジェクトチームは 2018 年 12 月に「日本の人間の安全保障指標：2018」を

発表した。これは 3 つの大きなカテゴリとして「命（生存）」、「生活」、「尊厳」とい

う分野を設け、そこに含まれる 91 の指標を使うことで地域ごとに抱える課題を明らかにす

ることを可能にしたのである
198

。 

 SDGsの達成には、国内においても取り残されやすい、女性や子供、若者や高齢者、障害

者や外国人などのマイノリティ、被災者といった人々が直面する問題を浮き上がらせ、そ

れに的確に対処しうることが求められている。そのため、日本が外交政策として設定する

「人間の安全保障」は、現在国内においても、指標の作成などにより普及・推進活動が進

行中である。 

 

 
194 JICA「第 3回国連防災世界会議パブリック・フォーラム「防災と人間の安全保障」で田中理事長が基

調講演」（2015 年）https://www.jica.go.jp/press/2014/20150320_01.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
195 外務省「第 3回国連防災世界会議の開催」（2017 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/gic/page22_001734.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
196 人間の安全保障フォーラム「「日本の人間の安全保障」指標プロジェクト」https://www.hsf.jp/進行中の

プロジェクト/日本の人間の安全保障-指標プロジェクト/ （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
197 宮下大夢「人間の安全保障の理論と実践−「誰も取り残されない社会」の実現に向けて」『Synodos』
（2020 年）https://synodos.jp/international/23969 （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
198 人間の安全保障フォーラム「「日本の人間の安全保障」指標  2018  発表のお知らせ」https://www.hsf.jp/
進行中のプロジェクト/日本の人間の安全保障-指標プロジェクト/日本の人間の安全保障-指標-2018/（最終

閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
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第 3 節 「人間の安全保障」推進による国益への寄与 
 日本が「人間の安全保障」の推進をしていくことが国際協力の理念に叶うことは述べて

きたが、他方で、国際社会での推進を考えるにあたっては、そのために要する外交努力が

日本にどのような利益をもたらすのかについても検討する必要がある。減少傾向にはある

ものの、それでも年間約 7 億円という額を日本政府は「人間の安全保障基金」へ拠出して

いる。「人間の安全保障基金」を含めた国際機関への拠出や開発協力などは、国民からの

税金も財源の一部として充てられる。このようにして国際協力の一環で「人間の安全保障

基金」への拠出も行われており、この点については明確にしておくべきだと考える。 

 

第 1 項 世界全体の共通の利益としての追求 
 「人間の安全保障」が追求するものは、我が人類の共通の利益であるとも捉えられ、そ

の意味では国益という利己的な主張からは一線を引き、国際社会全体の利益として追求し

ていくべきであるとも考えられる
199

。世界は、一国では解決できないような複合的な地球

規模課題や脅威に溢れている。「人間の安全保障」という概念は、このような問題意識か

ら生じてきているように、自国のみの国益を追求することで安全や繁栄を実現すること自

体はそもそも難しいくらい、各国は相互に依存しあっているのである
200

。そこで、各国は

国益という利己的な主張は退け、世界全体の共通の利益を優先に追求していくことが求め

られる
201

。 

 グローバル・イシューとしての気候変動、それによってもたらされる自然災害問題、ま

た核不拡散問題など、国境を越えた影響をもたらす課題・脅威に対応するためには、従来

のような国益増長や擁護を目的とした外交・国際交渉では対応できず、グローバル・ガバ

ナンスの一環として国際社会が一体となって取り組んでいくことが必要な時代に直面して

いる
202

。 

 さらに同じく地球規模の取組みが求められる保健分野においても、日本はこれまで「世

界エイズ・結核・マラリア対策基金」にも積極的に貢献してきたこと
203

、そして昨今では

COVID-19や UHC の普及についても、技術やノウハウを活かして取り組んでいる。また、

民間公益法人 JCIE は、グローバルヘルス（国際保健）に注目し、2007 年から 2009 年には

この分野における日本の貢献をさらに推進することを目的にした「国際保健の課題と日本

の貢献」研究・対話プロジェクトを、そして 2009 年からは「グローバルヘルスと人間の安

 
199 石井秀明「「人間の安全保障」の今日的意義－軍縮・開発・平和を中心として－」『創大平和研究』

第 28 号（創価大学平和問題研究所論説、2013 年）35 頁。 
200 同上、35 頁。 
201 同上、35 頁。 
202 勝俣誠「外交政策としての人間の安全保障：人権大国へのロードマップ」『国際問題』第 603 号（日本

国際問題研究所、2011 年）29 頁。 
203 外務省「「世界エイズ・結核・マラリア対策基金」について【第 7章】日本の貢献」（2016 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kansen/kikin/kikin_07.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
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全保障」プログラムを立ち上げた。後者の「グローバルヘルスと人間の安全保障」プログ

ラムは、約 3ヶ月に 1 回非公式ではあるが意見交換や情報共有を行う場を設け、（1）グロ

ーバルヘルスに対する支持基盤強化と官民連携の推進、（2）日本の知見に基づく対外戦

略策定の後押し、（3）「人間の安全保障」の視点に立ったグローバルヘルスをめぐる国

際対話の推進の 3つの柱を掲げて活動している
204

。さらに、2019年 11月にはこのプログラ

ムに関連し、「保健分野のODAのあり方を考える特別委員会」というものが発足した
205

。

これらは、実に幅広い分野の専門家から構成されており、外務省、JICA などの省庁や政府

機関国会議員、民間団体、その他財団や NGO、学界、産業界からメンバーが選出されるの

みならず、オブザーバーなどで国際機関も参加している。（JCIE については、第 4部 2章

2節 2項でも詳述する。） 

 以上のように、グローバル・イシューと呼ばれるような課題について、日本はこれまで

積極的に国際的貢献を果たそうと尽力してきた実績がある。さらに、保健分野における課

題解決は日本の強みであることからも、第 75 回国連総会における菅総理大臣一般討論演説

に見られる通り、保健分野において「人間の安全保障」を推進していくことを打ち出して

いる。 

 また、2015 年の開発協力大綱においても、開発協力の目的は、国際平和の安定及び繁栄

を確保することであり、それが「未来への投資」であることが述べられている。さらに、

それによって自国の平和と安全、繁栄を実現することも可能となるほか、安定性及び透明

性に富む国際環境の構築に寄与し、普遍的価値に基づく国際秩序が形成されることで国益

の確保に貢献する、との記述が確認できるのである。 

 

第 2 項 国益の追求による国際場裏でのプレゼンス向上 
 第 1 項では国際的に人類全体の利益として「人間の安全保障」という概念やアプローチ

を推進していくという見方から述べたが、本項ではもう少し自国の国益に着目して、「人

間の安全保障」の国際的推進によって具体的にどのようなことが実現可能になるのかを、

主に外交青書をもとに俯瞰したい。 

 外交青書において「人間の安全保障」は、第 3 章「国益と世界全体の利益を増進する外

交」第 1 節「日本と国際社会の平和と安定に向けた取組」の中で「人権理事会」や「国連

安保理改革」という文脈で言及され、第 2 節「日本の国際協力（開発協力と地球規模課題

への取組）」においても、重点的に記述されている
206

。  

 
204 JCIE「活動報告 グローバルヘルスと人間の安全保障」（2011 年）

http://www.jcie.or.jp/japan/report/activity-report-265/ （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
205 JCIE「活動報告 保健分野の ODA のあり方を考える特別委員会」（2019 年）

http://www.jcie.or.jp/japan/report/activity-report-4617/ （最終閲覧日：2021 年 1 月 3 日）。 
206 柳原「前掲（注 125）」19 頁。 
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 国連は 1945 年に設立してから 2020 年をもって発足後 75 年が経過し、日本は、「人間の

安全保障」のみならず、軍縮・不拡散、平和維持・平和構築などでも主体的に国際社会に

貢献することを目指し、安保理非常任理事国を 11 回務め、国連重視の外交を進めてきた
207

。

安保理は国連の最重要機関として、国際の平和及び安全の維持について重要な任務を負い、

唯一全ての加盟国に対して法的拘束力ある決定を行うことのできる機関である。このよう

な重要な責務を果たすことができる国として、より継続的に安保理の意思決定のプロセス

に関与し、安保理常任理事国入りするためにも、国連改革、特に、安保理改革に精力的に

取り組んできた。このように、日本が国連において安定的にリーダーシップを発揮できる

機会を確保すべく、常任理事国入りに向けて安保理改革に、各国とも協働して取り組んで

きたことは、日本が外交の柱に掲げる「人間の安全保障」についてさらに賛同国を増やし、

国際的に推進していくための重要なステップになると考えられる。また、日本のイニシア

ティブで「人間の安全保障」の賛同国を増やしていくことが、日本の国連でのプレゼンス

向上につながり、日本の常任理事国入りを後押しすることも考えられる。 

 実際、安保理において、人権、気候変動、平和構築、AIDS、ジェンダーなどの議題にお

いて、「人間の安全保障」が取り上げられた際に、日本は「人間の安全保障」について発

信してきた結果、安保理文書の中でも「人間の安全保障」が言及されるに至っている
208

。 

 このように、日本の外交の柱である「人間の安全保障」の推進が、国連での日本のプレ

ゼンス向上に結びつくことで、日本が国連での様々な活動にイニシアティブをとる上で後

押しとなり、ひいては国連安保理常任理事国入りにも資することが期待される。 

 

第 4 節 最近のステートメントにおける「人間の安全保障」への言及からの

考察 
 前章の第 8 節では、国連大使、総理大臣、外務大臣によるステートメントを概観した。

国連日本政府代表部から総理大臣・外務大臣に共通しているのは、国連総会決議が採択さ

れた前後の年については「人間の安全保障」や「人間の安全保障基金」への言及がなされ、

外交政策としての「人間の安全保障」が積極的に打ち出されていたことである。また、

2015年から 2017年にかけて顕著であるが、ステートメントにおいて「人間の安全保障」と

いう言葉が登場する回数が一気に減少し「SDGs」や「2030アジェンダ」が多く用いられて

いる。しかし、直近の 2019 年や 2020 年には、「人間の安全保障」についての言及が再度

増加している。言及される際には COVID-19 やパンデミックと関連づけられることが多く、

UHC の文脈でも述べられている。至近では菅総理の第 75 回国連総会演説において、以下

 
207 外務省『外交青書 2018 年版「第 3章 国益と世界全体の利益を増進する外交 第 1節 日本と国際社会の

平和と安定に向けた取組」』181 頁。 
208 例えば、2005 年 2 月 25 日の安保理議長声明（S/PRST/2005/9）、2006 年 8 月 9 日の安保理議長声明

（S/PRST/2006/38）、2006 年 11 月 8 日安保理議長声明（S/PRST/2006/42）で言及がある。 
神余「前掲（注 148）」47-48 頁。 
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のように言及されており、短いスピーチの中で 4 回も「人間の安全保障」という言葉が登

場した。 

 

 この感染症の拡大は、世界の人々の命・生活・尊厳、すなわち人間の安全保障に

対する危機であります。これを乗り越えるには、「誰一人取り残さない」との考え

方を指導理念として臨むことが、極めて重要です。一人一人に着目する「人間の安

全保障」の概念は、ここ国連総会の場で長年議論されてきた考え方であります。 

（中略） 

 今回の危機に際し、人間の安全保障の理念に立脚し、UHC の達成に向け、「誰

の健康も取り残さない」という目標を掲げることが重要と考えます。まずは、こう

した目標を皆さんと共有したいと思います。その上で、日本として以下に述べる 3

つの分野を中心に、各国とも協調しながら、国際的な取組を積極的に主導していき

ます。 

（中略） 

 いま、新たな時代の人間の安全保障の考え方に立って、様々な危機を乗り越え、

SDGs 達成をはじめとした地球規模の課題への取組を加速する。そのために、私は、

世界の英知を集め、議論を深めていくことを提案いたします。 

 

 ステートメント以外でも、例えば、安倍晋三総理大臣は 2015 年 12 月 12 日に、ランセッ

ト誌（The Lancet）という世界で最も評価が高い医学専門誌のひとつに寄稿し、そのなかで、

日本は国際保健に貢献していくにあたって、「人間の安全保障」という要素を重要視して

いるということを強調している
209

。そして、福島安紀子氏も、2020 年 4 月 16 日に、East 

Asia Forum に向けた記事のなかで、パンデミックが起きている現在の状況は、もはや健康

危機ではなく「人間の安全保障」の危機であり、これに対処するには「人間の安全保障」

のアプローチが必要であると指摘している
210

。それに加えて、防災分野についても同様で、

より良い復興（build back better）と合わせて「人間の安全保障」が論じられることが増え

ている。また、東北大学のプシュパラール・ディニル教授へのヒアリングでは、自然災害

以外にも、原子力災害の被災者が「人間の安全保障」という観点から様々な脅威に直面し

ており、原子力災害は単に物理的に住環境を破壊し、被災者の生活を変化させただけでは

なく、経済的、社会的、道徳的にも人々に大いなる影響を与えることになったという
211

。

 
209  Shinzo Abe, “Japan’s Vision for a Peaceful and Healthier World,” The Lancet, Vol. 386 (10011): (2015), pp. 
2367-2369, https://doi.org/10.1016/s0140-6736(15)01172-1  (Accessed: 4 Jan 2021). 
210 Fukushima, supra note 7. 
211 プシュパラール・ディニル教授へのヒアリング（実施日：2020 年 5 月 19 日）。 
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それは、目に見えない脅威であり、かつ個人だけでなく人類全てに関係する危機であると

して「人間の安全保障」という視点からも重大な問題である
212

。 

 日本が「人間の安全保障」を普及させていくためには、現在国際社会が直面している喫

緊の課題や事象に関連させながら発信していくことも、この概念やアプローチへの理解を

促進する上で重要である。その意味では、パンデミックという危機を乗り越えるための国

際的指針を日本が示すことができるのではないかとも考えられ、大きなチャンスであると

捉えることができる。 

 

第 5 節 小括 
 以上、第 2 章で取り上げた日本政府による「人間の安全保障」の普及・推進における取

組みから、考察できる内容を歴史とともに振り返った。日本政府は、「人間の安全保障」

について従来から力を入れて取り組んできているということが明らかになった。このよう

な実績からも、日本政府が今後も「人間の安全保障」の国際的推進を主導するのが望まし

いとの前提のもと、以降の章からさらに議論を展開していくこととしたい。 

 

 

第 4 章 日本の政府開発援助による取組み（二国間援助） 
 

第 1 節 外務省の取組み（草の根・人間の安全保障無償資金協力） 
 ODA の二国間援助には大きく分けて 3 つの協力形態がある。それは、有償資金協力、無

償資金協力、そして技術協力である。無償資金協力とは、「開発途上地域の開発を主たる

目的として同地域の政府などに対して行われる無償の資金供与による協力」のことを指す

213
。無償資金協力は、国際社会のニーズに迅速かつ機動的に対応するための有効な手段で

あり、国際社会の安定確保や日本のリーダーシップ向上に資する大きな政策的効果がある

とされている。無償資金協力の 1 つに、「草の根・人間の安全保障無償資金協力」がある。

「草の根無償」は「人間の安全保障」を冠しており、「人間の安全保障」の概念をプロジ

ェクト支援に反映させた取組みになっている。「草の根無償」とは、「人間の安全保障」

の理念を踏まえ、開発途上国における経済社会開発を目的とし、地域住民に直接裨益する、

比較的小規模な事業のために必要な資金を供与するものである
214

。これは、基本的に相手

 
212 Dinil Pushpalal, “The Fears,” Journal of Human Security Studies Special Issue, (2018), pp. 43-57, 
https://www.researchgate.net/publication/329735785_The_Fears (Accessed: 6th Jan 2021). 
213 外務省「（ODA）援助形態別の概要・取組 無償資金協力」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/keitai/musho/index.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
214 外務省「ODA（政府開発援助）草の根・人間の安全保障無償資金」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo/kaigai/human_ah/（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
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国政府ではなく、実施対象国・地域で活動している現地のNGOや地方公共団体などが開発

上の様々なニーズに、比較的小規模でも迅速に対応するために支援する枠組みになってい

る。2019 年 10 月までに 141カ国及び 1地域（パレスチナ）を対象にプロジェクトを行って

きている
215

。 

 支援の対象分野には優先順位が設けられている。まず、基礎生活分野及び「人間の安全

保障」の観点から重要な分野を優先的に支援する。「人間の安全保障」の観点における重

要な分野とは、教育・保健・民政環境などが挙げられ、それぞれ外交上のニーズを踏まえ

ながら地域住民に対する裨益効果が高い案件、小規模支援によって特に高い援助効果を発

揮する案件を中心に行っている。また、人道上機敏な支援が必要な案件においても中心に

支援している。 

 次に「草の根無償」の詳しいスキームについて項目ごとに説明していく。 

 

【対象団体】 

 対象団体は、以下 3 つに大きく分かれる。 

  ①開発途上国で活動する NGO 

  ②地方公共団体、小・中学校などの教育機関、医療機関などの非営利団体 

  ③実施対象国において草の根レベルで開発プロジェクトを実施している非営利団体 

   （個人・営利団体はすべて対象外） 

 

【実施対象国・地域、分野の選定】 

 原則、OECD 開発援助委員会（DAC：Development Assistance Committee）が定める ODA

対象国・地域の中から選定することになっている。対象プロジェクト分野は小中学校の建

設、病院の基礎的機材の整備、井戸の堀削などのハード面が中心となる。しかし、対象地

域において、必要と判断した場合にはソフト面の支援も行っている。なお、以下のものは

支援分野から除外される。 

  ①高等学術機関における研究支援、実施団体自体の能力向上のためのプロジェクト 

  ②特定の個人・団体の商業活動、雇用創出に限定され、草の根レベルへの直接的な効 

 果が薄いと認められるもの 

  ③経済社会開発と関連性が薄いもの（文化・芸術・スポーツなど） 

  ④政治目的や宗教の布教目的が含まれていたり、軍事的な利用が認められる案件 

  ⑤草の根無償の対象分野であっても、原則として消耗品や小型備品、施設・設備の運     

 営、維持費など 

 

 
215 同上。 



 

66 

 

【供与限度額】 

 原則上限 1,000万円となっているが、条件付きで 1億円まで供与される場合がある。以下

の図 6 は「草の根無償」の案件実施のフローチャートである。被供与団体から申請書を提

出し、在外公館が書類の審査や現場視察を行い、外務本省が案件を承認することによって、

初めて贈与契約が結ばれる。この贈与契約においては、プロジェクトの名称・目的・内

容・要請団体の名称・供与限度額・使途などが適正に使用・運用されることを定めた適正

使用条項が含まれる。案件の実施中は、在外公館によって適切にモニタリングされ、被供

与団体は中間報告書の提出が義務付けられている。さらに、案件終了後も被供与団体から

最終報告書の提出が義務付けられており、それをもとに在外公館は現場の確認を行う。 

 

 

 

図 6：草の根・人間の安全保障無償資金のフローチャート216 

出典：外務省国際協力局開発協力総括課 

『草の根・人間の安全保障無償資金協力パンフレット』（2019 年） 

 

 
216 以下より引用した。 
外務省国際協力局開発協力総括課『草の根・人間の安全保障無償資金協力パンフレット』（2019 年）。 
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第 2 節 独立行政法人国際協力機構（JICA）の取組み 
 JICA は、日本の ODA 実施機関として開発途上国への国際協力を行う機関であり

217
、日

本の二国間援助の中核を担っている
218

。「開発協力大綱の下、人間の安全保障と質の高い

成長を実現」させることをミッションとして
219

、技術協力や有償資金協力、無償資金協力

などの事業を約 150 の国と地域で展開している
220

。技術協力は、日本が持つ技術・知識・

経験を活かして、「開発途上国の社会・経済開発の担い手となる人材育成や制度づくりに

協力」するもので、専門家の派遣や日本での研修などを行うことで、「開発途上国自らの

問題解決能力の向上を支援」する。有償資金協力では、長期返済・低金利といった緩やか

な融資条件の下で、インフラ整備など開発途上国の発展のための取組みに対して資金の貸

し付けを行っている（円借款）。また、開発途上国で行われる民間事業を資金面から支え

る海外投融資もある。無償資金協力は、開発途上国に対して無償で資金を供与し、学校や

病院などの施設整備や資材・機材の調達を支援するものである
221

。 

 

第 1 項 ミッションとしての取組み 
 JICA は、そのミッションとして「開発協力大綱の下、人間の安全保障と質の高い成長を

実現」を掲げている。「人間の安全保障」を「人々の保護と能力強化を通じて、すべての

人々が、恐怖と欠乏から免れ、尊厳を全うすることができる世界を創る」理念であると定

義している
222

。加えて、『「誰一人取り残さない」世界の実現を目指す SDGs の根底にあ

り、日本がいち早くその重要性を国際社会に提唱してきたものである』と説明している
223

。

この「人間の安全保障」の実現に向け、JICA は、以下の3つの視点を重視して自助努力を

支援している
224

。 

 

① 人々の「命、暮らし、尊厳」を守ることに貢献。 

② 人々が自らの可能性を追求できるように、人・組織・社会の能力強化（エンパワメン 

  ト）を支援。 

③ 多様な脅威に対して強靱な社会（システム）を創ることに貢献 

 

 
217 JICA「JICA について」https://www.jica.go.jp/about/index.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 20 日）。 
218 JICA『JICA 2020 ANNUAL REPORT 国際協力機構 年次報告書』（2020 年）13 頁。 
219 JICA「JICA のビジョン」https://www.jica.go.jp/about/vision/index.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 17
日）。 
220 JICA「前掲（注 218）」13 頁。 
221 JICA「前掲（注 218）」13 頁。 
222 JICA『新時代の「人間の安全保障」－JICA の取組み－』（2019 年）3 頁。  
223 同上、2 頁。 
224 同上、3 頁。 
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 また、JICA は 2019 年 10 月にパンフレット『新時代の「人間の安全保障」』を発行し、

これまでに「人間の安全保障」の実現に向けて JICAが取り組んできた活動事例についてま

とめている。具体的には、「人間の安全保障」の今日的課題と JICAのアクションとして、

平和と秩序に関する新たな取組み、貧困・格差の拡大や高齢化に関する新たな取組み、気

候変動や環境及び科学技術の進展に関する新たな取組みなどが事例として挙げられている。 

 加えて、JICA が考える新時代の「人間の安全保障」について、『mundi』2020 年 11 月号

にて詳しく言及されている
225

。「人間の安全保障」が提唱され 25 年以上が経過したが、そ

の間に人々を取り巻く環境や社会の変化とともに、人々を取り巻く脅威についても変化し

ていることに触れ、「コロナ危機によって困難な状況に追い込まれる人が増えたうえ以前

から社会・経済的な困難に直面していた人々はより大きな影響を受けている。感染症以外

にも紛争やテロ、民族・宗教的少数者への差別や抑圧、貧困、栄養不良など、人々の“命、

暮らし、尊厳”に対する脅威が多く存在している。さらに、最近になって貧富、の格差の

拡大、非感染性疾患の増加や高齢化がもたらす保健や社会保障制度上の課題、気候変動、 

の影響で頻発・激化する自然災害、デジタル格差の拡大、科学技術の進歩が社会に与える

影響、自由・権利の抑圧など、新しい脅威も増えて複雑化している。」と述べている。ま

た、人々を取り巻く脅威が増えかつ新しくなっているということは、「人間の安全保障」

に対する取組みのあり方や脅威課題への対応の見直しが必然であることは明白である。そ

れについては、「今の時代には、頻発する自然災害から人々を守る防災や、より質の高い

教育と人材育成などを通じてデジタル格差にも対応しなければ、人間の安全保障を実現す

ることはできない。」と述べている。 

 

第 2 項 JICA 緒方貞子平和開発研究所の取組み 
 JICA 緒方貞子平和開発研究所は実務者（現場）と研究者の結びつき強化の役割を担うた

め、JICA に設置されている研究所であり、支援現場と接しているという実施機関ならでは

の情報力を持つことが強みである
226

。「平和と開発のための実践的知識の共創」をビジョ

ンの下、「国際的な学術水準の研究を行い、積極的に発信する」「現場で得られた知見を

分析・総合し、事業にフィードバックする」「人間の安全保障の実現に貢献する」という

基本方針を掲げている
227

。研究成果を発信するため、ワーキングペーパー、ポリシーノー

ト、プロジェクトヒストリーといった出版物を発刊している
228

。 

 
225 JICA 「新時代の人間の安全保障 すべての人に安全と尊厳を」『mundi』（2020 年）4 頁。 
226 JICA 研究所 武藤亜子氏へのヒアリング（実施日：2020 年 6 月 30 日）。 
227 JICA「研究所のビジョンと基本方針」https://www.jica.go.jp/jica-ri/ja/about/policy.html（最終閲覧日：

2021 年 1 月 18 日）。 
228 JICA「出版物一覧」https://www.jica.go.jp/jica-ri/ja/publication/lists.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 18
日）。 
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 JICA による「人間の安全保障」に関する研究では、東アジアの研究者 36 名と実務家が

参加した「東アジアにおける人間の安全保障の実践」についての研究がある。この研究で

は、東アジア諸国は地震、津波、感染症といった生活の安全が脅かされる「脅威」を認識

しており、かつ「人間の安全保障」の考え方が浸透している国が多いことがわかった。日

本も積極的に支援を行っており、東アジアは「人間の安全保障」と密接な関係にある。一

方で、人間の安全保障と国家安全保障は両立されるべきものであるが、安全保障が武力や

国家権力を連想させる言葉であるため「人間の安全保障」という言葉が公的文書に取り入

れられていない国もあるという
229

。JICA はこの研究を通じて、以下の 3 つの提言をした
230

。 

 

①援助関係者は、危機の発生直後には国家の保護機能の強化を支援すべきだが、その 

  後は適切なタイミングを見極めて、支援の重点を人々自身の行動能力の強化へと移 

  すことが必要である。 

②援助関係者は、危機の発生に際しては、現地の政府と協力するだけでなく、国境を 

  越えて官民やマルチステークホルダーが連携するネットワークを活用し、現場のニ 

  ーズを聞き取り、それに応えていく必要がある。 

③援助関係者が平時から被援助国の主権を尊重した支援を継続し、信頼関係を構築し 

  ていると、危機の発生に際しても、迅速かつ有効な緊急支援が可能になる。 

 

第 3 節 小括 
 以上、第 3章では、日本の ODA二国間援助を通した「人間の安全保障」の取組みを振り

返った。二国間援助の実施機関として、JICA は開発途上国への国際協力を行っている。

「人間の安全保障」に関して、定義づけをし、また「人間の安全保障」の実現に向けて持

つべき視点を明確に示していた。JICA 緒方貞子平和開発研究所は実務に接している実施機

関が持つ情報を、研究に取り入れ調査・分析を進めている。さらに、研究成果をまとめ、

発信することを通して、実施機関に「人間の安全保障」に関する情報をフィードバックす

ることにも繋がっている。 

 ODA の 3 つの協力形態のうち、「草の根無償」は「人間の安全保障」のアプローチを取

り入れた支援に、NGO や非営利団体が実施主体として取り組んできている。これは、基本

的には相手国政府ではなく、現地における開発上のニーズに迅速に対応できる仕組みにな

っており、比較的小規模で展開されていることが確認できた。 

 
229 JICA 研究所 武藤「前掲ヒアリング（注 226）」。 
230 JICA 研究所「人間の安全保障の再考－東アジア 11 か国の研究からの提言－」『JICA-RIポリシーノー

ト』第 3 号（JICA 緒方貞子平和研究所、2018 年）。 
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第 4 部 「人間の安全保障」の持つ諸課題と政策提言 
 第 3 部までに概説した「人間の安全保障」の歴史的経緯、さらに各機関の取組みや現状

などを踏まえつつ、第 4 部では、「人間の安全保障」の国際的推進に関する調査とその結

果を踏まえ、具体的な提言内容を説明する。 

 本ワークショップでは前期・後期の文献調査やヒアリング調査などを通して得られた問

題意識に基づき、「人間の安全保障」が現在直面している課題を抽出する作業を行った。

「人間の安全保障」アプローチは、現在の国際社会においてもまだ普及の余地があるにも

関わらず、国際的な推進におけるモメンタムが失われているという事態について、幾多の

課題・問題点が議論の中で提起されたが、それらは大まかに 4 つに分類することができた。

以下では、そのような類別を基盤とし、政策提言として本稿に示したい。もっとも、これ

ら各提言は相互に密接な関連を有し、相互に作用をもたらす。 

 各提言は同様の課題意識を嚆矢として展開されており、合わせて実施されることで「人

間の安全保障」の国際的な推進に相乗効果をもたらす。本ワークショップは、4 つの政策

提言をもって、今後の日本政府や関連の国際機関をはじめとした種々のアクターに対して、

「人間の安全保障」の今日的状況における視座を提供すること、そして今後の政策の方向

性を示唆することを目的とする。さらに、政策提言の間にシナジーを生むことでさらなる

国際的推進を後押しすることを強く期待する。 

 

 

第 1 章 「人間の安全保障」推進のための各国・各機関の連携強化 
 

第 1 節 現状と課題：実践として進まない連携 
 

第 1 項 背景 
 「人間の安全保障」は、人々を中心に課題を捉えることで、人々が直面する広範囲にわ

たる複合的な脅威に取り組むものである。それら脅威は複雑に絡み合っており、かつ長期

にわたるものも含まれている。そのために、人々の生活のあらゆる側面に波及してコミュ

ニティ全体に影響を与えたり、国境を越える可能性があったりと、それらの解決には包括

的なアプローチが必要不可欠である。また、広範囲にわたる複合的な脅威は、政府、国

際・地域機関、NGO などの市民社会とコミュニティの間で連携を強化する必要性を浮き彫

りにしている
231

。 

 
231 国際連合広報センター「人間の安全保障のアプローチ」

https://www.unic.or.jp/activities/human_security/human_security_approach/ （最終閲覧日：2020 年 12 月 1
日）。 



 

71 

 

 そこで求められるのは、人々を中心とした、包括的かつ文脈に応じた、また、予防的観

点を重視した対応である。これをより積極的な実践にするためには、各国の関係機関の間、

または、政策レベルと現場レベルでの連携が必要である。 

 

第 2 項 現状と課題 
 「人間の安全保障」の実現のための包括的アプローチを下支えする連携の必要性は、

「連携」をキーワードとして文献や書籍、記事を調べると数多く出てくる通り、国連をは

じめとして様々なレベル（政策レベル、現場レベルなど）、各セクターなどで認識され、

具体的な実践と共に取り組まれ、議論されている。実践事例としては、国際機関によって

開発援助が実施される上で、支援を受ける国家における国連機関の一貫性が必要であると

の課題がこれまで提起されていた。それに対して、各国際機関の連携を強化することを目

的とした“Delivering as One232”（以下、「DaO」という）や、国際社会や国連機関との連携

強化が必要不可欠であるとして各国レベルでの国際機関などの援助機関の協調を求めてい

る UHC などがある。 

 

（1）Delivering as One（DaO） 

 DaO とは、国際機関が開発援助プログラムを実施する開発途上国において、複数の国際

機関がそれぞれの援助戦略、計画、プログラムの内容をより整合性のとれた相互補完的な

ものにするために連携する取組みである。DaO の取組みについて、2012 年当時、東京大学

で国際協力学の客員研究員を務めていた前川美湖氏は「整合性に欠ける様々な援助プログ

ラムが開発途上国に持ち込まれることにより、途上国政府の援助吸収能力を超えた過剰な

援助が行政負担を強いるという弊害については、既に 1960 年代から指摘されている。この

現象はいわゆる「援助の爆撃」問題として 2001 年に世界銀行に指摘され、広く取り上げら

れるようになった。国連においても援助プログラムの重複によって生じる二重投資を減ら

し、プログラムの細分化を防ぐために、様々な改革の試みがなされてきた。DaO は、その

中でも最も新しい改革プランの 1 つで、2006 年に国連事務総長の下に設立された首相、元

国家元首、政治家、有識者らから構成された「開発・人道支援・環境分野の国連システム

の一貫性に関するハイレベルパネル」という有識者会議によって提案されたものである。」

と著書の中で紹介している
233

。また、「通常、20超の国際機関が 1 つの開発途上国で様々

な開発プログラムを実施している。実施国において、それら全てのプログラムを共通の枠

組みで再構成して、統合し、各々の要素が共通の開発目的に資するように、「ひとつのプ

 
232 UNIDO, “UNIDO IN THE UNITED NATIONS SYSTEM-WIDE COHERENCE AND DELIVERING AS ONE: 
A multi-pronged approach to achieving common goals,” (2015). 
233 前川美湖『国連マネジメント改革－Delivering as One イニシアティブの分析・評価と国連機関の援助効

果を高める上での課題』（2012 年）。 
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ログラム」とその資金的枠組としての「ひとつの予算枠組み」を構築することが、ハイレ

ベル会合によって提唱された。」と述べている
234

。従来から任命されている、国連システ

ム（国連全体）の国レベルの（現場の）調整役である「国連常駐調整官（レジデント・コ

ーディネーター）」を「ひとりのリーダー」として再認識し、「ひとつのプログラム」と

「ひとつの予算枠組み」の作成、実施、モニタリング・評価において主導的役割を果たす

ことが提案された
235

。一方で、国際機関が提供するサービスの全体的な質と有効性を向上

させるために設計された包括的な枠組みとは対照的に、DaO イニシアティブの実施が機械

的なプロセスと見られがちなのが現状である
236

。 

 

（2）ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）  

 UHC とは、すべての人とコミュニティが経済的困難に苦しむことなく必要な医療サービ

スを受けることを意味し、これには、質の高い医療サービス、健康増進から予防、治療、

リハビリテーション、緩和ケアまでの全てが含まれる
237

。UHC 達成のためには「保健医療

サービスが身近に提供されていること」、「保健医療サービスの利用にあたって費用が障

壁とならないこと」の 2 つが達成される必要があることから、2017 年 7 月の国連総会では

「必要不可欠の公共医療サービスの適用範囲」と「家計収支に占める健康関連支出が大き

い人口の割合」を SDGsにおける UHC指標とすることが採択された。UHCを達成するため

には、物理的アクセス、経済的アクセス、社会慣習的アクセスの 3 つのアクセスの改善に

加え、提供されるサービスの質が高まることが重要である、と JICA が言及している
238

。

UHC の実現に向けて、2014 年 9 月、ニューヨークにて日仏タイ共催の UHC イベントを開

催し、岸田外務大臣（当時）が冒頭挨拶を行い UHC達成に向けてグローバルリーダー達が

連携して行動することの重要性を訴えるなど239
、二国間支援においても、官民連携や産官

学の連携の重要性について言及されている。また、2020 年に実施された医療国際展開タス

クフォース会議においても、国内外の産業界活動との連携、アジア規制当局のリーダー間

の連携、WHO との連携、WHO での事前認証（PQ）関連部門と医薬品医療機器総合機構

（PMDA）を含めた関係機関との連携、産官学の連携、日本とアジア諸国の連携、各国の

諸機関・国際機関などとの連携とあらゆる連携の必要性について言及されている
240

。 

 
234 同上。 
235 同上。 
236 The Human Security Unit, “Framework for Cooperation for the system-wide application of Human Security 
Prepared,” (2015). 
237 WHO, “Universal health coverage (UHC),” https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/universal-health-
coverage-(uhc) (Accessed: 5th Jan 2021). 
238 JICA 「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）」 https://www.jica.go.jp/aboutoda/sdgs/UHC.html 
（最終閲覧日：2021 年 1 月 22 日）。 
239 外務省国際協力局『医療の国際展開における外務省・JICA の取組』（2014 年）。 
240 医療国際展開タスクフォース『「アジア医薬品・医療機器規制調和グランドデザイン」実行戦略

（案）～ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ推進の観点から～ 』（2020 年）。 
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 このように、政策レベルや現場レベルにおける連携の必要性については認識されている

一方、その十分な実践については未だ課題が多い状況である。「人間の安全保障」の実現

のためには包括的アプローチが必要であることや、そのための連携の必要性や重要性が認

識されているにもかかわらず、政府、国際・地域機関、NGO などの市民社会とコミュニテ

ィの間での連携が積極的に推進されない理由としては、「現場レベル」、「政策レベル」

及び「政策と現場の縦のレベル」それぞれで、少なくとも以下のような課題が存在してい

ることが明らかとなった。 

 

第 3 項 現場レベルにおける連携 
1 つ目の現場レベルにおける連携は、先にも述べた通りその必要性や重要性は各機関に

おいても認識され、それぞれのセクター、機関によって取り組まれている例もある。実践

されているケースとしては、「人間の安全保障基金」の助成を受けて実践された事業や

JICA の事業が挙げられるが、「人間の安全保障」のアプローチを活用し、連携や包括的な

課題解決のアプローチが採用されているケースが多いとは言えない状況である。 

 「人間の安全保障」のアプローチ、すなわち連携や包括的アプローチを用いた活動・事

業が推進されていない理由について、ヒアリング調査から抽出された課題は以下の通りで

ある。 

 「人間の安全保障基金」のプロジェクトを受託している国際機関で言えば、UNDP、

UNICEF、UNHCR については、その規模の違い・現場の拠点の有無、財務状況やオペレー

ションの相違点などが挙げられる。これらのハードルが解決されない中で、各機関が掲げ

るビジョンやミッション、その戦略のもとでの支援活動に重きが置かれ、各機関が単独で

取り組む活動が優先される現状があり、「人間の安全保障」のアプローチの優先順位が高

くないということが課題として導かれた。また、連携する上での課題に対して、各機関が

連携し支援にあたることの優先順位が低いこと、緊急から開発フェーズへの移行期に支援

スキームを適用する柔軟性が低いことや各スキームの資金が少額であることが挙げられた。 

 

第 4 項 政策レベルにおける連携  
 政府間の政策協議や国際機関との政策協議、また閣僚、首脳レベルの会談などを通して、

2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）の「人間の安全保障」の共通理解の重要性を改め

て共有し、その共通理解を踏まえて現場における「人間の安全保障」の実践を強化してい

くことについて、双方で認識を一にするように働きかけることが重要である。また、この

後に述べる第 3 章の「人間の安全保障基金」の提言にも関連するが、実践を担っている国

連の「人間安全保障基金」による活動の重要性を共有し、同基金のプロジェクト数をさら

に増やすために拠出を働きかけることも肝要である。 
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 政策協議を通じて、その国の政府、その機関の本部における「人間の安全保障」の政策

上の重要性が高まり、ひいては、各国、各機関の戦略計画、政策、施策に「人間の安全保

障」が反映されれば、現場における「人間の安全保障」の取組み推進の優先順位にも反映

され、現場レベルでの連携の後押しになると考えられる。現場での「人間の安全保障」の

推進、そのための連携強化のハードルを乗り越えて、活動を展開するためには、現状の支

援スキームについて本国・本部の政策レベルからコミットメントが必要である。この点に

ついては、外務省やNGOへのヒアリング調査からも、現場での連携強化を促進するような

本国政府、各機関の本部による財政上の手当、戦略計画など本国の政策でのコミットメン

トが十分でないということが課題として導かれた。 

 

第 5 項 政策レベルと現場レベルの縦のレベルにおける連携 
 「政策レベル」と「現場レベル」に加えて、政策と現場レベルの縦のレベルにおいても、

連携は必要である。現場レベルにおける連携を推進するためにハードルになっていること、

その例としては、各支援スキーム（「人間の安全保障基金」や「草の根無償」など）のプ

ロポーザルや報告書のフォーマットと、報告のスパンなどの違いや資金の乏しさなどとい

った課題が存在することが指摘される。それらが改善されていない現状については、JICA

やNGOへのヒアリング調査からも確認ができた。これら現場レベルが感じている課題につ

いて、各支援スキームを運営したり企画したりする政策レベル側に情報が届いていない、

あるいは届いていたとしても具体的な対応策が検討されていないということが考えられる。 

 また、「人間の安全保障」の現場レベル・政策レベルでの推進は、両輪で進めていく必

要がある。日本の「人間の安全保障」の推進において、パートナー国・機関がどこなのか、

どういったアプローチで進めるのかといった情報共有が必要である。 

 ここで、第 3部 3章で取り上げた日本政府及び外務省の取組みや、JICA の取組みにも着

目したい。日本政府は、「人間の安全保障」について従来から力を入れて取り組み、国連

総会決議の採択においてもリーダーシップを発揮し、国連日本政府代表部によるステート

メントを含め国際社会における「人間の安全保障」の普及・推進に積極的に取り組んでい

る。また、ODA 実施機関である JICA は、「開発協力大綱の下、人間の安全保障と質の高

い成長を実現」させることをミッションとして、「人間の安全保障の実現に貢献する」と

いう基本方針を掲げている
241

。また、JICA 緒方貞子平和開発研究所では、「人間の安全保

障」の実践的研究を含め、開発途上国で「人間の安全保障」の推進に取り組んでいる。こ

のように、日本政府及び JICAがそれぞれ積極的に「人間の安全保障」の国際的な推進に取

り組んでいるが、「人間の安全保障」の推進について定期的に連携を図るような取組みは

実施されていないことが、外務省や JICAへのヒアリング調査からも確認ができた。 

 
241 JICA「前掲（注 225）」。 



 

75 

 

 これらにより、「政策レベル」と「現場レベル」の縦のレベルでの連携においては、現

場が感じている支援を行う上で、政策レベルで十分に把握されず、改善されていないこと

が明らかになった。それに加え、現場レベルでの「人間の安全保障」の推進において、

「現場レベル」と「政策レベル」が別々の役割を持ち、積極的な連携が図られずに進めら

れているということも課題として導かれた。 

 

第 2 節 政策・現場レベルで各国・各機関が連携強化を推進するため取るべ

き施策 
 本節では、「現場レベル」、「政策レベル」、「現場と政策レベル（縦レベル）」での

3つの連携強化の推進について提言する。本章 1節で述べてきた通り、現場レベルでの連携

や、現場の活動を支援する政策レベルでの連携、そして、現場レベルと政策レベルの縦レ

ベルの連携には課題が多く存在し、図 7 の通り、連携が十分に図れていない現状が存在す

る。それに対して、3 つのレベルごとに連携強化を推進するため、具体的に提言を述べて

いく。 

 

 

図 7：政策・現場レベルでの各国・各機関の連携に課題がある状態 

出典：当ワークショップで作成 

 

第 1 項 現場レベルでの連携の推進 
まず「各援助実施機関において、連携の重要性や必要性が認識・優先されるよう、日本

大使館及び JICA が現場レベルで働きかけをすること」を提言する。 

 現場レベルには、日本の関係機関では、日本大使館や ODA 実施機関である JICA、国連

機関では、UNDP、UNICEF、UNHCRのほか、世界食糧計画（WFP）、WHOなどの国際機

関、その他諸外国の在外公館、援助実施機関、国際及びローカルNGOなど様々な機関が存

在する。現場レベルにおける連携の課題は、各機関が掲げるビジョンやミッションの支援
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活動に重きが置かれることで、各機関が単独で実施する活動が優先され、「人間の安全保

障」のアプローチの優先順位が必ずしも高くないことである。国際協力、または開発援助

において、連携の必要性はこれまでも数多くの議論がなされ、具体的な取組みとともに実

践もされてきているが、連携が進んでいない。今回、現場レベル間での連携の推進につい

て、人々を取り巻く複合的脅威の解決のためには、「人間の安全保障」の実現のための包

括的アプローチ、連携強化への十分なコミットメントを確保する必要がある。 

 そこで、各援助実施機関に対して、そのような連携の重要性や必要性が認識・優先され

るよう、日本大使館及び JICA が現場レベルで働きかけをすることを提案する。 

 具体的には、被援助国の支援戦略会議において、日本大使館が「人間の安全保障」の実

現のための包括的アプローチを推進するために、国際機関など援助に取り組む主体との間

の連携の必要性、その実践の重要性について共通認識を持つよう働きかけることなどが考

えられる。 

 このようにして「人間の安全保障」の現場におけるコミットメントが強化されることは、

DaO の効果を高める上でも有効である。「人間の安全保障」の適用について、「人間の安

全保障ユニット」は「人間の安全保障の分析的枠組みを通じて、政策立案者や実務家にマ

ルチステークホルダー・パートナーシップ・モデルを提供し、国際機関間のプロジェクト

の重複や相乗効果の喪失、さらには競争につながることが多い単一機関によるプログラム

のスタイルを脱却することができる」こと、また「人々と政府のニーズ、脆弱性、能力を

まとめて特定し、包括的かつ文脈に応じた、予防的観点からの解決策を進めることで、人

間の安全保障は、評価、計画、DaO の重要な意義を強調する上で役立つことができる」旨

述べている
242

。「人間の安全保障基金」の支援を受けたいくつかのプロジェクトの中間評

価では、国際機関が提供するプロジェクトの全体的な質と有効性を向上させるために設計

された包括的な枠組みとは対照的に、DaO イニシアティブの実施が機械的なプロセスと見

られがちであることが浮き彫りになっている。「人間の安全保障」アプローチは、DaO の

機械論的・手続き論的な問題を変えるのに役立ち、また、複数の国際機関を、人々を中心

とした包括的アプローチで支援にあたるようにするための根拠と分析的枠組みを提供する

こともできる。国レベルでは、「人間の安全保障基金」の支援を受けたプロジェクトが、

DaO イニシアティブを強化するためのパイロットとしての役割を果たしてきた
243

。 

 その一例がタンザニア北西部における事例である。タンザニア近隣諸国との紛争が国境

のコミュニティにもたらした深刻な被害を受けて、国連は、違法な小型武器や小銃の拡散

を食い止め、生計の強化、食糧安全保障の改善、エンパワメント、脆弱な人々の回復力の

強化を目的とした、包括的で文脈に応じ、予防的観点に立った対応策を策定した。キゴマ

市にある共同事務所を拠点に活動する、複数の国連機関は、定期的に会合を開き、それぞ

 
242 The Human Security Unit, supra note 236. 
243 The Human Security Unit, supra note 236. 
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れの行動が、首尾一貫した方法で実施されることを確認した
244

。共同プロジェクトメンバ

ーは、本プロジェクトについて、「このプログラムは、「ひとつの国連」という国連のビ

ジョンを実践した。このプログラムは、6 つの国連機関の技術的知識と実施能力を組み合

わせ
245

、これらの脆弱なコミュニティで暮らす人々が日常生活において持続可能な解決策

を見つけ、平和、発展、安定を求める長期的な展望を持てるよう、 国連機関の対応を強化

する結果となった」と指摘している
246

。 

 また、タジキスタンでは、5 つの国連機関が協力して
247

、ラシュト・バレーの遠隔地で

直面している相互に関連した課題に取り組んでいる。このプロジェクトでは国連機関の専

門知識を結集することで、農業部門を活性化させ、経済と食料安全保障を回復させている。

さらに、持続可能なエネルギー、飲料水、灌漑システムの改善、医療や教育へのアクセス

の向上、紛争管理などが、ラシュト・バレーの脆弱なコミュニティの持続可能な復興をさ

らに支援している
248

。これらの支援は、法的、社会的、心理的支援の改善と合わせて、単

一の組織だけでは対応できない複雑な状況に対応するために必要とされる幅広い支援を提

供している。「人間の安全保障」アプローチを適用して連携することで、タジキスタンに

おける支援実施機関の活動の一貫性が高まったことで、支援プロジェクトの重複を最小限

に抑え、被援助国や裨益者への対応が改善された。その結果、タジキスタン政府は国連の

活動を積極的に受け入れ、ラシュト・バレーの他の地域でもこのアプローチを適用するよ

う国連機関に要請している
249

。また加盟国は、国際社会による統合的な対応を進めるため

の横断的なアプローチとして、「人間の安全保障」の重要性を強調している。すなわち、

「人間の安全保障」アプローチが、人々と各国政府が直面する課題を、人々を中心とした

包括的な理解に基づいて、国際機関全体に貢献するためのより一貫性のある分析・活動の

枠組みを提供し得ることを認識している
250

。そして「人間の安全保障」の適用は、「ひと

つの国連」の積極的な主導と推進を補完または支援し、国際機関全体を「ひとつの国連」

にするため、マルチステークホルダーによる実践の成功例を提供しているといえる。人々

を取り巻く脅威が複合的である今日において、特定の分野や対象にのみ焦点を当てた対応

 
244 UNTFHS, “Strengthening human security through sustainable human development in north-west Tanzania,” 
https://www.un.org/humansecurity/hsprogramme/strengthening-human-security-through-sustainable-human-
development-in-north-west-tanzania/  (Accessed: 5th Jan 2021). 
245 UNDP、 FAO（国連食糧農業機関）、UNICEF、国際連合工業開発機関（UNIDO）、世界食糧計画

（WFP）、国連。  
246 The Human Security Unit, supra note 236.  
247 UNDP、国際連合人口基金（UNFPA）、UNICEF、国連女性機関（UN Women ）、世界食糧計画

（WFP）、国連。  
248 UNTFHS, “Empowering communities with better livelihoods and social protection,” 
https://www.un.org/humansecurity/hsprogramme/empowering-communities-with-better-livelihoods-and-social-
protection/ (Accessed: 5th Jan 2021). 
249 The Human Security Unit, supra note 236. 
250 The Human Security Unit, supra note 236. 
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では、課題解決は望めない。それゆえ、国際機関の専門性を結集した対応が必要であると

考える。 

 現場での連携を確保するためには、前述の通り、被援助国の支援戦略会議において、日

本大使館が「人間の安全保障」の実現のための包括的アプローチに寄与するものとして、

各機関同士の連携の必要性について共通認識を持つように働きかけること、連携において

必要となる調整役が不在の場合にその担い手やサポート役を率先して実践することが重要

である。また、JICA が支援対象国または支援対象コミュニティにおいて新規事業やプロジ

ェクトを企画立案する際、そこに住む人々を中心に捉え、複合的な脅威に包括的に取り組

むために、既に支援に入っている他機関とも情報共有し、これらの機関との連携をプロジ

ェクトに組み込むことも重要である。日本が率先して、現場での連携強化に取り組むこと

によって、「人間の安全保障」アプローチの推進が強化されると考える。 
 

第 2 項 政策レベルでの連携の推進 
日本政府が、各国・国連本部をはじめとした各機関の戦略計画などの政策に「人間の安

全保障」が盛り込まれ、その政策が現場の実践に反映されるよう各国・各機関に働きかけ

ること、その際に、首脳・閣僚級の外交を通じて、「人間の安全保障基金」への各国から

の資金拠出の働きかけを行うことを提案する。 

 ハイレベルの政策協議や首脳・閣僚レベルの外交など、政策レベルにおいて、「人間の

安全保障」を推進するための働きかけが必要である。各支援機関の連携の重要性について、

「人間の安全保障ユニット」が定義した「人間の安全保障のシステム全体の適用のための

協力のためのフレームワーク」が存在する。これに関して、「人間の安全保障ユニット」

のワーキンググループである The Inter-Agency Working Group on Human Security（IAWGHS）

の活動において、同フレームワークの全体的なアプローチは、ニューヨークの国連本部及

び国レベルでの「人間の安全保障」アプローチを支える分野横断的な原則を、より効果的

に適用するための国際機関間の自発的なパートナーシップの 1 つであると示されている。

また、それを実践することで、国際機関全体で「人間の安全保障」への対応を実施するた

めのより大きな連携を促進し、「人間の安全保障」の進展に寄与するとも述べている
251

。 

 前節で述べた通り、「人間の安全保障」が、人々の生存、生活、尊厳に対する広範囲に

わたる複合的な脅威を特定し、包括的に対処するアプローチであることが、現場において

十分に浸透していない。各機関が連携をすること自体にも様々なハードルもあり、「人間

の安全保障」の包括的なアプローチのもとでの連携することの優先順位が低くなっている

ことが、現場レベルの連携の課題となっている。また、「人間の安全保障」は 2012 年に国

連総会決議（A/RES/66/290）でも採択されており、多くの国や国際機関がその共通理解に

 
251 UNTFHS, “INTER-AGENCY WORKING GROUP ON HS,” https://www.un.org/humansecurity/inter-agency-
working-group-on-hs/ (Accessed: 6th Jan 2021). 
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は賛同しているが、必ずしも「人間の安全保障」という表現を用いて実践していない国や

機関もあり、これは共通言語の不在と捉えることもできる。このような現場の課題に対し、

政策レベルでは、戦略計画などの政策・施策に「人間の安全保障」を盛り込み、現場に方

針を打ち出して対処する必要がある。各国の本国、各機関本部において「人間の安全保障」

が政策レベルで明確に位置づけられることにより、現場の実践においても意識付けられ、

現場レベルでの連携強化が期待できる。そのために、日本政府が、各国・国連本部をはじ

めとした各機関の戦略計画などの政策に「人間の安全保障」を盛り込み、その政策が現場

の実践に反映されるよう、働きかけることを提案する。 

 次に、現場において、各機関が「人間の安全保障」の包括的なアプローチのもとで、連

携に掛かる費用が確保される必要がある。「人間の安全保障基金」は、複数の機関が連携

することを前提としたプロジェクトにシードマネーとして資金を提供している。しかし、

「人間の安全保障」の本質的な意味が浸透していないこともあり、同基金に拠出する国が

少なく、資金が減少しているのが現状である。したがって、現場での連携を促進する資金

を確保するために、首脳・閣僚級の外交を通じて「人間の安全保障基金」への各国からの

資金拠出の働きかけを行うことを提案する。 

 

第 3 項 現場・政策レベルでの連携の推進 
 本項では、政策レベル（外務省と JICA 本部）と現場レベル（日本大使館と JICA 事務所）

で「人間の安全保障」に関する定期会議をそれぞれ実施し、相互に情報共有することで、

政策レベルと現場レベルで密な連携を図ることを提案する。 

 政策レベルと現場レベルの縦の連携については、前述した通り、現場レベルで連携を推

進する上でハードルになっている課題を吸い上げ、その対応策の検討がされていないこと、

また「人間の安全保障」の現場レベル・政策レベルでの浸透、推進については、両輪で進

めていく必要があるが、そのための情報共有がされていないこと、連携がとれていないこ

とが課題である。 

政策レベルでは、「人間の安全保障」に関する推進策や戦略を練り、現場に方針を打ち

出す。一方、現場レベルでは、その方針に基づき、「人間の安全保障」の実現に貢献すべ

く、人々を中心に据え、彼らを取り巻く課題に対し包括的なアプローチを活用し、実践に

取り組んでいる。このように、政策レベルと現場レベルで「人間の安全保障」の国際的な

推進に両輪で取り組むのが望ましいが、国として、または機関として、「人間の安全保障」

の国際的な推進が十分に活性化されていない状態にある。 

そこで必要となるのが、政策レベルと現場レベルの相互理解を深めるための、「人間の

安全保障」に関する定期会議である。それぞれの立場で考えている、戦略や施策を共有し、

各担当者が、現状に即した情報を交換・共有することで、互いの「人間の安全保障」の推

進に対する考え方や捉え方を理解することに繋がると考える。このように、密な連携を図



 

80 

 

ることで、相互の役割を理解し、ひいては政策レベルと現場レベルの協力体制の構築にも

寄与すると考える。 

現場レベルで連携を推進するハードルとして、現場での課題が、政策レベル側に十分理

解されておらず、具体的な対応策が検討されていないことが考えられる。上記で述べたよ

うな定期会議が実施することで、現場レベルと政策レベルの担当者が認識を共有し、現場

の対応策を検討する機会が提供される。政策レベルの具体的な対応策の検討が現場に提示

されることにより、現場での連携の課題が解消され、連携が促進しやすくなると考える。 

 

第 3 節 小括 
本章では、「人間の安全保障」の実現のための包括的アプローチを下支えする連携は、

「人間の安全保障」の推進にとって重要かつ必要不可欠であることを踏まえ、「政策レベ

ル」や「現場レベル」、「現場と政策レベル」と様々なレベルにおいて、連携を促進させ

ることを提言した。 

 

 

図 8：政策・現場レベルでの各国・各機関の連携が進んでいる状態 

出典：当ワークショップで作成 

 

 図 8 で示す通り、政府、国際・地域機関、NGO などの市民社会とコミュニティの間での

連携が強化されることで、「人間の安全保障」の国際的な推進が実現できると考える。 
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第 2 章 地域での対話プロセスの創設による取組事例・知見の共有  
 

第 1 節 現状と課題：点在する取組事例を共有する機会の必要性 
 

第 1 項 背景 
 「人間の安全保障」の国際的な推進にあたって鍵となるのは、実践の場で「人間の安全

保障」アプローチを適用し得られた、知見や経験の共有である。本章では、そこに焦点を

当て、調査・分析した。 

 

第 2 項 現状と課題 
 「人間の安全保障」という包括的なアプローチが複合的な脅威に対応するにあたって、

有益であることについては、既に説明した通りである。しかしながら、未だこのアプロー

チが国際的に推進されておらず、各国・各機関の間でもこのアプローチの有用性が十分に

認識・共有されていない。そこで、日本がイニシアティブをとり、「人間の安全保障」を

推進する他の国、機関と協力して、取組事例とその知見を共有しあえる場を創設し、積極

的に「人間の安全保障」アプローチへの認識を高めていくことが求められる。 

 現在、「人間の安全保障」という看板を掲げつつ取組事例を発信している媒体やその主

体として確認できるのは、大きく次の 4 つである。 

 1 つ目は、国連の「人間の安全保障基金」である。同基金のホームページでは、同基金

の下で実施されたプロジェクトが、地域ごとに分類された上で、さらに国ごとに簡潔に紹

介されている
252

。同ページでは、これまでアフリカ諸国 36 か国、アジア太平洋諸国 27 か

国、ラテンアメリカ・カリブ諸国 21 か国、ヨーロッパ諸国 8 か国、中東諸国 2 か国におい

て「人間の安全保障基金」のプロジェクトが実施され、成果を挙げていることが見て取れ

る。 

 2 つ目は、JICA である。JICA が実施したプロジェクトはホームページ、パンフレットや

ポリシーノート、学術論文で「人間の安全保障」の理念と絡めながら、取組事例が紹介・

共有されている。また、JICA 組織内においても取組事例の共有などが行われている
253

。 

 3 つ目は、国際機関である。「人間の安全保障基金」の下で実施されるものは、2 つ以上

の国連機関が連携して支援にあたるというジョイント・プログラム（詳細は第 3 部 1 章 1

節を参照）に特徴がある。同基金の支援に携わっているUNDPやUNICEF、UNHCRなど各

 
252 The Human Security Unit, “UNTFHS,” n.d., https://www.un.org/humansecurity/trustfund/ (Accessed: 5th Jan 
2021). 
253 栗栖「前掲（注 145）」245 頁。 
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国際機関がそれぞれ報告書を作っている。これらの報告書は、プログラムの実施経緯から

実際に得られた成果や課題など、極めて多角的な視点から詳述されている。 

 4 つ目は、各国及びその援助実施機関である。必ずしも「人間の安全保障」という名を

掲げて支援活動が実施されているわけではないものの、2012 年の国連総会決議

（A/RES/66/290）で採択された「人間の安全保障」の共通理解を共有し、各国に合った

「人間の安全保障」の取組みを行っている。この点については各国駐日大使館へのヒアリ

ングからも確認できた。詳しくは以下の通りである。 

 

【タイ】 

 タイ政府は、2002 年に世界初となる「人間の安全保障」の名前を冠した政府省庁として

「社会開発・人間の安全保障省（Ministry of Social Development and Human Security of 

Thailand）」を設置した。同省庁は、障害者・高齢者・子供・女性・少数民族などの比較

的弱い立場に置かれやすい人々の権利と福祉を向上させることを目的としている。 

 元々研究者などの中には「人間の安全保障」に関する知識を持った人が多いタイだが、

この省の設置をきっかけに、タイにおける「人間の安全保障」の実践は、国内の社会福祉

政策に重点が置かれるようになった
254

。 

 在東京タイ王国大使館におけるヒアリング調査では、タイと日本は、UHC において、従

来から協力関係があるため、それに関連した取組事例も多く存在しているという。 

 

【スロベニア】 

 スロベニア政府もタイと同様に、「人間の安全保障」の名を掲げた組織を抱えている。

「人間の安全保障強化のための国際信託基金」（以下、ITF という）は、スロベニア共和

国政府によって 1998 年に設立された人道支援系の非営利組織であり、ボスニア・ヘルツェ

ゴビナの和平合意の履行を支援すること、さらには紛争後の復興も支援することを当初の

目的としていた。 

 これまでに 4億 6千万ドル以上（日本円で約 486億円）の拠出金が集まり、3100 を超え

るプロジェクト・プログラムが実施されている
255

。 

 

 

 

 

 

 
254 Yoichi Mine, Oscar A. Gómez, and Ako Muto, “Human Security Norms in East Asia,” Cham: Springer 
International Publishing, (2019), p. 241.  
255 ITF, “ITF in Figures,” https://www.itf.si/about-us/itf-in-figures n.d. (Accessed: 7th Dec 2020). 
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【スイス】 

 スイスの外交政策は、連邦憲法の規定に基づいている
256

。スイス連邦外務省（Federal 

Department of Foreign Affairs: FDFA）において「人間の安全保障」は外交政策のベースとな

るものとして一般的に理解されている。このスイス連邦外務省（FDFA）に位置づけられ

ている「人間の安全保障部（Human Security Division: HSD）」は個人の安全保障に重点を

置き、暴力や戦争、恣意的な扱いから国民を守ることを目的としている
257

。 

 

【ノルウェー】 

 ノルウェーでは開発援助が重要外交政策であるとされており、具体的には、経済開発、

民主化、人権、良い統治（グッドガバナンス）、貧困撲滅を目的に据えている
258

。 

 ノルウェーには JICA とも類似する援助実施機関として、「ノルウェー開発協力局

（Norwegian Agency for Development Cooperation: Norad）」が存在する
259

。この機関は、ノ

ルウェー外務省に位置付けられている国際協力機関であり、予算も外務省から配分される

形になっている。 

 また、ノルウェーの Knut Vollebæk氏は「人間の安全保障」の推進を担った人物として有

名である。1997 年から 2000 年までノルウェー外務大臣を務め、その後 2001 年から 2007 年

までは駐米ノルウェー大使として活動していた。現在は、「人間の安全保障諮問委員会」

のトップでもあり、現在に至るまで「人間の安全保障」に深く関係している人物である
260

。 

 

【チリ】 

外務省に「人間の安全保障」担当部局として「国際・人間の安全保障部局（International 

and Human Security Division）」が設置されており、平和維持と国際安全保障の分野におけ

る国家目標と利益を達成するために、二国間及び多国間レベルでチリの外交政策を実施す

ることを任務としている。公共・市民の安全保障、チリの航空・通信開発と安全保障、宇

宙空間の平和利用の促進と開発、「人間の安全保障」のコンセプトの多国間での推進、サ

イバーを含む電子通信の安全保障に関する二国間の連携と協力に努めている。 

 チリは特段プロジェクトなどに「人間の安全保障」という言葉を反映させていないもの

の、現在でも地域的に「人間の安全保障」の理念に根差した 6 つのプロジェクトを進行し

ており、特に組織犯罪から子どもや若者を救うべく取り組んでいるという。 

 
256  下記を参照した。 
Swiss Federal Department of Foreign Affairs FDFA, “Foreign Policy Strategy 2020-23,” (2020). 
257 FDFA, “Human Security Division,” (2021). (Accessed: 7th Dec 2020). 
258 外務省「第 3章 諸外国の経済協力 第 3節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要/9. ノルウェー

（Norway）」『2018 年版 開発協力参考資料集』（2019 年）1 頁。 
259 Norad, “About Norad,” https://www.norad.no/en/front/about-norad/ n.d. (Accessed: 7th Dec 2020). 
260 The Human Security Unit, supra note 64. 
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 以上のようなヒアリング調査から各主体が個別に取り組んでいること、またその際に取

組事例は国内で共有されているに留まっている状況が確認できた。 

 また、「人間の安全保障ユニット」のヒアリングからは、「人間の安全保障」アプロー

チへの理解促進のための材料は多く持ち合わせており、「人間の安全保障基金」のプロジ

ェクトはホームページに掲載しているが、それらがうまく外部へ発信しきれていないとい

うことを認識していることを伺った
261

。 

 また、プロジェクトの実施については国レベルでプログラム運営委員会（PSC: 

Programme Steering Committees）が存在している。実際に現場レベルで活躍している人々が

そこで得た知見も積極的に共有していくべきであるが、国レベルより大きな会合やイベン

トに必ずしも参加しているというわけでもない
262

。 

 以上のような問題意識に基づくと、「人間の安全保障」の国際的な推進のために、その

取組事例を発信し、幅広いアクター間で取組事例の共有がなされるためには、国、国際機

関、民間セクターなどの多様性に富んだ主体が参加する対話のプロセスを構築することが

必要だと考える。そして日本がこの対話プロセスの機会を創出することを主導することが

強く期待される。 

 

第 2 節 対話プロセスを通じた知見などの共有・収集 
 前節では、取組事例の共有にかかる現状と課題について説明した。本節では、このよう

な対話をどのように進めることが可能かという論点について、具体的な要素や留意事項を

詳述することとする。 

 

第 1 項 対話プロセスの意義と役割 
 

（1） 対話プロセスの重要性 

 「人間の安全保障」の概念の共通理解については 2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）

の採択をもって合意を得ており、既に実践に移行していると考えられるが、国際社会で

「人間の安全保障」が実践におけるアプローチとして、その有用性が十分に認識・共有さ

れるためには、継続的にこの議題が国際社会で存在感を示すことが必要となる。 

そこで重要になるのが、多様なステークホルダーの参加を可能とし、より開かれた形で

行われる、対話の場である。対話の場を設定しデザインするということは極めて広範な領

域で実施されており、その規模も多様である。大きなもので言えば、国連気候変動枠組条

約締約国会議（Conference of the Parties: COP）や、その中で採択されたパリ協定で掲げられ

た目標を達成すべく実施される対話のプロセスがある。ここでは様々な主体が温室効果ガ

 
261 人間の安全保障ユニット「前掲ヒアリング（注 63）」。 
262 同上。 
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ス削減に向けての取組みを共有し意欲向上を図っている。より小さなコミュニティなどに

根差したもので言えば、地域・まちづくりを進めるにあたって市民参加型で行われる対話

などがある
263

。 

 対話プロセスでは、世界が関心を寄せている事項について、さらに実践・行動という段

階へ進めるべく、各国政府に向けて⾏動の強化・加速化を促すためのシグナルを鮮明に発

信することが期待される
264

。多様なアクターが集い、それぞれが持つ優れた取組事例や知

見を紹介し合うことで問題解決の一助とするほか、目標達成に向けた意識の向上に繋げる

という意図が存在するのである
265

。対話の場を設定することで、「人間の安全保障」に取

り組んで成果を上げた事例を各主体が取りまとめ、それを共有することができる。 

 「人間の安全保障」に取り組むアクターは世界中に存在し、それは必ずしも「人間の安

全保障」を謳っているわけではない。しかし、それらのアクターの活動から生まれた成果

や知見は、多くの場合は広く共有されることなく、各地に点在したままになっているとい

う現状がある。「人間の安全保障」のアプローチが、国際社会においてさらに推進される

ためには、政府や国際機関だけではなく、援助実施機関、国際・ローカルNGOが、そのア

プローチの取組事例、知見を共有し、それぞれに適した取組みを横展開していくことが重

要である。 

 

（2）対話の種類と有する機能 

 以下では、対話プロセスについて具体的にどのような形・種類が存在するのか、また対

話を設定することでどのような目的が達成されるのかという点について考察したい。 

 「人間の安全保障」アプローチを適用したことによって得られた取組事例について、理

解を深めるという目的のもとで設定される対話は、知見や経験の提供・情報交換のための

対話となることが期待される。このような対話について、細分化すると以下のようになる

266
。 

 

（a）フィードフォワードミーティング（“Feed-forward” meetings） 

（b）フィードバックミーティング（Feedback meetings） 

（c）ディスカッションミーティング（Discussion meetings） 

 
263 吉村輝彦「対話と交流の場づくりから始めるまちづくりのあり方に関する一考察」『日本福祉大学社

会福祉論集』第 123 号（日本福祉大学社会福祉学部、2010 年）。 
264 特定⾮営利活動法⼈気候ネットワーク「COP24 カトヴィツェ会議の結果と評価～パリ協定の実施指針

に合意。IPCC1.5℃特別報告・タラノア対話から、行動強化へ～」（2018 年）2 頁。 
265 タラノア JAPAN「イベントレポート問われる各国の行動と実践 −タラノアの精神が示したもの−」
（2019 年） http://copjapan.env.go.jp/talanoa/articles/17/（最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
266 以下を参考にした。 
国土交通省 国土技術政策総合研究所「第 3章 コミュニケーションの進め方（プロセス設計）」『社会資

本整備における住民とのコミュニケーションに関するガイドブック』（2007 年）。 
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（a）フィードフォワードミーティング（“Feed-forward” meetings） 

このタイプのミーティングはあるアクターが共通の課題認識を持ったグループに

対し、一方的にプレゼンテーションなどを行うことで何らかの政策について告知を

行ったり、計画を発表したりするものである。 

 

（b）フィードバックミーティング（Feedback meetings） 

これは、あるアクターが特定のテーマについて、参加する側から何らかの意見を

受けることを目的に実施し、多数のアクターから少数へのインプットが行われる。 

 

（c）ディスカッションミーティング（Discussion meetings） 

ディスカッションミーティングはその名の通り、参加主体が議論を自由に行い情

報の交換を行うことで、共通の問題意識について取り組み、具体的な解決策を模索

するものである。したがって、オープンな情報交換の場となり相互理解が促進され

ると考えられる。 

 

（3）取組事例を収集・共有するための場としての対話 

 上記（2）で述べた中でも、「人間の安全保障」についての対話を実現する上で重視し

たいのが、取組事例を収集し共有するための場として機能する対話プロセスである。取組

事例を持っているアクターからはそれらを提供・共有することが重要であり、それに対す

るフィードバックも必要である。 

 対話プロセスではディスカッション形式を取ることが最も望ましく、参加主体全てが積

極的に意見交換を行う場となるべきだと考えられる。 

 

第 2 項 モデルとなる対話プロセス 
 「人間の安全保障」については、上述のような取組みは存在していなかったものの、他

分野においては、「「人間の安全保障」対話」を実現するにあたって参考になるような事

例が多数存在する。以下では、それらのいくつかを取り上げ、「人間の安全保障」アプロ

ーチの有用性が十分に認識・共有されるための要素を考察したい。 

 対話プラットフォーム・会合と称される取組みは、環境問題への意識の高まりも相まっ

て同分野で特に顕著に見られる。実際のプロセスでは、国際的な枠組下における、それぞ

れの主体の取組み、知見やデータが共有されたり、政策対話が行われたりしている。 
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（1）タラノア対話267 

 タラノア（Talanoa）とは、フィジーと太平洋諸国で古くから使われてきた言葉で、「包

摂的、参加型で、透明性のある対話プロセス」のことを意味する。タラノアの目的は、対

話のプラットフォームの中でストーリーを共有し、共感と理解を深めていくことで、集団

全体のために賢明な決断を下すことにある。それによって、多様なアクターが協力しなが

ら世界の気候アジェンダを前進させていこうとするのである。タラノアの対話プロセスで

は、ストーリーを語ることを通し、自らの持つアイデア、スキル、そして経験を共有する

ということが重視されている。 

 2015 年の国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（以下、COP21 という）において採

択された、パリ協定の中で掲げられた「世界全体の平均気温上昇を 2℃より十分に低く抑

える」という、いわゆる 2℃目標の達成に向けて、国連気候変動枠組条約第 23 回締約国会

議（以下、COP23 という）の際に立ち上げられたのが、タラノア対話である。この対話プ

ロセスは、より細かい実施方法がフェーズ分けされており、目標達成に向けて着実な取組

みを推奨している。 

 まず、対話プロセスは大きく、準備フェーズ（Preparatory Phase）と政治フェーズ

（Political Phase）の 2 つに区分される。それぞれについて、概説したい。 

 

（1-a）準備フェーズ（Preparatory Phase） 

 

図 9：タラノア対話の準備フェーズの流れ 

出典：UNFCCC, “Informal note by the Presidencies of COP 22 and COP 23 

- Talanoa dialogue Approach,” (2017), p.3. 

 
267 以下を参考にした。 
UNFCCC, “Informal note by the Presidencies of COP 22 and COP 23 - Talanoa dialogue Approach,” (2017).  
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 準備フェーズとは、次のステップである政治フェーズの基盤を作る上で重要なものであ

る。準備フェーズは、対話プロセスが立ち上げられた 2017 年 11 月以降からの開始となっ

ており、2018年 1月から国連気候変動枠組条約第 24回締約国会議（以下、COP24という）

までの 1 年間となっていた。締約国だけでなく、非締約国も含め、全てのステークホルダ

ー（国際機関、企業、自治体、市民社会など）は、対話での共有材料となる自らの取組み

（インプット）を準備することが求められた。これらはオンライン上に設けられた公式の

プラットフォームにアクターごとに分類され、掲載される
268

。そして対話の実践を支援す

るために、地域・国家レベルから世界的レベルまで、様々なイベントなどの開催に協力す

ることとなっていたのである。議論をしていく中で集められたインプットは、COP23 及び

COP24 の議長国の下で、全てサマリーが作成される。準備フェーズの半ばとなっていた

2018 年 5 月の議論では、「ハイレベル・チャンピオン
269

」のサポートを得ながら、専門家

会合（Technical Experts Process）やグローバル気候行動（Global Climate Action）を含む、

様々なアクターや機関からのインプットに基づいて、3 つの中心的なトピック①Where are 

we?（我々はどこにいるのか）、②Where do we want to go?（どこに行きたいのか）、

③How do we get there?（どうやって行くのか）について意見交換され、このトピックに対

応するインプットを各主体がそれぞれ提出することとなった。これらタラノア対話の準備

フェーズで収集されたインプットは、オンラインプラットフォームで共有され、誰でもア

クセスできるように開かれた情報となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
268 UNFCCC, “2018 Talanoa Dialogue Platform,” (2018), https://unfccc.int/process-and-meetings/the-paris-
agreement/the-paris-agreement/2018-talanoa-dialogue-platform (Accessed: 19th Dec 2020). 
269 外務省によると、「チャンピオンとは、2016 年から 2020 年までの間、COP 議長により 2名ずつ任命さ

れ、政府や様々な非政府主体による気候変動対策のためのイニシアティブの強化・立ち上げを促進するた

めの様々な活動を行う者を指す。」 
外務省「国連気候変動枠組条約第 22回締約国会議 閣僚級非公式準備会合（プレ COP）」（2016 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page22_002722.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
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（2-b）政治フェーズ（Political Phase） 

 

図 10：タラノア対話の政治フェーズの流れ 

出典：UNFCCC, “Informal note by the Presidencies of COP 22 and COP 23 

- Talanoa dialogue Approach,” (2017), p.4. 

 

 政治フェーズでは、締約国のハイレベル代表（閣僚級）が一堂に会し、パリ協定第 4 条

1項で言及された、長期目標に向けた進展に関する締約国の総合力を評価し、同協定第 4条

8項に基づき国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution）について通知する。 

 この政治的フェーズは、閣僚の参加を得て、COP24 で行われた。同フェーズでは、準備

フェーズで各主体から寄せられたインプットを元に、閣僚レベルでの基調講演を行い、政

治的声明を発出する。円卓会議なども行われ、閣僚間でも対話形式での議論が行われる。 

 対話プロセスの閉会会合では、COP23及び COP24の議長国が、円卓会議から得られた成

果（アウトプット）をサマリーや報告書として取りまとめる。このように、成果を発信す

ることで参加アクターに対して前向きな目標をシグナルとして示すことができる。対話の

成果は、政治的なモメンタムを捉えること、さらに締約国が目標達成のために役立つ知見

や情報を提供することにもつながる。 

 

 以上を踏まえると、タラノア対話は大まかに3つの特徴があると考えられる
270

。第1に、

1 回限りのイベントではなく、年間を通したプロセスであるという点で、通常のシンポジ

ウムなどとは異なり、2 つのフェーズにわたり段階的に対話を進めていくということであ

る。第 2 に、各地域でモメンタムを形成することを呼びかけているという点である。そし

 
270 以下を参考にした。 
山岸尚之『COP24 におけるタラノア対話について 削減目標強化へのメッセージは出るのか？』（2018
年）2 頁。 
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て第 3 の特徴は、「対話」という形式をとり、正式な交渉とは別のラインにおいて、生産

的・建設的な対話を目指していることである。 

 

（2）移民や避難民に関する対話 

 気候変動以外の分野でもマルチステークホルダーを巻き込んだ、開かれた対話が実践さ

れている。 

 

（2-a）国際移住機関（IOM）による、「移民に関する国家間協議メカニズム（ISCM）」

と「移住と移住ガバナンスに関する政策対話（IOM policy dialogue on migration and 

migration governance271）」 

 「移民に関する国家間協議メカニズム（Inter-State Consultation Mechanisms on Migration: 

ISCMs）」とは、移民分野での協力を進めていくことについて、国家が関心国を主導し、

政策対話を通して情報共有を行うものである
272

。この対話メカニズムには、グローバルな

レベル以外にも、2 つ以上の複数の地域間で行われる場合（interregaional）や、ある地域

（regional）において行われる場合がある。このメカニズムのもとで行われる対話は、公

式・非公式共に存在するが、特定のテーマを掲げてそれについて議論が進められることも

ある。 

  

（ 2-b ） PCCM-HS (the Pacific Climate Change Migration and Human Security)   

Programme273 274 

 「気候変動によって生じた移民と人間の安全保障（PCCMHS）プログラム」は、太平洋

地域の政府高官などから構成され、2020 年からこれまでに 6 つの地域政策対話シリーズを

主催してきた。国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）及び IOM との連携のもと、太

平洋諸国が気候変動と移動の「人間の安全保障」への影響を検討する。このプログラムは、

関連する世界・地域・国のイニシアティブについて議論し、気候変動に関連した移民の保

護を確保するために、地域が取るべき選択について検討する機会となった。 

 
271 IOM, “ISCMs, Policy dialogue on migration and migration governance,” (2020), https://www.iom.int/iscms-
policy-dialogue-migration-and-migration-governance  (Accessed: 19th Dec 2020). 
272 IOM, “Inter-State Consultation Mechanisms on Migration,” (2020), https://www.iom.int/inter-state-consultation-
mechanisms-migration (Accessed: 19th Dec 2020). 
273 IOM, “Pacific Governments Begin Regional Policy Dialogue on Climate Change, Migration and Human 
Security,” (2020), https://www.iom.int/news/pacific-governments-begin-regional-policy-dialogue-climate-change-
migration-and-human-security (Accessed: 19th Dec 2020). 
274 ESCAP, “Pacific Climate Change Migration and Human Security (PCCM-HS),” (2020), 
https://www.unescap.org/announcement/pacific-climate-change-migration-and-human-security-pccm-hs (Accessed: 
19th Dec 2020). 
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 同プログラムは、非公式の対話や議論を行い、各国政府のネットワークを構築していく

ことを目的としている。そのような目標を達成すべく、移民に関係する法律や政策を議論

し、その政策の一貫性を確認したり、さらに新たな法律や協定の策定につなげたりするな

ど、積極的な情報交換の取組みが行われているのである。したがって、これは後述のよう

に日本が主導してきた JCIE における知的対話と対比して、海外での「人間の安全保障」に

関する対話として先駆けになるものである。 

 

（3）JCIE における知的対話 

 既に第 3 部 3 章において日本政府の取組みの一環として JCIE については言及したが、

「「人間の安全保障」対話」のモデルとしても、参考になる点が多い。JCIEは 1970年に創

設されて以来これまでに、「人間の安全保障」を含め、様々なテーマで政策対話を実施し

てきている。カバーしている領域は、「日本の対外関係の強化」、「地球規模課題」への

貢献、「社会の多様性の促進」の 3 つであり、各分野において政策対話から人物交流、さ

らには調査研究まで、様々な取組みを実施してきている。それは日本国内の参加者だけに

とどまらず、各国の有識者やオピニオンリーダーと呼ばれるような人々とも相互に連携し、

3 つの領域で日本が国際社会において果たすべき役割を、いかに強化させていくかについ

て議論が交わされている。 

 特に地球規模課題については 2000 年代初頭からグローバルヘルス（国際保健）に注目し、

官民が一体となって国際貢献を促進するために、関係者の間で情報共有や意見交換が活発

に行われている。開発途上国における保健衛生問題が議題として大きく取り上げられるよ

うになったのは 2000 年に開催された、九州・沖縄 G8サミットであった。その後も国際保

健は、日本が議長国として取り行った 2008 年洞爺湖 G8サミットにおいてや、また日本が

主導して開催した同年の第 4 回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）で重要な議題として取り上

げている。この他、2008年 1月 26日にスイスで行われたダボス会議の特別公演
275

、そして

同年 5 月 23 日に東京で行われた「国際シンポジウム−沖縄から洞爺湖へ−「人間の安全保

障」から見た三大感染症への新たなビジョン」において、当時の福田康夫総理大臣は、国

際保健分野の重要性を幾度となく強調し、「人間の安全保障」という観点からも開発にお

ける最重要課題のひとつであることを確認していた
276

。 

 JCIE ではこれらの動きを事前に見越し、2007 年 9 月に「国際保健の課題と日本の貢献」

研究・対話プロジェクトの運営を始動させた。これは、「人間の安全保障」の理念に立脚

 
275 外務省「ダボス会議における福田総理大臣特別講演」（2008 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/toyako08/doc/080126_davos.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 16
日）。 
276 外務省「福田総理大臣演説「国際シンポジウム－沖縄から洞爺湖へ－『人間の安全保障』から見た三

大感染症への新たなビジョン」」https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/20/efuk_0523.html （最終閲覧

日：2021 年 1 月 16 日）。 
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しつつ、日本が国際保健分野においていかに貢献していくことが可能かについて具体的議

論を交わすための枠組みであり、日本国内の様々な機関・省庁に属する主体から構成され

ていた。研究会自体は非政府かつ非営利の組織として位置づけられており、発足した 2007

年 9月から翌年 2008年 5月末までに実施された 5回の会合を経て、G8サミットで提言を行

うまでに至っている
277

。 

 これらは対話という形によって進められ、国内外において、政府関係者や国際機関、

NGO や研究者などの多様なアクターを巻き込みつつ、議論や研究が行われてきた。例えば、

2007年末から 2008年 2月には、ハーバード大学公衆衛生大学院で保健について専門に研究

している研究者たちと対話を実施し、その成果論文が雑誌「ランセット（The Lancet）」に

掲載されている
278

。 

 2008 年 7 月に開催された G8 洞爺湖サミットでは、「国際保健に関する洞爺湖行動指針

（洞爺湖行動指針）」が示されたが、ここまでの取組みがフェーズ 1 として捉えられてい

る。2008 年 8 月からは第 2フェーズとして、上記の行動指針に基づいた具体的なグローバ

ル・アクションをさらに提言するべく、2008 年 9 月には新たに国際タスクフォース、合わ

せて国際諮問委員会が立ち上げられている。これら組織の目的は、ここまでに形成されて

きた議論のモメンタムを維持しつつ、翌年 2009 年のイタリア・ラクイラサミットへ引き継

ぐことであった
279

。タスクフォースと委員会の活動は対話やワークショップ、会議などを

通じて継続され、2009年 1月 16日には日本政府に最終提言書が提出された。本提言書は、

2008 年と同様に「ランセット（The Lancet）」にも掲載されたほか
280

、当初目標として想

定していたイタリア政府への引き継ぎも無事に行われ、提言書が届けられたのである
281

。 

 このように G8サミットをはじめ、国際保健の政策発展に寄与した JCIE が運営する対話

を通じたプロジェクトは、2009 年 8 月に「グローバル・ヘルスと人間の安全保障」プログ

ラムとして再編され、より強化されることとなった。この委員会は、3ヶ月に 1回程の会合

を実施し、意見や情報の共有を行っているが、構成メンバーや会合の参加者を見てもわか

るように、「人間の安全保障」政策に精通する国内外の有識者や研究者、国際機関などの

幅広い主体が参加する枠組みとなっている。 

 
277 以下が提言として公表された文書である。 
「国際保健の課題と日本の貢献」研究・対話プロジェクトタスクフォース『国際保健、人間の安全保障、

そして日本の貢献』（2008 年）。 
278 Michael R. Reich, Keizo Takemi, Marc J Roberts, and William C Hsiao, “Global Action on Health Systems: A 
Proposal for the Toyako G8 Summit,” The Lancet, (2008), Vol. 371 (9615): pp. 865-869. 
279 保健システム強化に向けたグローバル・アクション・タスクフォース「G8北海道洞爺湖サミット・フ

ォローアップ 保健システム強化に向けた グローバル・アクション G8 への提言」（2009 年）。 
280 Michael R. Reich and Keizo Takemi, “G8 and Strengthening of Health Systems: Follow-up to the Toyako 
Summit,” The Lancet, (2009), vol. 373 (9662): pp. 508-515. 
281 JCIE「「国際保健の課題と日本の貢献」研究・対話プロジェクト第 2 フェーズ（2008 年 8 月～2009 年

6 月）“保健システム強化に向けたグローバル・アクション”」http://www.jcie.or.jp/japan/gt/cgh-
jc/phase2.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 16 日）。 
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 また、直近では 2018 年 12 月に「アジア医薬品・医療機器規制調和推進」タスクフォー

ス、2019 年 11 月に「保健分野の ODA のあり方を考える特別委員会」が、この委員会のも

とで運営される新たな協議体として誕生している。 

 以上で述べたような JCIE による対話は、日本主導の「「人間の安全保障」対話」の創設

にあたっても非常に参考となる先駆的な取組みである。分野が保健に限られているとは言

いつつも、保健分野について日本が持つ対外的な視点の提示が可能になるため、この点は

「「人間の安全保障」対話」を実施する上での大きな期待が寄せられる。それは、将来的

には外交という面でも日本のプレゼンス向上に資することが予想され、日本だからこそ気

づく点を指摘し、経験と知見に基づく主張をすることで説得力のある議論を展開できるの

である。つまり、このような既存の対話を素地としつつ、「人間の安全保障」という観点

から、さらに大きな枠組みに展開させ、参加主体もより開かれたオープンな場とすること

で、「「人間の安全保障」対話」の基礎を築くことに繋がり、概念やアプローチの国際的

な推進に触媒的な機能を果たすのではないかと考えられる。 

 

第 3 節 提言：「「人間の安全保障」対話」の創設 
 「人間の安全保障」の国際的な推進のために、地域ごとの「「人間の安全保障」の対話」

を創設し、取組事例や知見を共有することを提言する。 

 第 4部 2章 2節 2項では、3 つのモデルとなる対話を含め、これまで様々な分野において

設定されてきた対話プロセスを概観した。これらを踏まえて分かることは、全ての対話に

共通して、知見や取組事例の共有が重視されており、結果的に各主体による課題への取組

意識を高めることを目標としているということである。以下では、この要素を「人間の安

全保障」の文脈へ反映し、「人間の安全保障」を国際的に推進するための対話プロセス、

「「人間の安全保障」対話」の創設について詳述する。 

 

第 1 項 「「人間の安全保障」対話」への関心と期待 
 このような「「人間の安全保障」対話」を開催することについて、駐日・在京大使館、

有識者から伺った意見も踏まえながら検討したい。 

 まず、日本政府が主導して対話を主催するべきことは言うまでもないが、その他の主体

へどのように働きかけることで参加を促すことができるのか。この点については、各国駐

日・在京大使館へのヒアリングから考察すると、言葉自体が反映されていなくとも「人間

の安全保障」については、その理念が各国家の外交政策・開発援助政策に取り入れてられ

ており、同様の価値観を共有する国家は少なからずあることが分かった。さらに、日本が

主導するのであれば、是非対話に協力したいとの声も多く得られている。その一方で、

「人間の安全保障」についてあまり関心を寄せていない国家、もしくは懐疑的な姿勢を示

す国家も中には存在することは否めない。しかし、このような国家についても長期的な視
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点から見れば、対話のプロセスに巻き込むことが望ましい。（この点については、第 4 部

2章 3節 4項にて詳述する。） 

 また、共有されるべき取組事例の収集については、「人間の安全保障」の視点を共有し

たアクターが多いことを鑑みると、これらのアクターの参加を確保できれば、対話プロセ

スを通して十分に集まることが予想される。このような観点について、立教大学教授であ

る長有紀枝氏は「人間の安全保障」に関する国連総会決議（A/RES/66/290）が採択された

直後に「人間の安全保障」についてシンポジウムを行った際のことを例示し、その場でも

相当な取組事例が様々な国家のアクターから提供されたと述べている
282

。 

 さらに、対話に参加する側のメリットについても考慮の余地があった。神戸大学教授の

栗栖薫子氏へのヒアリングでは、この点につき、参加のインセンティブというのは重要な

論点であるが、国連グローバルコンパクト（UNGC）の例と比較すると、これについては

企業などには明らかにメリットが存在するが、（つまり、SRI/ESG（社会的責任投資）指

標、評判、宣伝効果など）、「人間の安全保障」という非目的追求型の概念に直接な実利

的メリットを見出すのは難しい。ただ、このように働きかけることは難題であるものの、

特に先進国などについては人道的な観点からも「人間の安全保障」アプローチに対して関

心（共感）を高めることは可能であるとの指摘があった
283

。 

 また、途上国のアクターにとっては、対話への参加は極めて重要に捉えられることがヒ

アリングで伺うことができた。つまり「人間の安全保障」の実践に投資することによって、

一人ひとりの安全が確保され、国や地域が安定化することが、長期的には政治家や官僚に

とってもプラスになるとの意見を頂いた
284

。 

 駐日・在京大使館へのヒアリングからも、日本とともにぜひ対話プロセスに参加したい

という意見を伺った。自国でも「人間の安全保障」について力を入れて活動を行っている

スロベニアやタイといった国家からは、実践で得られたものを対外的にも共有していく場

があればそれは望ましいことであるし、援助実施機関にとっても有益なことであるとの声

が挙がった
285

。 

 大阪大学教授であり元国連大使の星野俊也氏からは、後ろ盾となる条約などがなくとも、

既存の枠組みだけでも対話プロセスを作ることは可能だという意見を伺った。 

 加えて、国連の「人間安全保障ユニット」が運営する「人間の安全保障基金」は、年々

拠出額が減っていることもあり、限られた資金の中でプロジェクトを実施することを強い

られ、プロジェクト数が減少しつつあるという。そこで、プロジェクトに注力するだけで

はなく、アドボカシー活動の一環としてもこのような対話を活発に実施し、「人間の安全

 
282 長「前掲ヒアリング（注 192）」。 
283 栗栖薫子教授へのヒアリング（実施日：2020 年 12 月 8 日）。 
284 神余「前掲（注 148）」。 
285 駐日スロヴェニア共和国大使館「前掲ヒアリング（注 166）」。 
在東京タイ王国大使館「前掲ヒアリング（注 72）」。 
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保障」アプローチの重要性について議論していくことができるのではないかとの意見も得

られた
286

。  

 

第 2 項 対話に盛り込まれるべき考慮要素：地域 
 対話を国際的に横展開させていく際に、「人間の安全保障」が文脈に応じた対応

（context-specific）を求めていることに鑑み、研究や支援プロジェクトが実施されている地

域の特性に焦点を当てることが考えられる。この点、2012 年の｢人間の安全保障｣に関する

国連総会決議（A/RES/66/290）のパラグラフ 8 では、「事務総長に対し、本決議の履行に

関する報告書を第 68 会期国連総会に提出すること、及び当該報告書に含めるため、本決議

の履行や、国際的、地域的、国内的な人間の安全保障の実践から得られた教訓についての

加盟国の見解を求めることを要請する。」とし、事務総長報告にはアフリカでの取組み、

南米アメリカ地域の取組みについて取り上げられている
287

。 

 特に日本を含めた東アジア 3 か国（日本、中国、韓国）、東南アジア 8 か国（インドネ

シア、カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア、ミャンマ

ー）においては、JICA 研究所が同地域での「人間の安全保障」の普及について既に研究を

実施しており、現在も進行中である。この研究プロジェクトの大きな目的は、「人間の安

全保障」を国際社会で日本が推進するにあたり、東南アジアにおいてどの程度この概念が

受容されているかを調査することである。これまでに得られた研究成果を見ると、東南ア

ジア地域では「人間の安全保障」という言葉に体現されなくとも、その理念は受容され、

各国において根付いているということが判明している。 

 したがって、このような東南アジアの「人間の安全保障」に関する状況を踏まえつつ、

日本が主導し地域的な対話プロセスを立ち上げることは、有効であると思われる。 

 さらに他の地域で横展開していくためには、全て日本が主導するのでなく、その地域で

「人間の安全保障」を積極的に推進している国がイニシアティブをとり、ファシリテート

できるような体制を構築し、各地域の文脈に応じて対話が開催されることが望ましい。 

 2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）の共同提案国、または「人間の安全保障ネット

ワーク」加盟国、「人間の安全保障フレンズ」参加国は、地域でのイニシアティブをとる

候補として挙げられる。 

 これまでも 2003、2004 年以降、「人間の安全保障」は、ASEAN や米州機構（OAS）、

EUなどの首脳・閣僚級といったハイレベルの会議や地域機構においても、議論の俎上に乗

っている
288

。これらの組織や機構は、各地域において対話のイニシアティブを醸成してい

 
286 星野俊也教授へのヒアリング（実施日：2020 年 12 月 1 日）。 
287 外務省「前掲（注 26）」。 
288 東郷育子「人間の安全保障 指標化への課題－位相と変容を超えて－」『千葉大学法学論集』第 25 巻 4
号（千葉大学、2011 年）27 頁。 
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く素地があり、これらの国・地域とも協力し合って「人間の安全保障」を推進することは

重要である。その際、対話の開催を日本や「人間の安全保障ユニット」が側面的にサポー

トし、それぞれの知見を共有することもできる。 

 以下各地域について概観する。 

 

（1）アジア諸国 

 前述のように、既に JICAが「東アジアにおける人間の安全保障」研究を進めている。当

該研究プロジェクトは、2013 年に発足したもので、JICA 研究所が日本を含め 11 か国から

の研究者を動員し、現地におけるインタビュー・文献調査を取り行った。国ごとに程度や

内容に差はあるが、「人間の安全保障」の概念は、暗黙のうちに受容されているとの調査

結果が得られている
289

。特に興味深いのは「人間の安全保障」という言葉に現れなくとも、

「恐怖からの自由」、「欠乏からの自由」、「尊厳を持って生きる自由」の 3 つの自由と、

保護、そしてエンパワメントという全ての要素が、各国において政策や法律のなかに点在

していることである。峯教授は、「ジグソーパズルを完成させるためのピースは存在して

いるものの、それらがまだ組み上げられていない状況であるとも表現できよう
290

。」と述

べている。 

 

（2）アフリカ諸国 

 日本が主導するアフリカ開発会議（TICAD）においても「人間の安全保障」を積極的に

取り上げている。アフリカの人々一人ひとりの能力強化を図り、能動的な社会づくり、国

づくりへの参画を促すことは、アフリカの自律的な成長を力強く後押しするとの考えの下、

日本はアフリカにおける「人間の安全保障」に関し様々な取組みを進めてきた
291

。また、

近年、「人間の安全保障基金」によって行われる支援案件の分布は、その多くをアフリカ

地域が占めるようになっており、現在進行中のプロジェクトとして、アフリカ連合（AU）

では、「人間の安全保障指数」の開発と推進が行われており、SDGsの達成に向けても「人

間の安全保障」のアプローチが再認識されているのである。 

 

（3）中南米諸国 

 「人間の安全保障ネットワーク」のメンバーでもあるチリやパナマが、中南米諸国にお

ける「人間の安全保障」の中核となって、推進することが期待される。また、地域的機構

である、米州機構（OAS）も元々は国家安全保障を重視してきたが、軍事的介入と区別し

 
289 以下の文献を参考にした。 
Yoichi Mine, Oscar A. Gómez, and Ako Muto, supra note 254. 
290 峯陽一教授へのヒアリング（実施日：2020 年 7 月 14 日）。 
291 外務省「アフリカ開発会議（TICAD）：TICAD の背景にある日本の考え方」（2019 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/af/af1/page22_002578.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
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た上で、「人間の安全保障」には理解を示すようになってきている。2004 年 7 月には、京

都で開催された「人間の安全保障と国家の安全保障」と題されたシンポジウムにおいて、

米州機構のソアレス元事務局長を招き意見交換が行われていた。そこで、「人間の安全保

障」概念を歓迎することを明確に述べており、「人間の安全保障」概念が全ての人々の連

帯を促す上で重要なものであるとの認識を示している
292

。また、米州機構（OAS）では現

在、安全保障そのものの概念について再検討が行われている最中であるということで、

「人間の安全保障」を含め、新たな安全保障の捉え方について視野を広げようとしている

ことがチリへのヒアリングからも明らかになった
293

。 

 また汎米州保健機構（PAHO/WHO）が、米州において「人間の安全保障」の推進に積極

的に取り組んでいる。同機構は、「人間の安全保障基金」のプロジェクトの実施機関とし

ても取り組んでおり、JCIEが 2012年 9月ペルーで開催した「米州における健康と「人間の

安全保障」セミナー・ワークショップ」も共催し
294

、その際に"Human Security: Implications 

for Public Health"という報告も出すなど295
、中南米で「人間の安全保障」を推進する上では

重要な地域機関である。 

 

（4）太平洋島嶼国 

 太平洋の小島諸国は、海水面上昇に代表されるような気候変動の影響を強く受けている。

環境面での安全保障は近年「気候安全保障」とも呼ばれ、注目を浴びている概念である
296

。 

 太平洋地域において「人間の安全保障」に関連したものに、「地域の安全保障に関する

ボー宣言（Boe Declaration on Regional Security）」というものがあることが、ヒアリングか

ら分かっている
297

。これは、2018 年 9 月 5 日に、ナウルにおいて、オーストラリアを含む

太平洋諸島フォーラムが採択した新しい宣言であり、「人間の安全保障」に加え、サイバ

ーセキュリティや気候安全保障も含む、拡大化された安全保障の概念を認識し、新興の安

全保障問題に対する地域の対応を枠組み化したものである
298

。 

 この宣言のなかで特に注目したいのは、宣言 9-4 において、地域の法執行事務局及び地

域組織を含む既存の地域安全保障組織を強化することにコミットするべく、オープンな対

話を促進し、情報共有を強化すること、そして宣言 9-8 では、国際機関、パートナー及び

 
292 外務省「シンポジウム「人間の安全保障と国家安全保障」（概要）」（2004 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/smp_040707.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
293 駐日チリ大使館、チリ外務省「前掲ヒアリング（注 167）」。 
294 JCIE「「米州における健康と人間の安全保障」セミナー・ワークショップ」（2012 年）

http://www.jcie.or.jp/japan/csc/ghhs/hhs/limaseminar.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 19 日）。 
295 PAHO, “Human Security: Implications for Public Health,” (2012). 
296 環境省『気候安全保障（Climate Security）に関する報告』（2007 年）。 
297 神余「前掲（注 148）」。 
298 Pacific Islands Forum, “Boe Declaration on Regional Security,” https://www.forumsec.org/2018/09/05/boe-
declaration-on-regional-security/ (Accessed: 6th Jan 2021). 
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その他の関連する利害関係者とも協力していく旨が述べられていることである
299

。したが

って、太平洋地域においても「人間の安全保障」に関して概念への理解が浸透しつつあり、

それが対話という形で実践されるための素地が十分にあると考えられる。 

 ナウル、パラオ、ミクロネシア、サモアは 2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）の共

同提案国にもなっている。 

 

第 3 項 対話に盛り込まれるべき考慮要素：分野 
 これまでの国連事務総長報告（A/66/763）の中で、「人間の安全保障」のアプローチが

有効に活用できる分野として、気候変動、平和構築、ミレニアム開発目標（MDGs）、保

健などが取り上げられている。また今日、感染症を契機とする複合的な脅威に我々は直面

しており、感染症対策も重要な分野である。 

 また、前項の地域という考慮要素に加え、文脈にあった共通のテーマを設定することも

できる。例えば、自然災害が多く発生するアジアなどの地域においては「防災」を主要な

テーマに掲げ、それに関連した知見や取組事例を集めることが考えられる。実際に、「人

間の安全保障基金」においても、仙台防災枠組の採択されたタイミングで、防災という分

野に焦点を当ててプロポーザルを募集している。タイへのヒアリングでは、UHC で日本と

は長らく協力をしてきたため、対話プロセスの中で UHCを取り上げて「人間の安全保障」

を推進していくことに賛成であるという意見を頂いた
300

。 

 このように、ある地域に共通の脅威となっている分野を取り上げ、取組事例・知見を共

有することも考えられる。 

 

第 4 項 対話において各主体が果たすべき役割 
（1）日本政府 

 日本は「人間安全保障」を外交の柱として推進し、国連の場においても過去の決議採択

において主導的な役割を果たしてきた。日本政府はイニシアティブをとり、他の賛同国の

協力を得て、この対話プロセスの創設を実現することが必要である。2012 年の国連総会決

議（A/RES/66/290）で、「人間の安全保障」のアプローチにつき、共通理解として合意が

なされた。実践の段階に移行した現在、その実践をさらに推進するためには、対話プロセ

スを通して取組事例・知見を共有することで、推進を後押しする必要がある。 

 アジアにおいては、JICA の研究もあり、日本が適切にファシリテートしていくことも可

能であることは上記で既に述べた通りである。 

 この点、上智大学教授である東大作氏は「人間の安全保障」で想定している、一国では

対応できない課題群に対して、日本は他国や関連する国際機関、NGO などの市民社会と共

 
299 Ibid. 
300 在東京タイ王国大使館「前掲ヒアリング（注 72）」。 
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に協力して知見を共有しあうことで、問題解決を目指すプロセスを、いわゆるグローバル

ファシリテーター（世界的な対話促進者）として推進していくべきであるとの考えを示し

ている
301

。 

 また、ファシリテートだけではなく、日本の持つ知見を活用すべきであると考える。支

援現場で活動する JICAの持つ取組事例、蓄積された知見を共有し、対話プロセスを有意義

な場にする必要がある。JICAへのヒアリングでは、政府（外務省）は国連で、JICAは実践

現場で活躍するというように棲み分けがあるとの声を聞いたが
302

、日本としてもオールジ

ャパンでこのプロセスを促進していくことが肝要である。 

 

（2）各国政府 

 日本政府は、2012年の国連総会決議（A/RES/66/290）の 24の共同提案国、「人間の安全

保障ネットワーク」に加盟国、かつて「人間の安全保障フレンズ」に参加国に対しても、

「人間の安全保障」推進の賛同国として、この地域的な対話に積極的に参画するよう働き

かけていくことが重要である。その際、これらの国家には、対話プロセスを主導するだけ

でなく、自国の取組事例や経験を共有・アピールすることも強く期待される。 

 未だ「人間の安全保障」の概念やアプローチに疑念を示すなど、推進に前向きではない

国家も存在することが事実である。このことは、2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）

に至るまでも、「人間の安全保障フレンズ」会合などで、いくつかの国家が概念への懸念

や消極的な姿勢を示してきたという事実や、現在においても内政干渉との関係で自国への

介入をするための口実に使われるのではないかと恐れる国家が存在することからも確かで

ある
303

。 

 例えば、以前から「人間の安全保障」に嫌悪感を示してきた国家としては、キューバを

リーダー格として、イラン、ベネズエラ、エジプト、ブラジル、インドなどが挙げられる

304
。これらの国に対しても、今日の COVID-19 のような共通の脅威に対して、「人間の安

全保障」のアプローチを適用して対処することに理解を求め、粘り強く働きかけていくこ

とが必要であると考えられる。以下では主に「人間の安全保障ユニット」へのヒアリング

で聞かれた、エジプトの事例を取り上げる。 

 エジプトは従来、国家の主権に介入されることに対し、かなり慎重であったが故に、

「人間の安全保障」にも懐疑的な姿勢を示していた国家である。エジプトでは、2013 年か

ら 2016 年にかけて「人間の安全保障基金」のもとで、「上エジプトにおける包摂的な社会

 
301 東大作「コロナ禍を人間の安全保障で」毎日新聞 2020 年 6 月 11 日（朝刊）。 
302 JICA、室谷龍太郎氏・久保倉健氏へのヒアリング（実施日：2020 年 6 月 9 日）。 
303 神余「前掲（注 148）」44 頁。 
304 同上。 
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経済開発を通じた人間の安全保障」事業（通称、HAYAT プログラム）が行われた
305

。本

事業では、国連工業開発機関（UNIDO）、国連女性機関（UN WOMEN）、国連人間居住

計画（UN-HABITAT）、国際労働機関（ILO）及び IOM が協働し、エジプトの中でも特に

貧しく脆弱であると言われている、上エジプトで雇用を生み出し、人々が収入を確保でき

るように改善するなかで、社会的結束を強化することを目指した。人々の保護と能力強化

を促進すべく、当該地域での（1）地域の雇用創出をもって経済的安全保障を強化し、さ

らに（2）ユース・ボランティア・サービスを設立し若者の能力強化を図り、コミュニテ

ィの社会資本を充実させたり、社会の結合性及び包摂性を高めたりした。また、（3）こ

の地域には地方議会が存在していなかったため、それに代わるフォーラムを村や地区ごと

に設立し、地域住民やコミュニティと議会が共同で意思決定できるプロセスの構築を目指

した
306

。 

 このプログラムは大きな成功を収め、上エジプトの人々に恩恵をもたらしたことで
307

、

現地政府にも「人間の安全保障」アプローチの効果が伝わり、以前よりも「人間の安全保

障」の概念が受け入れられるようになったという
308

。さらに、「人間の安全保障基金」の

もとで行われた当該プロジェクトのインパクトはとても大きく、当該地域やそのコミュニ

ティの環境改善に大きく貢献した。そのため、政府にその成果が受け入れられ、「人間の

安全保障基金」によるプロジェクトが終わった後も、それが現地政府の手によって他の地

域にも受け継がれ、国内での横展開が続いている。 

 

（3）「人間の安全保障ユニット」・「人間の安全保障基金」 

（3-a）これまでの取組み 

 「人間の安全保障ユニット」、またこれにより運営されている「人間の安全保障基金」

も、対話プロセスで重要な役割を果たす。「人間の安全保障」という理念を、ガイドライ

ンに則って確実に適用したプロジェクトは、これまで、100か国以上で 260以上実施され、

実践から得られた経験・知見が数多く蓄積されている。「人間の安全保障ユニット」のホ

ームページで、各プロジェクトの概要、評価については公表されている。 

 この点に関しては、「人間の安全保障ユニット」へのヒアリングからも、経験・知見共

有のための対話プロセスに提供できる素材が蓄積されているということを伺った
309

。それ

らはホームページで掲載されたり、分野別・トピック別で報告書やパンフレットのような

 
305 外務省「人間の安全保障基金を通じたエジプトでの事業に対する支援」（2013 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/25/2/0226_02.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 6 日）。 
306 UNTFHS, “Programme Summary (EN): EGYPT (2013-2016) Human Security through Inclusive Socio-Economic 
Development in Upper Egypt,” n.d.  
307 UNTFHS, “Beneficiary Stories: STRENGTHENING ECONOMIC SECURITY IN RISK-PRONE 
COMMUNITIES IN UPPER EGYPT,” n.d. 
308 人間の安全保障ユニット「前掲ヒアリング（注 63）」。 
309 同上。 
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形でまとめられ、アウトリーチやアドボカシー活動にも用いられたりするとのことである。

しかし、これらは一方的な発信にとどまり、対話などを通じて、さらに有効活用する余地

があることが確認できた。 

 「人間の安全保障基金」からプロジェクトに助成が行われるためには、申請する主体が

プロジェクトの内容を詳述したプロポーザルを事前に「人間の安全保障基金」に提出し、

それが承認される必要がある。次章の「人間の安全保障基金」についての政策提言にも関

連するように、現在、同基金は、日本政府のみが拠出しており、財政規模も他の国連の基

金と比較して小規模であるという現状がある。拠出が減額しているため、「人間の安全保

障基金」からのシードマネーを元に実施されたプロジェクト数も年々減少している。他方

で、プロジェクトの申請件数は年に 100 件ほど提出されるため、「人間の安全保障」によ

り実施するプロジェクトの需要はあると言える。したがって、次章でも取り上げるが、拠

出金を拡充することが重要な課題である。 

 

（3-b）ウィンドウ Ⅱにおけるアドボカシー活動の強化 

 第 3部 1章 1節でも「人間の安全保障基金」の資金の配分について、2 つの使途（ウィン

ドウ I、ウィンドウⅡ）があることを確認した。 

 ウィンドウⅠはプロジェクトの実施に使われる資金枠であるため、通常はこの枠内で、プ

ロジェクト実施に投入される金額の方が遥かに多い。しかし、COVID-19 の影響で現在は

プロジェクトを進行すること自体が難しく、実施中のプロジェクトにも遅れが生じている

状況である。それゆえ、現在「人間の安全保障ユニット」では、後者の主にアドボカシー

活動などに使われるウィンドウⅡという枠にも力を入れており、その意味でもこのような

対話プロセスに積極的に参画し、蓄積された知見を幅広く共有する好機であると考える。 

 

（3-c）プログラム運営委員会の知見の活用 

 現地におけるプロジェクトの実施に際しては、国レベルで設置されているプログラム運

営委員会（PSC: Programme Steering Committees）が存在する
310

。このプログラム運営委員会

（PSC）は、プログラムを超えて「人間の安全保障」アプローチが現地の政府やコミュニ

ティによっても繰り返されて行くことを目指し、参加国連機関の長・上級職員、政府代表、

民間セクター、市民社会のパートナーで構成される。本委員会は定期的（少なくとも 3 か

月に 1 度）に会合を開くこととなっている。その意味でも、このような組織は、実践から

直接得られた貴重な知見・経験を共有している場と言える。「人間の安全保障ユニット」

へのヒアリングでは、ここで得られた知見・経験は、国レベルより大きな会合やイベント

 
310 United Nations Trust Fund for Human Security, “FAQS,” https://www.un.org/humansecurity/trustfund/faqs-2/ 
(Accessed: 11th Dec 2020). 
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で共有されているというわけではないとの話であった
311

。しかし、彼らが実践レベルで得

られた成果や知見を共有することは、対話の中で他の主体からの「人間の安全保障」アプ

ローチへの理解を得るという意味でも、とても重要な部分であり、対話へ参画する意義は

深い。 

 

（3-d）取組事例や知見のデータベース化 

 「人間の安全保障ユニット」のプロジェクト実施後に作成される最終的な報告書では、

「人間の安全保障」アプローチをプログラムに適用するために用いられたプロセスを特定

する。つまり、これはプロジェクトの実施に際して直面した複雑な課題に対して、「人間

の安全保障」を適用したことによって、プログラム全体を通した過程で得られた付加価値

を評価するものである。「人間の安全保障ユニット」へのヒアリングからは、事例から得

られた経験・知見は、プログラム全体でまとめられ、知識管理（Knowledge Management: 

KM）データベースと呼ばれるものに入力されることで、「人間の安全保障ユニット」が

プログラム全体で生み出された豊富な経験・知見を確実に捉えることができる予定である

ことが確認された
312

。ただし、このような知識管理（KM）データベースは現在進行中の

計画であり、来年以降に具体的進展が見られること、また、このようなデータベースにア

クセスできるのは「人間の安全保障ユニット」内部だけになる予定であると分かっている

313
。この点について、本ワークショップが「取組事例・知見を外部にも積極的に共有し、

実践レベルでの「人間の安全保障」の推進をしてくべきではないか」と提案をしたところ、

「人間の安全保障ユニット」からは、「前向きに検討したい」との回答が得られた
314

。し

たがって、外部にも取組事例が共有されるべきであるとの認識があることが確認できた。 

 また、同志社大学大学院教授である峯陽一氏へのヒアリングにおいても、得られた取組

事例をデータベース化し、ノウハウを蓄積できるようなシステムを今後作ることで、様々

なアクターがそれを拠点としつつ、学び合うような構図が望ましいのではないかという意

見があった
315

。例えば、同氏は過去に東南アジアにおいて、研修生を集め一定程度の行政

的地位にいる人々と「人間の安全保障」について議論する、スタディツアーの開催をした

ことがあるという。当時はまだ実験段階の試みではあったが、現在では「人間の安全保障」

という概念自体も決議によって整理され、共通理解となっている。したがって、例えば、

スタディツアーなどと銘打って「人間の安全保障」を掲げた研修活動をすることで、取組

事例や知見を共有していくこともできるかもしれない。今回「人間の安全保障ユニット」

へのヒアリングで、知識管理（KM）データベースという構想が明らかとなったため、そ

 
311 人間の安全保障ユニット「前掲ヒアリング（注 63）」。 
312 同上。 
313 同上。 
314 同上。 
315 峯「前掲ヒアリング（注 290）」。 
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こに、このような研修の要素を組み合わせたり、JICA などの実践機関と「人間の安全保障

ユニット」との間でも連携を確保したりしていくことで、さらに「人間の安全保障」アプ

ローチの理解浸透に貢献するのではないかと考えられる。 

 

（4）国際機関 

 特に「人間の安全保障基金」のプロジェクトに申請し、同プロジェクトを実施している

国際機関（UNICEF、UNDP、UNHCR）に対して行ったヒアリングでは、そもそも「人間

の安全保障」という文言は、各機関の書類・文章に用いられないことも多いが、支援をす

る上で基盤となっている概念であり、意識しているという回答であった
316

。つまり、これ

らの国連機関は「人間の安全保障」について基本的な理解、価値観を共有する主体として、

支援に実際に携わっており、その実績・ノウハウを有している。しかし、このような「人

間の安全保障」アプローチを用いた実績や成果が、組織的にはデータとして蓄積されてい

るのみで、内外に共有されている事実は伺えなかった。 

 また、ヒアリングを実施したどの機関も、基本的に年に 1 回は日本政府（外務省）と政

策協議などを実施し、「人間の安全保障」の重要性は共有しているものの、得られた経

験・知見、成果まで共有している事実も伺えなかった。 

 この対話創設を契機に、これらの国際機関がプロジェクト実施によって得られた経験や

知見を引き出し、日本政府を含め多様なアクターにも共有していくことが重要である。 

  

（5）市民社会ネットワーク 

 NGO を含む市民社会ネットワークやアカデミックの領域で活躍する人々もこのような対

話プロセスに参画していくことが重要である。この点は、ヒアリングをする中で多くの研

究者などから聞かれた。国際社会で推進していくためには各国政府や国際機関だけではな

く、多くの関係アクターを取り込んでいくことで、より多くの主体から取組事例や知見が

共有される。このようにして、「人間の安全保障」の理解を深め、そのアプローチについ

て深く認識させることにつながるのである。脆弱な立場に置かれている人々の支援につい

て一番身近に問題意識を感じているのは市民社会の人々である。NGO などに代表される市

民社会ネットワークは、政府や援助実施機関などとは違い、主にシングルイシューに焦点

を当てて脆弱な人に寄り添った支援をするというところに特徴があり
317

、広く共有される

べき経験を多く有しているのではないかとも考えられる。 

 
316 UNICEF「前掲ヒアリング（注 104）」。 
UNDP「前掲ヒアリング（注 84）」。 
UNHCR「前掲ヒアリング（注 116）」。 
317 長「前掲（注 2）」260 頁。 
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 この点、元国連大使でもある星野俊也大阪大学教授は、各国政府や国連レベルにまでい

くと、上澄みのみの情報で実際の現状がわからないこともあり、市民社会からの声も対話

プロセスで取り込んでいくことが重要であろうと述べている
318

。 

 

第 5 項 対話プロセス構築の契機 
 国際場裏において新たな対話の場を設定することについて、国連気候変動枠組条約締約

国会議（COP）といった国際条約のなかで定められている対話と比較して、日本をはじめ

とする賛同国の協力無しには、その展開は決して容易とは言えない。もっとも、今日、

COVID-19 により、人類は感染症による複合的な脅威に晒されており、この機会に「人間

の安全保障」の重要性が再度認識され、改めて主要なテーマとして取り上げる好機である

と考えられる。この点、2020 年の菅総理の国連総会演説でも、この感染症の拡大に直面す

る中「人間の安全保障の理念に立脚し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの達成に向け、

「誰の健康も取り残さない」という目標を掲げることが重要」である旨述べている
319

。 

 実際に、モデルケースとして示した対話プロセスの多くも、多様なアクターからのイン

プットを収集するために、目標となるようなイベントや会合を設定した上で協力を仰いで

いることが多い。そのような場は情報共有の場となり、個々の主体が認識を高め合うプラ

ットフォームとしても機能することが期待される。この対話の創設が契機となり、各地域

での横展開が進むことは、「人間の安全保障」がさらに波及することを意味し、「人間の

安全保障」の国際的な推進に資するものになる。 

 各地域のみにならず、国連においても、2022 年をもって 2012 年の国連総会決議

（A/RES/66/290）採択から 10 年を迎える節目であり、この機会に「人間の安全保障」を取

り上げることも、国連で「人間の安全保障」のモメンタムを再度強化する上で、検討に値

するだろう。 

 

第 4 節 小括 
 本章では、「人間の安全保障」に取組む各主体が、これまでの経験や得られた知見を他

の主体と共有するということが「人間の安全保障」の国際的な推進にとって重要であると

いうことを踏まえ、地域ごとの「「人間の安全保障」対話」を創設することを提言した。 

 この対話においては、「人間の安全保障ユニット」の取組事例・知見に加え、各地域の

文脈に応じた取組事例を収集し、共有することで、同地域における「人間の安全保障」の

横展開を推進する素地を形成することができる。 

 
318 星野「前掲ヒアリング（注 286）」。 
319 外務省「国連外交 第 75回国連総会における菅総理大臣一般討論演説」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/unp_a/page4_005200.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 1 日）。 
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 また、既存の地域的な枠組みや取組みを活用することで、対話プロセスを進めていくこ

とが可能であり、特に、東南アジアにおいては、JICA 研究所が実施している「人間の安全

保障」の先行研究をベースに、日本が対話の機会を創設するイニシアティブをとることで、

「「人間の安全保障」対話」を通した、「人間の安全保障」の国際的推進に果たせる役割

が大きいと考えられる。 

 各国が持つノウハウを収集し、広く共有していくことは「人間の安全保障」へ関心を寄

せるアクターの裾野をさらに広げるだけでなく、今まで以上に取組みを活性化させるとい

う狙いもある。ヒアリングからも窺い知ることができたように、本提言が目指す対話プロ

セスの創設は各国からの期待・賛同も大きい。会合や協議ではなく、「対話」という位置

付けにしている趣旨にも、様々なアクターが「人間の安全保障」の取組事例、知見を共有

しやすい場を提供することが必要である。まずは、ストーリーを共有し、共感と理解を深

めていくことを重視することで、「人間の安全保障」の推進への賛同国を増やしていく狙

いを包含している。 

 

 

第 3 章 「人間の安全保障基金」の拠出額を増やすための改善策 
 

第 1 節 「人間の安全保障基金」における資金不足 
 

第 1 項 背景 
「人間の安全保障」の概念及びアプローチを国際社会全体に普及させ、実践の拡大を推

進していくためには資金が必要である。機関ごとに打ち出している政策に基づいて戦略を

推進していく上で、国連には様々な基金が設立されており、資金調達を図るべく、他の国

連機関でも同様にアドボカシー活動などが行われている。 

 「人間の安全保障基金」は日本政府主導のもとで、国連事務総長が国連に設立した基金

であり、「人間の安全保障」のアプローチの可能性を最大限に引き出すために、国連機関

が実施する活動に資金提供することが主な役割である
320

。具体的には、「人間の安全保障」

アプローチの付加価値を実証し、さらに、その利用と認知度を国連システムの内外まで拡

大することを目指し活動している
321

。しかし、第 3部 1章 1節で述べたように、「人間の

安全保障基金」への拠出額は年々減少の一途を辿っており、「人間の安全保障」のアプロ

 
320  The Human Security Unit, “UNTFHS,” n.d. https://www.un.org/humansecurity/trustfund/ (Accessed: 21st Dec 
2020). 
321 Ibid. 
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ーチを最大限に引き出すために行われる国連機関への資金提供が困難な状況下に陥ってい

る。 

 近年、日本も含め世界全体における経済状況の悪化により、緊縮財政を敷く国が多い。

そのため、国連の各基金も資金調達が難航し、今後さらなる工夫や取組みの強化が求めら

れている。そこで、「人間の安全保障基金」の取組みの現状と課題を調査し、今後の資金

調達の改善及び、「人間の安全保障基金」が果たすべき役割を全うするべく、課題解決を

模索した。 

 

第 2 項 現状と課題 
 近年、世界中において人々を危機に晒す脅威は多様化・複合化しており、「人間の安全

保障」アプローチの需要は高まっている。「人間の安全保障基金」は、「人間の安全保障」

のアプローチに基づいたプロジェクトに資金提供を行うことで、国際社会における顕在的

及び潜在的な脅威を予防する上で非常に重要な役割を担っている。しかし、現在は日本の

みが「人間の安全保障基金」に拠出を行っており、「人間の安全保障基金」の資金が減少

している状況では「人間の安全保障」の実践を拡大していくことができない。このような

状況を改善するには、「人間の安全保障基金」をより魅力的な基金に変えていくことが必

要である。現状から導き出された課題は以下の通りである。 

 まず 1 つ目に、「人間の安全保障基金」は、「人間の安全保障」のアプローチを取り入

れたプロジェクトに対して資金提供するという形式が取られており、ドナーが拠出を行う

に当たって、どのような地域・分野のプロジェクトに資金が拠出されるのかが不透明な仕

組みになっているということが挙げられた。「人間の安全保障」の概念は包括的であるが

ゆえに、それがかえってドナーが拠出する際の懸念材料となっている可能性が高いと推測

される。現在、「人間の安全保障基金」には、国家を含め、概念に賛同する人々は誰でも

拠出することができる制度を採っている。国家に拠出を促すには、拠出した場合に得られ

るメリットを明示するとともに、そのメリットを理解してもらう必要がある。そのため、

拠出を行うドナーが「目的」を選んで拠出できる制度が必要であると考えた。各国が「目

的」に応じた拠出ができれば、それが自国の外交政策の推進につながる可能性もある。さ

らには、各国政府が力を入れたい地域や分野などに関する外交政策上のアピールの向上に

も役に立つと考える。現在の制度上、「人間の安全保障基金」にはそのような資金ウィン

ドウは設置されていないため、今後設けることを模索していくべきである。 

 2 つ目には、民間セクターや市民社会を巻き込んだ資金調達方法を導入・実施できてい

ない点が課題として挙げられる。多くの国際機関では、民間セクターが国連に設置されて

いる基金に拠出できる制度は既に確立されている。「人間の安全保障基金」も例外ではな

く、「人間の安全保障基金」に賛同する国家・民間セクター・個人は誰でも拠出すること

が可能となっている。しかし前述のように、現在のドナーは日本政府のみとなっており、
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日本政府からの拠出額も減少している。このように拠出する国が限定され、その国家の拠

出が減少する中、国家以外の主体、すなわち、民間セクターを巻き込む必要性が挙げられ

る。UNICEF や UNHCR はそれぞれ民間セクターや市民社会に着目し、いくつかの国に国

内委員会という拠点を置き広報や募金活動を行っている。日本国内では、UNICEF は公益

財団法人日本ユニセフ協会を、UNHCRであれば特定非営利活動法人国連UNHCR協会を立

ち上げ、国内での活動に積極的に取り組んでいる。第 2 節で詳しくこの仕組みについて言

及するが、このように「人間の安全保障基金」も民間セクターを巻き込み、資金調達を促

進することが必要であると考える。 

 

第 2 節 「人間の安全保障基金」へ拠出額を増やすための改善策 
 「地域別拠出ウィンドウの設置」、「「人間の安全保障基金」の成果を基にしたアドボ

カシー活動の促進」及び「民間セクターとのコラボレーション」を提言する。 

 

第 1 項 地域別拠出ウィンドウの設置 
 第3部1章で述べたように、「人間の安全保障基金」は国連諸機関が「人間の安全保障」

のアプローチを取り入れて申請したプロジェクトに対して、資金提供という形式がとられ

ている。現在の制度では、ドナーが「人間の安全保障基金」に拠出した場合、地域や分野

といった使途を指定することができない。そのため、拠出した資金がどの地域・分野のプ

ロジェクトに提供されるのか、ドナーにとって事前に明確になっていない。 

 例えば、平和構築基金（Peace Building Fund: PBF）は、紛争によって影響を受けた国や

地域の状況を改善し、平和構築活動を行うことを目的としている
322

。このように、国連の

多くの基金は使途として特定の目的を明確に指定しているためにドナーが拠出しやすい。

国連には多くの基金が設置されており、「人間の安全保障ユニット」へのヒアリングによ

ると、国連内に設置されている基金の間でも、ドナーから拠出を得るための競争があると

いう
323

。したがって、基金間の資金集めの競争の中で、より魅力的な基金にし、日本以外

の拠出を得るためには「人間の安全保障基金」の使途をより明確にし、拠出する側が資金

を提供しやすい仕組みにする必要があると考えた。 

 そこで、「人間の安全保障基金」に、地域別資金ウィンドウを設置することを提言とし

て考えた。この資金ウィンドウを設置することによって、ドナーは拠出を行う際にその資

金をどの地域に拠出したいか、という意向を示すことができる。現在、「人間の安全保障

基金」が資金提供しプロジェクトを実施している、アフリカ、中東、アジア・太平洋、ラ

テンアメリカ、カリブの地域、東南アジア、西アフリカのように、より詳細な地域を設定

 
322 Trust Fund Factsheet, “Peacebuilding Fund,” http://mptf.undp.org/factsheet/fund/PB000  (Accessed: 16th Jan 
2021). 
323 人間の安全保障ユニット「前掲ヒアリング（注 63）」。 



 

108 

 

することも考えられる。これまでの資金提供（プロジェクト実施）先や今後の支援ニーズ

なども考慮しつつ、地域別資金ウィンドウの設定を検討し、拠出のニーズがある地域とド

ナーの関心に合わせることができる仕組みにすることも重要である。このような仕組みを

取り入れることにより、より透明性のある基金として、「人間の安全保障基金」に拠出す

るドナーの増加を目指すことができる。 

 

第 2 項 「人間の安全保障基金」の成果をもとにしたアドボカシー活動の促進 
 ここでは、実施された「人間の安全保障」のプロジェクトの成果を活用してアドボカシ

ー活動を促進していくことについて提言する。 

 「人間の安全保障基金」のホームページには、既に国・地域毎に実施したプロジェクト

の概要が掲載されている
324

。しかし、その内容はプロジェクト毎に異なり、プロジェクト

導入の背景・意図、プロジェクトの達成結果、期待される効果などを記載しているものも

あれば、単にプロジェクトの内容を説明しただけのものもあり、ばらつきが見られる。ま

た、「人間の安全保障」のアプローチの強みが活かされていることが平易に分かりやすく

伝わるような内容ではない。「人間の安全保障」の概要などの説明も、言葉での説明がほ

とんどであり、掲載されている動画数やその視聴回数も少なく、「人間の安全保障」のア

プローチの魅力を十分に伝えられていないと考える。「人間の安全保障基金」に拠出した

いと思わせるインセンティブを導くような素材や内容を提供することで、「人間の安全保

障」のプロジェクトの成果をアピールしていく必要があると考えた。 

 第 2章で創設を提言した地域ごとの「対話プロセス」を活用することで、｢人間の安全保

障基金｣の下で実施された、地域の文脈に応じる取組事例も示すことができる。各国政府、

国連機関、市民社会などが参加する対話プロセスを通じて、「人間の安全保障基金」によ

る各地域のプロジェクトの成果、得られた知見を幅広い主体に共有することができ、「人

間の安全保障」のさらなる推進が期待できる。そのような場を活かし、「人間の安全保障

基金」に拠出するドナーを獲得することも期待される。 

 例えば、中東地域では紛争や内戦によって生じる難民の問題、被害を受けた地域の経済

開発など、各々の状況に沿った取組事例を紹介することにより、「人間の安全保障」はど

のような地域や課題に対して有効であるかが理解しやすくなる。このような地域別成果を

用いてアドボカシー活動を促進していくことには、以下 2 つの狙いがある。 

 1 つ目は、取組事例を幅広く共有することによって、「人間の安全保障」の概念・アプ

ローチが、複合的な課題の対処において重要であるという理解を浸透させていくことであ

る。2 つ目はこれらの取組事例を参考に、各国や国際機関などが政策に「人間の安全保障」

を導入し、実践レベルの拡大に繋げるということである。これらは「人間の安全保障基金」

 
324 The Human Security Unit, supra note 62. 
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が果たすべき役割でもあり、各国や国際機関などに対して、「人間の安全保障」を反映し

た「モデル」として今後さらに活用されるべきだと考える。 

 上記、第 1 項で述べたように、地域を選んで拠出する制度を活かすためには、これまで

のプロジェクトをもとにした成果を明確に示して、ドナーの拠出するインセンティブを高

めることも必要である。 

 

第 3 項 民間セクターとのコラボレーション 
 UNHCR や UNICEF などは民間企業、個人からの資金調達を行っており、年間で多額の

寄付を得ている。国連 UNHCR 協会、日本ユニセフ協会であれば、日本国内の市民社会や

民間セクターに向けた広報・募金活動を中心に活動している。図 11、12 は UNICEF と日本

ユニセフ協会の関係図である
325 326。 

 

 

 

 

図 11：ユニセフと日本ユニセフ協会の関係（1） 

出典：UNICEF「ユニセフと日本ユニセフ協会の収支・活動報告」 

https://www.unicef.or.jp/about_unicef/syushi.html 

 

 
325 UNICEF「ユニセフと日本ユニセフ協会の収支・活動報告」

https://www.unicef.or.jp/about_unicef/syushi.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 22 日）。 
326 UNICEF「ユニセフとユニセフ協会」

https://www.unicef.or.jp/about_unicef/about_and.html?q31cha8921=bv2q0vhtrjd94era64u0&_bdld=3F02TS.ndBZF
n2.1609711635（最終閲覧日：2020 年 12 月 22 日）。 
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図 12：ユニセフと日本ユニセフ協会の関係（2） 

出典：UNICEF「ユニセフとユニセフ協会」 

https://www.unicef.or.jp/about_unicef/about_and.html?q31cha8921=bv2q0vhtrjd94era64u0&_bdld=

3F02TS.ndBZFn2.1609711635 

 

 図 11、12 のように、日本ユニセフ協会がパイプ役となって UNICEF 本部に国内で集めた

募金を送っている。UNICEF は、国連本部からの財政的支援を受けることなく、全て個人

や民間から預かった寄付と、各国政府の任意の拠出金により成り立っている
327

。そして、

UNICEF は（UNICEF による支援を終えた）先進国を中心に、33 の国と地域に国内委員会

を設置し、協力協定を結んでいる
328

。これにより、国内委員会が民間からの資金調達を担

う役割を含め、幅広い活動を展開するだけでなく、より現場の声に耳を傾けることが可能

となる
329

。政府からの拠出金についてはその国の意向なども反映されるため、使途が限定

される場合があるが、民間からの募金はその国際機関の活動を信頼して寄せられるもので

あるため、より支援が必要な現場に対して自由な裁量で活用できる
330

。 

 2019年の日本ユニセフ協会への寄付額は、日本国内全体で約 209億 8084万円であり、そ

の内個人からの寄付は 86.3%にあたる約 181億 1355万円に上る
331

。また、2019 年における

 
327 UNICEF「前掲（注 325）」。 
328 日本ユニセフ協会へのヒアリング（実施日：2020 年 12 月 1 日）。  
329 同上。 
330 同上。 
331 UNICEF「前掲（注 325）」。 
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国連 UNHCR協会への日本国内全体の寄付額は、約 39億 9241万円に上る
332

。国連 UNHCR

協会はそのうち、約 80%にあたる約 32億 1427万円を UNHCR 本部に送金している
333

。国

連 UNHCR 協会が資金を募るのに、「毎月寄付」、「遺贈・相続財産・お香典の寄付」な

ど様々な寄付の種類が用いられている
334

。また、寄付金について税制上の優遇措置が取ら

れており、個人の所得税の場合、年間合計寄付額が 2000円を超える際に確定申告を行うこ

とで所得税の還付が受けられる
335

。その際「所得控除」か「税額控除」のいずれか有利な

方を選択できるようになっている
336

。相続税の場合、遺族が相続により受け継いだ財産の

一部または全部を申告期限内に寄付した際、寄付した財産について相続税が免除される
337

。 

 国連 UNHCR 協会が民間や個人などに対して、募金活動・広報活動を通じて難民支援の

必要性を呼びかけている中で主な取組みを紹介する
338

。1 つ目は、「国連難民支援キャン

ペーン」である
339

。これは、日本を始め世界 15都市で展開されており、街頭や施設などで

支援の呼びかけを行う活動である。日本では、札幌、東京、名古屋、大阪、福岡の 5 都市

を拠点に活動を行っている。2 つ目は、難民支援の必要性を広める活動の一環として開か

れている「UNHCR 難民映画祭」である
340

。UNHCR駐日事務所並びに国連 UNHCR協会で

は、2006 年から毎年、難民に焦点を当てた世界中の作品を、約 240 作品上映してきた。こ

れまでに 10万人以上が来場し、この映画祭を通して難民問題の実態や、支援の重要性を理

解してもらうことに繋がっている。   

国連 UNHCR 協会も初めからこのような寄付額を集められていたのではなく、このよう

な地道な募金活動・広報活動の積み重ねが多額の寄付に繋がっていることは留意しなけれ

ばならない
341 342。また、国内において不景気に陥ると、各国の任意拠出金が減少してしま

う傾向にある。多くの国際機関は資金不足になっているが、その分民間や個人への募金活

動に力を入れている。 

 他にも個人以外を対象に「人間の安全保障基金」が民間企業とのコラボレーションをす

るにあたっては、様々な手法が考えられる。 

 
332 国連 UNHCR 協会「活動・会計報告」https://www.japanforunhcr.org/about/reports/（最終閲覧日：2020 年

12 月 22 日）。  
333 同上。 
334 国連 UNHCR 協会「個人の皆さまへ」https://www.japanforunhcr.org/support/all/（最終閲覧日：2020 年 12
月 22 日）。  
335 国連 UNHCR 協会「寄付金の税制上の優遇措置について」https://www.japanforunhcr.org/archives/2015/
（最終閲覧日：2020 年 12 月 22 日）。 
336 同上。 
337 同上。 
338 国連 UNHCR 協会「支援する・参加する・広める」

https://www.japanforunhcr.org/archives/?cat1=6&cat2=21（最終閲覧日：2020 年 12 月 22 日）。 
339 国連 UNHCR 協会「活動報告 2018 ANNUAL REPORT 2018」。 
340 同上。 
341 国連 UNHCR 協会へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 26 日）。 
342 UNHCR「前掲ヒアリング（注 116）」。 



 

112 

 

 1 つ目に、各企業が設けているポイント制度の活用である。ポイント制度の活用とは、

消費者が貯めたポイントの消費先として、そのポイントを導入している企業と協定を結ん

でいる国際機関への寄付を選択できる制度である。2 つ目に、イベントの活用である。企

業がイベントを開催すると、その参加費を含めた収益の一部が国際機関に寄付されるとい

う仕組みがある。開催されるイベント内での広報活動や募金活動も行うことで、参加者に

対して積極的に呼びかけていくこともできる。3 つ目に、製品購入寄付である。これは、

特定のブランドとNGOや国際機関などが協力協定を結び、そのブランドで販売する特定の

製品を消費者が購入すると、収益の一部が寄付されるという仕組みである。 

 UNHCR 駐日事務所のホームページでもパートナー企業の取組みが紹介されている
343

。

国連 UNHCR 協会へのヒアリングでは、株式会社富士メガネによる支援について伺った
344

。

富士メガネは 1983 年より毎年、「海外難民視力支援ミッション」を実施している
345

。これ

までに、4 か国において無償で視力検査を行い、メガネを約 16 万組以上寄贈している。さ

らに、UNHCR とパートナーシップを結び資金援助も実施している。この事例のように近

年、CSR（企業の社会的責任）に関する意識が高まり、企業による様々な社会貢献活動が

盛んになってきている。「人間の安全保障基金」も、企業の本業や理念と支援現場のニー

ズを結ぶような活動を行うべく、既に取り組んでいる他の国際機関に倣っていく必要があ

る。 

 国連には多くの基金が設置されており、基金同士でも民間からの拠出を得るための競争

がある。そのため、企業にパートナーとなってもらうための働きかけを行い、チャリティ

ーイベントなどを開催して寄付金を募るための様々な工夫が必要であることをヒアリング

でも伺った
346

。 

 このように、民間企業でも寄付に取り組んでいる企業や事例は多く存在する。「人間の

安全保障基金」も民間企業とのコラボレーションを行うことで、寄付金を得ることが期待

される。さらに、寄付金を得ることだけでなく、「人間の安全保障基金」の活動について

も広報していくことで、認知度を高めることにも繋がる。 

 

第 3 節 小括 
 本章では、「人間の安全保障基金」が現在直面している資金不足という課題に対して、

管理運営を行っている「人間の安全保障ユニット」や、他の国際機関へのヒアリングなど

を通して、政策提言を導き出した。資金不足の課題解決は一筋縄でいかないため、本提言

のみならず、今後もこの課題に対する解決策を引き続き模索していく必要がある。「人間

 
343 国連 UNHCR 協会「企業の皆さまへ」https://www.japanforunhcr.org/support/corporate/（最終閲覧日：2021
年 1 月 16 日）。 
344 国連 UNHCR 協会「前掲ヒアリング（注 341）」。 
345 国連 UNHCR 協会「前掲（注 339）」。 
346 UNHCR「前掲ヒアリング（注 116）」。 
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の安全保障基金」はこれまで 100 か国以上の国で 260 以上のプロジェクトを実施している

実績もある。しかし、その取組事例やそこで得られ、蓄積された知見は国際的な推進のた

めに十分共有されていない。また「人間の安全保障ユニット」は、「人間の安全保障」の

包括的なアプローチを用いて、複合的な課題に対処している。しかし、その成果を分かり

やすく伝える素材も少なく、広く共有されていない。「人間の安全保障基金」のプロジェ

クト数を増やし、そのアプローチを国際的に推進するためにも、同基金への拠出を増やす

必要があり、積極的なアドボカシー活動が求められる。本研究では以上の提言を通じて、

「人間の安全保障基金」の資金不足という課題に対処することで、「人間の安全保障」の

アプローチが国際的に推進されると考える。 

 

 

第 4 章 国連における賛同国の拡大とモメンタムの強化 
 

第 1 節 現状と課題：「人間の安全保障」を推進するモメンタムの欠如 
 

第 1 項 背景  
 国連総会は、全ての加盟国によって構成される国連の主要な審議機関である

347
。国際社

会の諸問題について討議し、決議の採択によって決定・勧告を加盟国または安保理に対し

て行うことができる。その国連総会において、2012 年に「人間の安全保障」の共通理解へ

の合意が成された。そこで、国連での「人間の安全保障」の推進を重視し、以下のように、

研究を行った。 

 

第 2 項 現状と課題 
 これまでの調査研究及びヒアリングから、国連において、「人間の安全保障」の実践の

拡大や推進するモメンタムが失われている、という現状が明らかになった。 

 「人間の安全保障基金」は、2001 年以降、同基金への拠出が増えておらず、2012 年の国

連総会決議（A/RES/66/290）で各国に同基金への自発的な拠出を促したにもかかわらず、

日本以外に拠出している実績は見られない。 

 また、2014 年以降、新たな国連事務総長報告の発出や国連総会決議の採択などの動きも

見られない。そして、日本に注目すると、2014 年以降、国連において、日本主導で開催さ

れた「人間の安全保障」に関する会合が減少していることが分かった。2012 年の国連総会

決議（A/RES/66/290）の採択に際しては、日本は外交面でリーダーシップを発揮したこと

 
347 外務省「国連総会」https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/index.html （最終閲覧日：2021 年 1 月 18
日）。 
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で、同決議の採択を成し遂げたが、そこからさらなる推進について勢いを失っている状況

であるとの指摘もなされている
348

。さらに第 3部 1章 2節で述べた通り、「人間の安全保

障ネットワーク」の活動も休止状態にある。 

 さらに 2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）では「人間の安全保障」に関する議論の

継続を決定するとし
349

、2013 年の事務総長報告（A/68/685）でも国連における「人間の安

全保障」の主流化に向けた進捗状況と教訓について、2 年ごとの総会への報告を求めるこ

とを提言としている
350

。しかし、提言を踏まえて、加盟国間で議論し、新たな事務総長報

告が発出されるには至っていない。 

 このように、国連において「人間の安全保障」を推進するモメンタムが失われていると

いう現状を踏まえ、課題解決のための検討を行う。 

 国連で「人間の安全保障」の実践を拡大し、推進を実現していくためには、まず国連で

継続的に議論の場を設けることで、モメンタムを維持・強化していく必要がある。 

 そのためには、日本が主導し、「人間の安全保障」の推進に賛同する国とともに連携・

協力して、「人間の安全保障」のテーマを継続的に取り上げる必要がある。さらに、2010

年、2012 年のように国連総会での審議を経て国連加盟国間で合意を形成し、決議を採択し

たように、国連において加盟国の合意の成果を残し、積みあげていくことが重要である。

国連総会では会期毎に国際社会の諸問題について討議し、様々な決議が採択されているが、

「人間の安全保障」については、2012 年以降、国連総会公式討論は開催されておらず、国

連総会決議も採択されていない。また 2013 年以降、「人間の安全保障」に関する事務総長

報告も提出されていない。 

 日本の取組みとしては、以下の表 4 に示したように、日本主導の会合の開催数が減って

いることが確認できる。2012 年の国連総会決議に至るまでの取組みと、2013 年から 2019

年までの取組みを比較すると、日本主導の会合は開催頻度に顕著な違いがみられる
351

。 

 

表 4：「人間の安全保障」をテーマにした会議・シンポジウム 

1999 年 人間の安全保障シンポジウム 

2000 年 人間の安全保障シンポジウム 

2001 年 人間の安全保障シンポジウム 

2002 年 人間の安全保障シンポジウム 

 
348 Yoichi Mine, Oscar A. Gómez, and Ako Muto, supra note 254, p 95.  
349 UN Doc. supra note 4. 
350 UN Doc. supra note 47. 
351 外務省「前掲（注 171）」。 
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2003 年 人間の安全保障シンポジウム 

2004 年 人間の安全保障シンポジウム 

2006 年 人間の安全保障フレンズ会合、人間の安全保障シンポジウム 

2007 年 人間の安全保障フレンズ会合、人間の安全保障高級事務レベル協議 

2008 年 人間の安全保障フレンズ会合 

2009 年 人間の安全保障フレンズ会合、人間の安全保障シンポジウム 

2010 年 国連総会公式討論、人間の安全保障シンポジウム 

2011 年 加盟国によるインフォーマル協議 

2013 年 ハイレベル・イベント、人間の安全保障シンポジウム 

  

2019 年 人間の安全保障シンポジウム（Human Security at 25th） 

 

 近年では、以下の表 5 の通り、国連で「人間の安全保障」に関するハイレベル会合が開

催されている
352

。 

 

表 5：近年の国連での「人間の安全保障」に関するハイレベル会合 

2018 年 
アラル海地域に関する会合 参加国：日本、ナイジェリア、 

ノルウェー、ウズベキスタン 

2018 年 
自然災害など 

に関するハイレベル・イベント 

参加国・地域：バングラデシュ、 

ツバル、アフリカ連合、ノルウェー 

2018 年 
移住や尊厳など 

に関するハイレベル・イベント 

参加国：タイ 

2019 年 
2030アジェンダのローカライズ 

に関するハイレベルフォーラム 

参加国：ガンビア、セネガル 

2019 年 
人間の安全保障 25 周年記念 

シンポジウム 

参加国：日本、ノルウェー、 

タイ、南アフリカ 

 

 
352 UNTFHS, “Events,” https://www.un.org/humansecurity/events/  (Accessed: 18th Jan 2021). 



 

116 

 

 2019年には、日本が主導して「人間の安全保障 25周年記念シンポジウム」を開催してい

る。同シンポジウムは、日本に加え、ノルウェー、南アフリカ、タイといった「人間の安

全保障ネットワーク」のメンバー・オブザーバー国、「人間の安全保障」に賛同する国の

共催、そして UNDP、「人間の安全保障ユニット」の協力を得て、開催された。 

 この会合は、1994年に UNDPの「人間開発報告書 1994」において「人間の安全保障」概

念が導入されてから 25 年目を記念して開催された。同会合では「人間の安全保障」と「人

間の安全保障基金」の貢献や SDGs との親和性を確認した。また、人間中心の視点から、

国連システムがより複合的な課題に対処できるアプローチとしての「人間の安全保障」と

いうビジョンを掲げた
353

。 

 同会合に参加した多くのアクターは、脆弱性と不安定性が高くなってきた現在の世界で

は、25 年前より「人間の安全保障」が重要であることを認識した。「人間の安全保障」は

SDGsの「誰一人取り残さない」という人間中心のアプローチを反映し、より適切に問題に

対処できることを確認した
354

。加えて、SDGsの時代における「人間の安全保障」に関して

議論を行い、「人間の安全保障を実現する上での教育・保健分野の重要性、開発の現場で

多様なアクターの連携を促す人間の安全保障アプローチの有効性、人道と開発の連携や紛

争予防における人間の安全保障の役割、国連人間の安全保障基金の貢献」などについて発

言があった
355

。 

 河野外務大臣（当時）のビデオメッセージに加え、星野俊也国連大使（当時）からは、

教育・保健分野のような「人間の安全保障」に関係性が強い分野での取組みを強化しなが

ら、日本は「開発のための革新的資金調達リーディング・グループ」の議長国として、

「人間の安全保障」と SDGs の達成のための資金問題に対して、国際連帯税といった革新

的資金調達の議論を主導していくと発信した
356

。 

 このように「人間の安全保障」25 周年という記念イベントにあたって、日本主導で賛同

する国や国際機関を取り込んで、国連で「人間の安全保障」を議論する場を提供したこと

には大きな意義がある。 

 日本が主導するべきという観点については、「人間の安全保障ネットワーク」の加盟国

に対して行ったヒアリングからも、日本がリーダーシップをとって、「人間の安全保障」

を積極的に主導してほしい旨の期待が多く聞かれた。 

 
353 UNTFHS, “HUMAN SECURITY at 25: Building on its contribution to achieve the SDGs・Summary,” 
https://www.un.org/humansecurity/hs25/ (Accessed: 22nd Jan 2021). 
354 Ibid. 
355 外務省「「人間の安全保障 25周年シンポジウム」の開催」（2019 年）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunyabetsu/bunya/page22_001135.html（最終閲覧日：2020 年 12 月 21
日）。 
356 同上。 
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 例えば、スロベニアからは「日本が今後この概念をさらに推進すると決めたならば、全

てのアクターが参加すべきである。スロベニアを含めた他の国家についても後押ししてく

れる人が必要である。」という回答を得た
357

。ノルウェーからは「日本がリーダーシップ

をとって推進する場合、ノルウェーが実施している取組みと「人間の安全保障」の活動理

念が合致するのであれば、協力したい。」という意見を伺った
358

。そして、タイからは

「日本がフォーラムや対話、会議のようなものを開催することを期待している。」といっ

た回答を得た
359

。さらに、東南アジア諸国などにおける「人間の安全保障」の普及につい

て調査研究された同志社大学教授の峯陽一氏へのヒアリングより、調査研究に参加した他

国の研究者などからも、もっと日本に後押ししてもらいたいという声があったと述べてい

た
360

。 

 このように、日本が積極的に「人間の安全保障」のリーダーシップをとるイベントも成

功裏に開催されており、日本がリーダーシップをとることへの期待は「人間の安全保障」

を推進する国からは示されている。「人間の安全保障」が日本の外交の柱であることを踏

まえれば、日本が国連で「人間の安全保障」推進のリーダーシップをとって、これらの国

を牽引することでその期待に応え、さらに賛同国を募りつつ、「人間の安全保障」を推進

するモメンタムを醸成していくべきである。 

 

第 2 節 国連で日本が主導する意義 
 国連において 2012 年以降「人間の安全保障」を推進するモメンタムが失われている現状

を踏まえ、以下では、日本がリーダーシップをとって国連で「人間の安全保障」を推進す

る賛同国を増やし、モメンタムの強化を目指す上で、改めて日本が国連で「人間の安全保

障」を推進する意義について確認したい。 

 第 3部 2章の「日本政府の取組み」で取り上げた通り、日本は政府として 1990 年代から

「人間の安全保障」を提唱し、国連において「人間の安全保障基金」の設立、「人間の安

全保障委員会」の設置など、「人間の安全保障」の概念の普及に積極的に取り組んできた。

「人間の安全保障基金」には、1999 年の設立以降は累計して約 475 億円（令和元年時点）

拠出し、日本は「人間の安全保障」の実践の拡大にも大きく貢献してきた
361362

。また、国

連の場で潘基文国連事務総長（当時）や現在のアントニオ・グテーレス国連事務総長によ

って「人間の安全保障」及びその推進の重要性については繰り返し言及されている。2017

 
357 駐日スロヴェニア共和国大使館「前掲ヒアリング（注 166）」。 
358 駐日ノルウェー大使館へのヒアリング（実施日：2020 年 11 月 10 日）。 
359 在東京タイ王国大使館「前掲ヒアリング（注 72）」。 
360 峯「前掲ヒアリング（注 290）」。 
361 外務省「前掲（注 54）」。 
362 外務省『国際機関等への拠出金等に対する評価』（平成 29 年度～令和元年度版）（最終閲覧日：2020
年 12 月 31 日）。 



 

118 

 

年より現職のグテーレス国連事務総長は、2018年 12月に訪日した際に上智大学で「グロー

バル課題：『人間の安全保障』の役割」というテーマで特別講演を行った際に、「人間の

安全保障」という概念を発展させるために日本が果たしてきた役割について、「「人間の

安全保障」というコンセプト自体が日本で作られ、日本が主導して国連の中に「人間の安

全保障」を実現するための基金やメカニズムを作り、かつこのコンセプトを基に世界中で

事業を行い成功させていると称賛し」、また「この人々を結びつけるコンセプトである

「人間の安全保障」を、グローバルな課題や脅威に対処するためにさらに活かしていくべ

きだと主張し」、「人間の安全保障」の重要性を繰り返し強調している
363

。また、菅義偉

総理大臣も、2020 年 9 月 26 日（日本時間）に行われた第 75 回国連総会の演説の中で

COVID-19 の感染拡大を「人間の安全保障に対する危機」と捉え、この危機を克服するた

めに「人間の安全保障」を重視することを明言した
364

。 

 感染症の世界的なパンデミックに際して、日本がこれまで重視してきた「人間の安全保

障」を、改めて国際社会において推進することは時宜を得ていると考えられる。感染症、

国際保健に加えて、日本が国連で「人間の安全保障」の議論を主導することで、その重要

性が広く認識され、国際社会が直面する複合的な課題に対処に貢献することが強く期待さ

れる。 

 次節では国連の場で議論をすることの意義について論じた後に、「人間の安全保障」の

関心国及び賛同国を増やすための具体的方策について提言したい。 

 

第 3 節 提言: 日本主導の国連における「人間の安全保障」のモメンタム強化 
 

第 1 項 国連での議論の活性化 
 国連で特定のテーマを主流化するには賛同国の数が重要であり、193 か国の加盟国が合

意することは非常に大きな意味を持つ。そのため、全ての加盟国が集う国連総会において

は、加盟国がそれぞれ抱える懸案事項を持ち込んで議論し、決議採択を目指して取り組ん

でいる。その結果として約 1 年間の会期中に 300 を超える総会決議が採択されている
365

。

日本は核兵器のない世界の実現に向けて着実に前進するため、1994年から 27年連続で核兵

器廃絶決議案を国連総会に提出し、採択されている
366

。この点、2012 年に「人間の安全保

障」の共通理解について、国連総会決議において全加盟国一致で採択されたことは、我が

 
363 以下より引用した。 
上智大学ホームページ「アントニオ・グテーレス国連事務総長が来校しました」

https://www.sophia.ac.jp/jpn/news/PR/2017/news0117.html （最終閲覧日：2020 年 12 月 31 日）。 
364 外務省「前掲（注 319）」。 
365 The Dag Hammarskjöld Library, “Research Guides: General Assembly - Quick Links: 75th Session (2020-2021),” 
(2020), https://research.un.org/en/docs/ga/quick/regular/75  (Accessed: 2nd Jan 2021). 
366 外務省「核軍縮・不拡散 国連総会における我が国提出の核兵器廃絶決議」 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/un_cd/gun_un/ketsugian.html（最終閲覧日：2021 年 1 月 2 日）。 
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国が重視する「人間の安全保障」を国連で推進するための礎を築いたことを意味し、これ

を土台に加盟国の間の議論を継続していくことは重要である。 

 この点、2012 年の「人間の安全保障」に関する国連総会決議（A/RES/66/290）パラグラ

フ 7 では「人間の安全保障」の議論の継続について言及されているが、その後加盟国の関

心を集め、「人間の安全保障」に関する議論が積み上げられているとは言えないのが現状

である。他方で、国連で「人間の安全保障」が議論されていないことは、「人間の安全保

障」の重要性が低下しているということではない。ヒアリングの中で国連大使を務めた星

野氏も、国連における正式なプロセスを踏んで総会決議を採決すること、イベントの回数

を重ねて既成事実化することが国連で主流化するにあたっては重要になると述べている
367

。 

 以上の点を踏まえると、国連において「人間の安全保障」の持つ重要性を再確認しつつ、

その推進につき議論をする場を設けていくことは、「人間の安全保障」の推進にとって不

可欠な要素であると考えられる。 

 国連で「人間の安全保障」の議論を再び活性化させるにあたり、2010 年の国連総会決議

（A/RES/64/291）採択に向けては加盟国のコンセンサスをとるために、日本はメキシコと

共同で「人間の安全保障フレンズ」を立ち上げ、議論をリードした。そして日本とメキシ

コの粘り強い取組みの結果、非公式のフォーラムでありながらも参加国が拡大し、国連の

場における「人間の安全保障」に関する議論を活性化させるに至った（第 3部 2章 5節）。 

 さらに、2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）にあたっても、加盟国を取り込んでの

議論を活性化するために、日本とヨルダンが共同で「人間の安全保障」の共通理解の形成

のための場を提供し、取り組んでいる。 

 しかしながら、過去に実施した方策をただ模倣するだけでは今の国連では通用するとは

言えないと、かつて「人間の安全保障フレンズ」会合を日本政府の立場で先導した高須元

国連大使がヒアリングの中で述べている
368

。また日本としては、今後議論を活性化すると

しても、今日議論する意義のある「人間の安全保障」のテーマを扱い、この議論が何を目

指すのかを明確にし、提示する必要があると考えられる。第 3部 2章及び 3章で取り上げ

たように、感染症、UHC や防災分野など、日本がこれまで「人間の安全保障」に基づき重

要課題として取り組んできたテーマを取り上げ、そこで「人間の安全保障」のアプローチ

を適用した取組みなどにつき、加盟国と国際機関と共有し、実践に重点をおいて議論をす

ることが有益だと考えられる。このようなテーマを扱うことについて、「人間の安全保障」

はより実践的なアプローチになるだろうとの意見も示されている
369

。 

 
367 星野「前掲ヒアリング（注 286）」。 
368 高須「前掲ヒアリング（注 61）」。 
369 長「前掲ヒアリング（注 192）」。 
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 その際、2012年の総会決議（A/RES/66/290）での日本以外の 24の共同提案国や370
、「人

間の安全保障ネットワーク」のメンバー国は、この先日本が「人間の安全保障」に関する

議論を国連の場で進める上で、賛同国もしくは理解を示す国として議論に積極的に取り込

むことが肝要である。 

 加えて、地域レベルでの推進活動も、国連の場において「人間の安全保障」を推進する

にあたっては重要である。ASEAN との「インド太平洋に関する ASEAN アウトルック

（AOIP）」に関する共同首脳声明の中でも、一層強化する対象として「公衆衛生及び食糧

安全保障を含む人間の安全保障」が挙げられるなど371
、地域的取組みで「人間の安全保障」

のアプローチや理念が反映されることにより、国連においても「人間の安全保障」の賛同

国の拡大につながることも期待できる。 

 

第 2 項 モメンタム強化に必要な要素 
 2012年の加盟国による共通理解の合意を踏まえて発出された 2013年の国連事務総長報告

（A/68/685）を踏まえて、今後国連でのどのような成果を期待できるか検討する。 

 2013 年の事務総長報告（A/68/685）では、2012 年の国連総会決議（A/RES/66/290）で採

択された「人間の安全保障」の共通理解を踏まえた、国家レベル・地域レベル・国際的な

レベルでの「人間の安全保障」アプローチの適用事例について、加盟国・国連諸機関など

の見解を踏まえて報告し、その適用から得られた教訓を踏まえて、「人間の安全保障」が

現在直面する脅威に効果的に対応できることを示した。そして地域レベル・国家レベル・

国内の地域レベルでのアプローチの適用を奨励し、国連システム内での「人間の安全保障」

の主流化、「人間の安全保障基金」への財政的支援、主流化に向けた進捗状況と教訓の 2

年ごとの事務総長への報告などを総会に提案している
372

。 

 本来は同報告をもとに、国連加盟国、国連システムでの「人間の安全保障」が推進され

ることが期待されていたが、本章第 1 節でも述べた通り、日本を含め国連加盟国はその期

待に十分応じているとは言えない。 

 同報告は今後の国連における「人間の安全保障」に関する取組みについて前向きに論じ

た示唆に富む要素を盛り込んでいる。また第 1章、2章、3章で取り上げた提言とも結びつ

く内容も盛り込まれている。そこで、2013 年の事務総長報告（A/68/685）について深く掘

り下げ、打開策を見出すこととしたい。 

 
370 オーストラリア、ベナン、チリ、コスタリカ、フィジー、ホンジュラス、ケニア、ヨルダン、リベリ

ア、マダガスカル、メキシコ、ミクロネシア、モンゴル、ナウル、パラオ、パナマ、パプアニューギニ

ア、フィリピン、韓国、サモア、セネガル、タイ、チュニジア、ウガンダの 24 か国。 
371 外務省『インド太平洋に関する ASEAN アウトルック（AOIP）協力についての第 23回日 ASEAN首脳
会議共同声明（和文骨子）』（2020 年）。 
372 UN Doc. supra note 47. 
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 同報告のパラグラフ 54 から 58 では、政府や市民社会などのステークホルダーと国連シ

ステムの相乗効果の果たす役割の大きさについて言及し、第 1 章で触れた「連携」の重要

性を指摘している。また、「人間の安全保障」が国連組織内でのリソース配分も含め、課

題解決のために各組織がシナジーを作り出すことにも言及しており、同章の連携で触れた

“Delivering as One”の活動効果を高めるとしている。 

 また、前節で「人間の安全保障」の取組みにはその後フォローアップがなされていない

ことは述べたが、同報告パラグラフ 67（f）で、定期的に「人間の安全保障」の進捗状況に

ついて総会に報告することを提言しており、このように情報共有の機会を設けることは、

第 2 章で提言した「人間の安全保障」の対話プロセスによって、取組みや知見を情報共有

することで相乗効果を生むことにもつながる。 

 また、同報告パラグラフ 67（e）で「人間の安全保障基金」の活動への財政的支援を促

していることは第 3章の拠出額増加の提言にもつながる。 

 さらに同報告では「人間の安全保障」が、ポスト 2015 年開発アジェンダの枠組み、つま

り、今日の SDGs の達成のために有用であると主張している。ポスト 2015 年開発アジェン

ダは、2015 年に SDGs として策定された際に「人間の安全保障」という文言は入らなかっ

たが、「誰一人取り残さない」というコンセプトが前文で盛り込まれた
373

。しかし、SDGs

に「人間の安全保障」を具体的にどのように反映させるのかという点に関しては、国連で

議論は進んでいない。モメンタムの強化による議論の活発化は、「人間の安全保障」が

SDGsの取組みにどのように活かすことができるのかについての議論が進むことによっても

期待される。 

 加えて、第 3部 3章 3節 2項でも述べたように、こうした「人間の安全保障」に関する

取組みを日本が国連内でリーダーシップを発揮して進めることは、国連における日本のプ

レゼンスを向上させることにもつながると考えられる。そして、それは安保理の常任理事

国入りを目指す日本を後押しすることになることが期待される。 

 2012 年に提出された国連事務総長報告（A/66/763）の中で、加盟国の議論は「人間の安

全保障」の共通理解を形成する上で重要な役割を果たしてきたことが述べられている
374

。

そこから、国連における加盟国との議論とその機会を提供する会合は、合意形成の過程に

おいて大きな意義があることが分かる。今後日本が国連でモメンタムを形成するにあたっ

て、この経験から学べることは少なくない。 

 新たな総会決議に至る議論には、上述の通り「人間の安全保障」の共通理解の形成とそ

の成果としての国連総会決議という明確なゴールが存在したことに鑑みると、今後加盟国

を取り込んで議論する際にも、ゴールを明確にすることが必要と考える。 

 
373 UN Doc. A/RES/70/1 (Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable Development 2015.10.21). 
374 UN Doc. A/66/763 (Follow-up to General Assembly resolution 64/291 on human security - Report of the 
Secretary-General 2012.4.5). 
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 星野氏へのヒアリングにおいても、2012 年の総会決議以降に数年おきにフォローアップ

の決議や事務総長報告があれば、「人間の安全保障」の主流化や再活性化が有り得たので

はないかと述べている
375

。 

 この点、前述の 2013 年の国連事務総長報告（A/68/685）では、そのパラグラフ 67（f）

において、国連の活動における「人間の安全保障」の主流化に向けた進捗状況と得られた

教訓を 2 年ごとに総会に報告することを提言しているは述べた通りである
376

。しかし、

2013 年に事務総長報告（A/68/685）が提出されて以降、「人間の安全保障」に関する総会

への報告は発出されてない。国連において継続的に「人間の安全保障」を取り上げるメカ

ニズムを組み込むことは、新たな決議を作成するにあたって考慮するべきだと考えられる。 

 高須氏も、対立色の強い今の国連では中身のある決議を作るには相当の準備が必要とな

る旨の話をヒアリングで語っていた
377

。 

 以上のことを踏まえて、モメンタムを強化し、賛同国を拡大していくためには、「人間

の安全保障」の議論の成果として具体性を持たせる「人間の安全保障」に関する新たな決

議の採択、またはそれに取り込むべき内容について並行して検討する必要性について提起

したい。 

 

第 4 節 小括 
 本章では主に国連を舞台に、2013 年以降の国連における「人間の安全保障」のモメンタ

ムの欠如と日本の主導的な取組みの減少に着目し、国際社会での「人間の安全保障」の推

進には国連での主流化が不可欠であり、これまでのリード国であった日本が主導的にイニ

シアティブをとること提起した。そして、日本が具体的になすべきことは、国連での賛同

国を増やし、モメンタムの強化につなげることである。 

 この点、第 1、2、3 章の各提言は「人間の安全保障」の国際的な推進という意味で、第

4 部冒頭でも述べたようにシナジーを生み出し、国連におけるモメンタム形成の後押しを

することが期待される。 

  

 
375 星野「前掲ヒアリング（注 286）」。 
376 UN Doc. supra note 32. 
377 高須「前掲ヒアリング（注 61）」。 
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第 5 部 おわりに 
 今日、COVID-19 をはじめ、多様で複合的な地球規模の課題への対処に、政府、援助実

施機関、国際機関、NGO などの担い手が懸命に取り組んでいる。この研究は、私たちにと

って、各個人が「人間の安全保障」を自分事として捉え、その課題に対処する知見や能力

を身に着け、取り組む主体となることの重要性、そのための支援の必要性について、認識

する機会を提供してくれた。 

 「人間の安全保障」は人間一人ひとりに着目したアプローチである。これまで述べてき

た本ワークショップの調査研究の成果を踏まえると、今日存在する複合的な脅威に対処す

るためには、「人間の安全保障」のアプローチが重要であることの認識を、国

（national）・地域（regional）・国際社会（international）に向けて、今後さらに呼びかけ

ることに加えて、賛同する国、地域・国際機関、NGO、民間企業などと協働して実践を強

化していく必要がある。そのために日本政府が「人間の安全保障」についてどのような政

策を展開していくべきかについて、4 つの観点から政策提言を試みた次第である。 

 これまでに挙げた 4 つの政策提言を整理すると、以下のようになる。 

 国際社会で「人間の安全保障」を推進していくためには、第 1 に、連携の強化が求めら

れる。各国・各機関が政策協議などを通じて、戦略計画などに「人間の安全保障」を盛り

込み、政策レベルで「人間の安全保障」の推進の重要性を共有し、また「人間の安全保障」

の包括的なアプローチを促進するために、現場レベルで連携することの重要性を共有する

ことが重要である。その際、「人間の安全保障」のアプローチが、DaO に資することも学

んだ。また政策レベルにおいて、連携を推進する上での現場の課題の吸い上げ、その具体

的な対応策を検討するために、定期会議などを開催することは有益である。このように、

現場・政策レベルの各レベルにおける連携と共に、現場と政策レベルの連携の強化を提案

した。 

 第 2 に、各主体が有する経験・知見を共有する対話プロセスを立ち上げることが重要で

ある。対話は取組事例の蓄積に資することに加え、他の主体の取組事例から学び、主体の

裾野をさらに広げ、取組みを活性化していくことに繋がる。「人間の安全保障」に賛同す

る国家と連携し、各地域でこのような対話を創設することで、「人間の安全保障」のアプ

ローチへの理解が広がり、国際的な推進に繋がることが期待される。 

 そして第 3 には、「人間の安全保障基金」の拠出額の減少に歯止めをかけるための解決

策として、現ドナーである日本以外の国連加盟国からの「人間の安全保障基金」への拠出、

また民間セクターからの出資を呼び込むための方法について考察した。これらの方法によ

って、「人間の安全保障基金」への拠出が増え、プロジェクト数の増加に繋がることが期

待される。 
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 最後に、国連においての賛同国の拡大とモメンタムの強化を図ることが重要であるとい

う点について提起した。日本が国連における「人間の安全保障」の推進をリードし、賛同

国を拡大し、議論を活性化させることで、国連での「人間の安全保障」に関する取組みが

強化されることが期待される。そして、新たな国連総会決議の採択による、「人間の安全

保障」の一層の推進の可能性についても検討した。 

 各政策提言は、相互に作用し、相乗効果を生み出しながら、「人間の安全保障」の国際

的な推進に資することが期待される。例えば、国際機関をはじめとした「人間の安全保障」

に取り組む主体が、互いに連携する中でプロジェクトなどが実施される。そして、そこで

蓄積された取組事例から得られる経験・知見などが、対話プロセスを通じて共有され、

「人間の安全保障」アプローチの有用性や連携強化の認識向上につながる。また、「人間

の安全保障」のアプローチを取り入れた成果が対話を通じて確認されることによって、

「人間の安全保障基金」が担う役割の重要性も各国に伝わる。 

 「人間の安全保障」に取り組む各主体間の連携の強化、取組事例や知見を共有するため

の対話の創設、「人間の安全保障基金」への拠出金増加は、国連での「人間の安全保障」

を推進するモメンタムを強化する上で、大きな後押しになる。 

 以上のように、4 つの政策提言は相互に絡み合い、相乗作用をもたらす。これらを通じ

て、今後より一層、人間・コミュニティに着目し、保護と能力強化のアプローチ、つまり

は「人間の安全保障」アプローチの国際的推進が図られる。 

 本ワークショップでは 1 年間の研究を通し、「人間の安全保障」について議論を重ね、

その推進上の問題点や課題、改善策の提示を行った。しかしながら、COVID-19 などの制

限により、海外へ実際に赴き現地調査をすることができなかった。また時間的な制約から、

安保理常任理事国及び 2012 年の「人間の安全保障」の国連総会決議の共同提案国に対する

ヒアリング調査を行うことも叶わなかった。一方で、オンラインを最大限活用し、ニュー

ヨークの「人間の安全保障ユニット」及びチリ本国にある外務省に、1 万キロ以上の距離、

最大 14 時間の時差を乗り越えてヒアリングを行うことができた。 

 しかし、「人間の安全保障」は非常に深いテーマであり、本研究では十分掘り下げるこ

とができていない要素が残されている。最後に、その内いくつかの点について、示してお

きたい。 

 第 1 は、「人間の安全保障」と SDGs の棲み分けやその位置付けについて、統一した見

解が無いことである。例えば、SDGsと「人間の安全保障」は競合概念ではなく、外務省は

「「人間の安全保障」は SDGs の達成に向けたアプローチ」として捉えていることを確認

した
378

。また、元国連大使の星野俊也氏へのヒアリングからは「SDGsがあれば良いという

考え方もあるものの、必ずしも「人間の安全保障」が SDGs に完全に取り込まれたわけで

 
378 外務省「前掲ヒアリング（注 190）」。 
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はなく、両方が大事であると考えるべきである」との意見を伺った
379

。この 2 つの概念は

棲み分けが難しく、特に現在の SDGs が広く受け入れられている状況では、SDGs と比較し

て「人間の安全保障」には注目も集まりにくいとも考えられる。しかし、「人間の安全保

障」の重要性が失われたわけではない。「人間の安全保障」アプローチを確立させるため

にも SDGs との関係性を明瞭にすることは重要であると考えられる。 

 第 2 は、「人間の安全保障」の推進状況や成果をどのように共有するかという問題であ

る。「人間の安全保障」の推進状況や成果を明らかにした上で把握するために、現在、日

本国内で「人間の安全保障」の指標の作成、適用の取組みが進められている。同志社大学

教授の峯陽一氏へのヒアリングから、「「人間の安全保障」の指標について、国際的に普

及して欲しいと考えており、それが示せれば指標については注目されると思う。」、「尊

厳を指標にした部分も評価されて欲しい。これまでも「人間開発指標（Human 

Development Index）」などがあったがあまり上手くいかなかった。今回の「人間の安全保

障指数」は堅実な手法で作られることを期待している。」といった意見を伺ったことは非

常に有益であった
380

。 

 第 3 に、外交を推進する上で、国民に理解され、支持されることが重要である。「人間

の安全保障」の推進に、市民社会が大きな役割を担うという意見はヒアリングの中で度々

挙げられた。星野氏からは、「市民社会やアカデミックな人たちも巻き込むこと自体が重

要である。」ということを伺った
381

。また、東北大学のプシュパラール教授からも「教育

などを通して、日本人のアイデンティティに「人間の安全保障」を根付かせるべきではな

いか。」といった意見も伺った
382

。さらに、神戸大学の栗栖薫子教授より、「国内的な理

解の促進が進んでいないのは日本社会の問題でもある。国内的な理解でいえば、学校教育

での普及という観点からは、現在の社会の教科書には「人間の安全保障」が記載されてい

ることもある。また、社会問題の解決のためには、日本政府は省庁横断的な政策の再検討

と調整が必要となる。」との指摘もあった
383

。以上より、日本の国内、市民社会において

も「人間の安全保障」の重要性について理解を深めていく必要性が確認された。 

 併せて、国内において「人間の安全保障」について所管している外務省の推進体制につ

いても重視すべきである。SDGsについては、政府、産官学、それぞれが推進体制を確保し

対応している。「人間の安全保障」の国際的・国内的推進に対し、日本がどれほどのリソ

ースを注ぐことが可能であるのか、今後も検討すべき課題であると考えられる。これらの

取組みの進展が、外交政策としての「人間の安全保障」の推進をいかに後押しするかが今

後注目される。 

 
379 星野「前掲ヒアリング（注 286）」。 
380 峯「前掲ヒアリング（注 290）」。 
381 星野「前掲ヒアリング（注 286）」。 
382 プシュパラール「前掲ヒアリング（注 211）」。 
383 栗栖「前掲ヒアリング（注 283）」。 
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 また、第 4 に、国際的に推進する上で、「人間の安全保障」の理解の促進のために、ど

のような分かりやすいコンテンツを作り、発信していくかという点も重要な課題と考える。 

 本報告書で提言した「「人間の安全保障」対話」においては、多様な主体の間で取組事

例を共有し、人間の安全保障の理解を促すことで推進を図るが、取組事例に加え、コンテ

ンツを増やし、アドボカシーを強化することは、対話にも資すると考えられる。 

 「人間の安全保障ユニット」へのヒアリングからは、「人間の安全保障ユニット」は

「人間の安全保障」に基づく活動を認知してもらうためにソーシャルメディア上での取組

みを拡大している旨を述べていた
384 。また、「人間の安全保障ユニット」は情報システム

の簡素化を進めており、ウェブサイトにインタラクティブなモジュール（個別に情報を掲

載するのでは無く、関連する情報を相互にリンクづける機能）を設置し、検索しやすくす

ることを予定している。2021年にその情報システムは刷新され、ウェブサイトは 2022年に

更新される予定であるということを伺った
385 。今後、国際的に推進する上で、「人間の安

全保障ユニット」には、国連加盟国の取組みの推進に資するコンテンツを作成し、提供す

ることに、是非取り組んでいただきたい。 

 日本政府としては、栗栖教授へのヒアリングから、「これまで蓄積してきた経験を土台

に、得意分野を束にして「人間の安全保障」という包括的な括りのもとにアピールするべ

きである。個別分野にそれぞれ対応しているように見せるよりは、束ねて見せた方が外交

政策上は効果的であると言えるからである。」という意見を伺った
386

。 

 以上、「人間の安全保障」の国際的推進のために、本報告書で取り上げた 4 つの観点か

らの政策提言と共に、本ワークショップとして残された課題をいくつか挙げたが、双方に

ついて、さらに議論を重ねて、取り組んでいくことが必要である。 

  

 
384 人間の安全保障ユニット「前掲ヒアリング（注 63）」。 
385 同上。 
386 栗栖「前掲ヒアリング（注 283）」。 
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● 外務省「第3回国連防災世界会議の開催」（2017年）。
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● 外務省「人間の安全保障基金を通じたエジプトでの事業に対する支援」（2013

年）。https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/25/2/0226_02.html 
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● 国連 UNHCR 協会「寄付金の税制上の優遇措置について」

https://www.japanforunhcr.org/archives/2015/ 
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